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要旨   

本研究では，海岸保全の立場から，波浪の作用による海浜地形の変化過程の解明にとり組  

んだ．このために，まず，漂砂系という新しい概念を導入し，沿岸方向は岬や海底谷で区切  

られ 岸沖方向は波浪の作用による土砂の移動・堆積過程の因果関係を有する空間的領域と  

定義した．   

次に，各種の漂砂系内に生じる特徴的な海浜地形の変化過程を克明に論じた．これは，長  

年にわたって蓄積した現地調査ならびに水理模型実験のデータにもとづく議論であり，岸沖  

漂砂，沿岸漂砂，および両者が複合する場における現象をそれぞれ章を追って記述した．ま  

た，本研究では暴浪波やうねり性波浪を含む現実的な波浪条件も考慮し，海浜地形の短期的  

・中期的・長期的な変化過程のすべてを対象とした．   

そして，これらの議論の過程で，漂砂系をどのように設定すべきかを具体的に提案した．   

主要な結論は，以下に要約できる．  

1．海浜地形の変化過程の調査・解析・予測は，漂砂系を単位として行われるべきである．  

2．漂砂系の沿岸方向境界は海浜地形の形成過程を推定して，岬と岬または岬と海底谷で設  

定すればよい．  

3．漂砂系の沖側境界は，海底勾配と波形勾配から算定される砕波地点の波高のほぼ2倍の  

水深で与えればよい．  

4・岸沖漂砂による海浜断面形の変化は，Surf－Sim血ity ParameterとFroude－typeNumberか  

らなる新たな指標で分類・整理すればよい．  

5．暴浪波によって形成された大規模なバーが岸側に移動し，もとの海浜断面形に復元され  

るには，暴浪波の約2倍の総エネルギーに達するまでのうねり性波浪の継続が必要である．  

6．沿岸漂砂による汀線の前進・後退および海浜断面形の変化に着目すると，岬・岬型漂砂  

系および岬・海底谷型漂砂系の上手側・下手側に，それぞれ特徴的な変化過程が生じる．  

7．岸沖漂砂と沿岸漂砂が複合する場における海浜地形の変化過程は複雑ではあるが，ほぼ  

それぞれの影響の重ね合わせとして理解することができる．  

8．長期的な時間スケールでみると，漂砂系における沿岸漂砂の下手側では沖浜や砂囁の形  

成が進む変化過程にある．   

最後に，今後の海岸調査・保全施策のありかたと，海浜過程における底質の分級・磨耗現  

象に関する研究の展望についても述べた．   
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第1章 序論  

1．1研究の背景と目的   

我が国は四方を海に囲まれており，その海岸線は大小の屈曲に富むために多様な海岸が  

見られる（小池，1997）．例えば，北海道東部の野付半島や静岡県の三保松原は沿岸漂砂  

により形成された砂囁として，茨城県の鹿島灘沿岸や千葉県の九十九里浜は岸沖漂砂の卓  

越する長大砂浜として位置づけられる．また，三陸地方などのリアス式海岸は団結堆積物  

からなる岩石海岸で，それらで構成される岬と岬との間には安定したポケットビーチが見  

られる．さらに，南西諸島ではサンゴ礁と，それを供給源とする美しい砂浜もある（サン  

ゴ礁地域研究グループ，1990）．   

これらの海岸は，河川からの流出土砂や，海食崖（海岸段丘）の侵食に伴う崩落土砂な  

どで形成されてきており，堆積物の粒径により砂礫海岸，砂質海岸，泥質海岸などに分類  

できる（鈴木，19粥）．例えば，急流河川である黒部川や富士川を土砂供給源とする下新  

川海岸や富士海岸は，海底勾配が急で砂礫により構成されている砂礫海岸である．一方，  

下流部が緩勾配の信濃川や日野川を土砂供給源とする新潟海岸や皆生海岸は，海底勾配が  

緩く大部分が砂で構成されている砂質海岸に分類できる．また，海食崖を供給源とする海  

岸は細砂で構成される場合が多く，九十九里浜などがその代表例としてあげられる．   

このように，我が国においては多種多様な自然海岸が存在しているが，明治以降，全国  

各地で海岸侵食が著しく進んだ（例えば，田中ほか，1993）．この海岸侵食の原因として  

は，海岸における土砂移動に影響を与える港湾や漁港等の建設，河川からの流出土砂の減  

少，海食崖の侵食防止に伴う崩落土砂の減少が挙げられる（字多，1997）．さらに，侵食  

対策として整備されてきた消波壕や突墳，離岸場が局所的な効果を発揮するものの，それ  

らが沿岸漂砂の不均衡を招いて，下手側に新たな侵食を引き起こした事例も多い（宇多，  

1997）．しかし，港湾や漁港の建設は物流や産業活動として，砂防や河川整備は治山・治  

水事業として必要不可欠で，これらの社会基盤の整備が個別に行われてきた弊害が海岸侵  

食に現れていると言える．   

以上のことから，「水系一貫の総合土砂管理」または「流域の総合土砂管理」という概  

念で，治山，水資源，治水，海岸保全の各事業の連携が試みられてきた．ところで，「水  

系」は河川流域内の水および土砂の通り道の系を指し，「流域」は水系を含む集水域全体  

を意味している．つまり，「水系一貫の総合土砂管理」あるいは「流域の総合土砂管理」  

という言葉では，流砂の働きとして重要な，河口から供給された土砂による海浜地形の形  

成作用が抜け落ちていることになる（高橋，1998）．そこで，1998年7月に河川審議会総  

合土砂管理小委員会から「流砂系の総合的な土砂管理に向けて」という報告書が提出され  

（国1．1），流域の波頭部斜面から海岸までの土砂の運動領域全体を指す「流砂系」とい  

う概念が新たに導入された．そして，この流砂系の概念にもとづき，陸域と海域を包括し  

た総合的な土砂管理に向けた取り組みが本格的に始められることになった．   

流砂系の総合的な土砂管理にもとづき，治山，水資源，治水，海岸保全の各事業の連携  

を図るには，陸域と海域および河口域での土砂の運動領域の設定と土砂収支の把握が必要  

一1－   



よりよい海岸創り→次世代へ＝t  

図1．1本研究の背景   

とされる．また，各領域における土砂の移動・堆積過程が，生態系をはじめとする自然環  

境へ与える影響を把握することも重要である．とくに，海域では海浜地形（干潟を含む）  

が基本的な環境要素となり，その安定化を図ることが自然環境全体の向上のために非常に  

重要で，生態系に対しては土砂の粒径が支配的な要因となるからである（磯部，1998）．  

しかし，陸域での土砂の運動領域は「流域」という概念で設定できるが，海域における土  

砂の運動領域を設定する概念はまだ確立されていない．したがって，流砂系の総合的な土  

砂管理の観点から海岸保全を行うために，海域における土砂の運動領域の概念を示し，そ  

の概念にもとづいて，土砂収支を調査・把握すべき領域を設定する必要がある．   

さらに，1999年5月28日に公布された改正「海岸法」では防護・環境・利用を柱とし  

た海岸保全が進められることになり（図1．1），その中で「砂浜」も海岸保全施設の一つ  

として位置づけられた（青山，1999）．すなわち，改正「海岸法」の理念である防護・環  

境・利用の調和した海岸保全を推進するためには，「砂浜」をどのように維持・管理する  

かが課題となり，波浪の作用による海浜地形の変化過程を十分に理解しておくことが必要  

とされる．   

そこで，本研究では，海域での土砂の運動領域の概念を明確に示すとともに，その領域  

における海浜地形の変化過程（すなわち，土砂の移動・堆積過程）を解明する．そして，  

その知見にもとづき，流砂系において総合的な土砂管理を行うとともに，改正「海岸法」  

の理念を実現する海岸保全を行うために必要とされる，海域において土砂収支を調査・把  

握すべき額域の設定手法を提案する．  
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1．2 既往の研究と本研究の検討課題   

流砂系において総合的な土砂管理を行うとともに，改正「海岸法」の理念を実現するた  

めには，陸域および河口域と海域での土砂の運動領域における土砂収支の調査・把握が必  

要とされる．このうちの海域での土砂の運動領域は「漂砂系」という概念で徐々に認知が  

進んでいるが，海岸工学的にまだ明確に示されていない．例えば，三村（2000）や宇多  

（2000），および栗山（2001）は漂砂系の沿岸方向の境界と土砂収支について簡単に述べてい  

るのみである．また，磯部（1999）は，沿岸方向には沿岸漂砂の連続する一連の区間で，岸  

沖方向は砂丘の陸端から水深20m程度までの範囲の土砂収支を把握する必要性を説いて  

いるが，その沖側境界は対象とする海岸の特性で変わってくるとしている．このため，海  

岸保全の計画・推進に必要とされる土砂収支を調査・把握すべき領域（すなわち，漂砂系）  

を，海岸管理者に明確に示すことができないのが現状である．したがって，漂砂系の概念  

を明確に示すこと（図1．2，課題1）が海岸工学的に重要なことと言える．   

ところで，漂砂系の沿岸方向境界は，宇多（2000）によれば岬や大規模な構造物などの沿  

岸方向の土砂の移動（沿岸漂砂）を阻止するもので，栗山（2001）によれば沿岸漂砂がゼロ  

の2つの地点で与えることができる．しかし，漂砂系おける沿岸漂砂の上手側は土砂が運  

び去られる場であり，下手側は沿岸漂砂で運ばれてきた土砂によって海浜地形が形成され  

る場であるという，地形学的な観点からは沿岸漂砂量の見かけ上の大きさはあまり重要で  

はない．とくに，沿岸漂砂の下手側は海浜地形が形成される場であるという地形学的な観  

点によれば，沿岸方向境界を沿岸漂砂を阻止するものや沿岸漂砂量がゼロの地点とする必  

要はないと考えられる．つまり，漂砂系の沿岸方向境界は，地形・地質の特徴や海浜地形  

の形成過程などの地形学的な観点にもとづき，土砂の移動・堆積過程を推定して設定する  

のが望ましく，その手法を具体的に示すことが必要とされる（図1．2，課題り．   

漂砂系の岸沖方向境界は，海域では波浪と流れ，陸域では波浪と風の作用による土砂の  

移動限界を指標として設定できると考えられる．とくに，海岸における土砂移動の串もな  

外力は波浪であるので，波浪の作用による岸沖漂砂にともなう海浜断面形の変化過程を検  

討して岸沖方向境界を設定するのが望ましい．   

例えば，Sunam∬a（1989）が提案しているパームとバー，および海浜断面形の変化タイプ  

に関する指標は，漂砂系の沖側境界の設定に不可欠なものと考えられる．しかし，Suna皿ura  

（1989）の指標を用いて，現地での養浜後の海浜断面形の安定性を予測すると，過大評価や  

過小評価となる場合もある．したがって，海浜断面形の安定性に関するSunam∬a（1989）  

の指標の再評価と，漂砂系の沖側境界を設定する新しい指標の提案も重要な課題と言える  

（図1．2，課題2）．   

また，砂質海岸や砂礫海岸では，暴浪波の作用により土砂が前浜から沖側に運ばれバー  

が形成されても，その後の静穏波の作用により土砂が岸側に運ばれて，前浜が復元すると  

ともにパームが形成される可逆的な変化が生じる（例えば，砂村，1985）．しかし，暴浪  

波の作用で土砂がかなり深いところまで運ばれると，その土砂は静穏波の作用では岸側に  

はもどらず，海浜断面形の非可逆的な変化が生じると考えられる．このことは，砂村・倉  

田（1981）による時間的に変化する波浪の作用にともなう海浜変形に関する実験で指摘され  
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改正「海岸法」の理念を  

実現するための海岸保全  

総合土砂管理に  

もとづく海岸保全  

「  
うー＋「T、つぎ‘▼＿丁‾二 こ三好、．て珊  

盲イ宋全万1支として  

「砂浜」の指定と管三  

上砂収支の調査と把握  

地形・地質の特徴  

海浜地形の形成過程  
漂砂系の概念の提案と  

土砂の移動・堆積過程の推定（課題1）  
本
研
究
の
検
討
課
題
 
 

海浜断面形の変化限界水深  

海浜断面形の可逆的変化  
岸沖漂砂にともなう海浜地形の   

変化過程の解明（課題2）  

海浜断面形の変化限界水深  

の沿岸方向変化  
沿岸漂砂にともなう海浜地形の   

変化過程の解明（課題3）  

重ね合わせ現象  

干渉現象  
岸沖漂砂と沿岸漂砂が複合する場での  

海浜地形の変化過程の解明（課題4）  

図1．2 本研究の検討課題   

ている．このような暴浪波の作用による沖側への土砂の堆積は，場合によっては漂砂系の  

沖側への土砂流出になるので，海浜断面形の可逆・非可逆的変化過程を解明し，それにも  

とづき漂砂系の沖側境界の設定を見直す必要がある（図1．2，課題2）．   

以上の課題を検討すれば，漂砂系の沿岸方向境界は，地形・地質の特徴および海浜地形  

の形成過程などの地形学的な観点から，沖側境界は岸沖漂砂にともなう海浜断面形の変化  

限界水深によって一義的に設定できることになる．また，改正「海岸法」の理念の実現に  

必要と考えられる「砂浜」の安定性は，海浜断面形の可逆・非可逆的変化過程から評価が  

可能となる．   

しかし，岸沖漂砂にともなう海浜断面形の変化は短期的な時間スケール（数時間から数  

百日間）の現象であるが，実際の漂砂系においては，沿岸漂砂の不均衡で中期的な時間ス  

ケール（数年聞から数十年間）の海浜地形の変化も生じる．この場合，沿岸漂砂の下手側  

では，波浪の作用による海浜断面形の変化限界水深よりも深いところまで土砂が堆積する  

こともある．このことは，沿岸漂砂で形成される海浜断面形の特徴と分類に関する宇多・  

山本（1996）め研究で指摘したものの，漂砂系の沖側境界の設定という観点からの再検討が  

必要とされる（図1．2，課題3）．また，沿岸漂砂にともなう海浜断面形の変化過程につい  

ては，平面水槽を用いた移動床模型実験により再現を試み，その普遍的な特性について考  

察すること（国1．2，課題3）も，漂砂系の沿岸方向および沖側の境界を設定する上で重要  

と考える．   

さらに，実際の漂砂系においては，岸沖漂砂と沿岸漂砂が複合して海浜地形が変化して  

おり．それらの相互作用については，永澤・田中（2000）や内山ほか（2001）により主要因分  
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析が行われつつある．しかし，漂砂系の下手側では静穏波による沿岸漂砂で運ばれてきた  

土砂が徐々に堆積し，暴浪波の作用時に沖側に大量の土砂が運ばれて，かなり深い部分ま  

で土砂が堆積するというような，土砂の移動・堆積過程に着目した研究は少ない．つまり，  

漂砂系における岸沖漂砂と沿岸漂砂の複合による海浜地形の変化過程を解明することも，  

海岸工学的に重要な課題の一つと言える（図1．2，課題4）．   

以上の課題を検討して得られた知見にもとづけば，流砂系において総合的な土砂管理を  

行うとともに，改正「海岸法」の理念を実現する海岸保全を行うために必要とされる，海  

域での土砂の運動領域（漂砂系）の沿岸方向境界と沖側境界が設定できる．   

しかし，漂砂系の陸側境界の設定手法についての検討が残されている．この検討は飛砂  

や砂丘の変形などに関する研究にもとづけばよい．例えば，飛砂量の予測については栗山  

・上堂園（1999）の研究，海岸砂丘の長期的な地形変動特性については有働・武若ほ001）の  

研究，砂丘固有の地形特性については西ほか（2000）の研究を参考にできる．ところが，海  

岸保全の対象とする海岸では，砂丘がなかったり，人工的に改変されている場合が多く，  

海岸線沿いには道路や堤防・護岸の整備が進んでいる．つまり，ほとんどの海岸では人工  

構造物などで漂砂系の陸側境界が設定されると考えられる．このことから，本研究では漂  

砂系の陸側境界の設定手法についての検討は行わないことにした．   

なお，流砂系における総合的な土砂管理のもとでの海岸侵食対策として，山地崩壊土砂  

や河道内の余剰土砂を海岸に投入する「姜浜」があげられる．この場合，投入した土砂の  

移動・堆積過程を明らかにし，投入土砂が海岸の維持・復元に寄与することや，海岸環境  

にどのような影響を与えるかを示すことが重要である．なぜならば，海岸地形が基本的な  

環境要素となり，海岸の土砂管理を通じて地形の安定化を図ることが，海岸環境全体の向  

上のために非常に重要で，とくに生態系に対しては，地形そのものとともに，土砂の粒径  

が支配的な要因となるからである（磯部，1998）．すなわち，改正「海岸法」の理念から，  

養浜などの人為的に土砂を海域に投入する侵食対策を行う場合には，生態系の生息条件を  

乱さないように，漂砂系における沿岸方向と岸沖方向の土砂の分布特性を把握しておくこ  

との必要性も指摘される．  

1．3 本研究の内容   

漂砂系の概念を明確にするとともに，その領域のおける海浜地形の変化過程を解明する  

ために，1．2節で述べた4つの課題について第2牽から第7章で検討した．   

第2章では国1．2に示した課題1に関する検討を行った．まず，宇多（2000）や栗山（2001）  

が示した漂砂系や土砂収支の模式図，および磯部（1999）が指摘した土砂収支を把握すべき  

領域を参考として，1）沿岸方向には沿岸漂砂の連続する区間，2）岸沖方向には砂丘の陸端  

から海底の漂砂の移動限界水深までの範囲，3）分布する土砂の岩石種や鉱物組成が類似で  

ある空間的領域，を漂砂系として明確に定義した．そして，漂砂系の陸側境界は海岸線に  

沿って整備された人工構造物で，沖側境界は計画波浪と土砂の代表粒径から算定される佐  

藤・田中の完全移動限界水深（転）で与えられると考えた．また，漂砂系の沿岸方向境界  

については，我が国の代表的な侵食海岸のうちから12海岸を選び，それらの海岸が位置  
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する沿岸域の地形・地質を判読して，固結・半固結堆積物からなる岬や海食崖（海岸段丘）  

で与えられることを示した．   

さらに，三保松原漂砂系（静岡・清水海岸）と弓ヶ浜漂砂系（皆生海岸）を事例として，  

漂砂系における土砂の供給源と海浜地形の形成過程の関連について考察した．その結果，  

三保松原漂砂系では沿岸漂砂の下手側に海底谷が存在し，漂砂系の全域ではなく，岬から  

海底谷までの範囲で土砂の移動・堆積が生じていると推定した．また，弓ヶ浜漂砂系では  

沿岸漂砂の下手側に大規模な岬があり，それによって土砂の移動が阻止されているので，  

ほぼ漂砂系の全域で土砂の移動・堆積が生じていることが確認できた．なお，三保松原の  

釣状分岐砂囁の形成には安倍川からの供給土砂が，弓ヶ浜の形成には日野川からの供給土  

砂が大きく寄与していることから，漂砂系では分布する土砂の岩石種と鉱物組成は類似で  

あると指摘した．   

そして，対象とした12海岸が位置する漂砂系の沿岸漂砂の下手側における地形に着目  

し，海底谷のある3つの漂砂系，岬のある9つの漂砂系に分け，前者を岬・海底谷型漂砂  

系，後者を岬・岬型漂砂系に大別した．つまり，海域において土砂の移動・堆積過程の因  

果関係を有する空間的飯域（漂砂系）の沿岸方向境界ほ，岬と海底谷，岬と岬で与えられ  

るとした．   

第3章では，漂砂系の沖側境界を設定する指標の提案と，「砂浜」の安定性を評価する  

ために必要とされる，岸沖漂砂にともなう海浜地形の変化過程（図1．2，課題2）を検討し  

た．まず，大型水路を用いた海浜断面形の変化に関する実験を行い，SunamuraandHorikawa  

（1974）のC値が，波高と底質粒径の比がH。／d5。＝35～2400の範囲にあれば，海浜断面形  

の変化の予測は実験室の開催により可能であることを示した．しかし，海浜断面形の変化  

をC値で分類する場合には，波高と底質粒径の比と初期の海底勾配の影響が問題となる  

ことも確認された．   

そこで，砕波現象（砕渡波高と砕波形態）および底質の沈降速度に着目して，サーフ・  

シミラリテイ・パラメータ（∈ b）とフルードタイプ・ナンバー（Fb）からなる式（3．5）を  

海浜断面形の変化の新しい分類式として提案した．さらに，波浪作用後の海浜断面形の諸  

元について検討し，波浪作用後の前浜勾配とパーム高さの算定式として，サーフ・シミラ  

リテイ・パラメータとフルードタイプ・ナンバーからなる式（3．8），式（3．10）を新しく提案  

した．なお，トラフの水深とバーの頂部水深はSunmra（1989）により提案された式（3．11），  

式（3．12）で算定できることも明らかにした．   

そして，漂砂系の沖側境界の設定に重要と考えられる波浪の作用による海浜断面形の変  

化限界水深（br）と，海底勾配および波形勾配から算定される砕波地点の波高（H－）との  

関係を調べた．その結果，海浜断面形の変化のタイプによらず，その変化限界水深（br）  

と式（3．4）から算定される砕波地点の波高（H，）に相関があることを示し，海浜断面形の  

変化限界水深（h）を与える式（3．13）を提案した．   

第4章では岸沖漂砂にともなう海浜断面形の可逆・非可逆的な変化過程（図1．2，課題2）  

を検討し，時間的に変化する波浪の作用による海浜断面形の変化限界水深（bf）について  

考察した．まず，海浜断面形の可逆的の変化過程は気象擾乱時に生じると考え，気象擾乱  
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時の発達期と最盛期および減衰期の波浪を作用させた実験を行った．その結果，波浪の発  

達期から最盛期における前浜の侵食とアウターバーの形成，減衰期におけるインナーバー  

の岸側への移動とパームの形成をほぼ再現した．しかし，暴浪波の作用で沖側に形成され  

たアウターバーの一部は，気象擾乱時の減衰期における波浪の作用では岸側にもどらない  

こともわかり，気象擾乱後には海浜断面形の非可逆的な変化が生じると考えられた．そし  

て，その要因として，気象擾乱時の減衰期に作用させた波浪が小さく，作用時間も短かっ  

たことが指摘された．   

そこで，暴浪波作用後に周期の長い静穏波と，暴浪波と静穏波の中間規模の波浪（うね  

り性波浪）を継続的に作用させる実験を行った．その結果，暴浪波で形成された大規模な  

バーが，静穏波とうねり性波浪の作用によりほぼ完全に岸側に移動することがわかった．  

そして，暴浪波の作用で形成されたバーが岸側に移動し，もとの海浜断面形に復元される  

可逆的変化が生じるためには，暴浪波の約2倍の総エネルギーに達するまでの，うねり性  

波浪の継続作用が必要であることを明らかにした．   

以上のことから，海浜地形の気象擾乱時における数時間から数日間の変化過程と，静穏  

波とうねり性波浪，暴浪波の繰り返し作用による数日間から数百日間（約1年）の変化過  

程が，大型水路を用いた移動床模型実験実験でも再現できると言える．そして，実験で得  

られた海浜断面形の変化過程から，気象擾乱時の最盛期の波浪，もしくはバーを岸側に移  

動させる周期の長いうねり性波浪から算定される海浜断面形の変化限界水深（br）を，土  

砂の移動・堆積領域の沖側境界の指標とするのが望ましいと考えた．   

図1・2に示した課題3の沿岸漂砂にともなう海浜地形の変化過程については，まず，第5  

章で岬・岬型漂砂系と岬・海底谷型漂砂系に位置する代表的な海岸における深浅測量デー  

タを用いて，数年聞から数十年間の海浜地形の変化過程を調べた．そして，各海岸におけ  

る沿岸方向の海浜断面形の特徴と変化過程から，沿岸漂砂下手側の海底地形が緩勾配の海  

岸（下手側緩勾配海岸）と，急勾配の海岸（下手側急勾配海岸）に分類した．さらに，下  

手側緩勾配海岸では，上手側の海浜断面形の変化限界水深（b）と，下手側で土砂が堆積  

する水深はほぼ同じであり，下手側急勾配海岸では上手側の海浜断面形の変化限界水深  

（hr）よりも，下手側で土砂が堆積する水深がかなり深くなることを指摘した．   

次に，第6章で現地海岸における沿岸漂砂にともなう中期的な時間スケール（数年間か  

ら数十年間）の海浜断面形の変化過程を平面水槽を用いた移動床模型実験により再現して，  

波浪の作用による海浜地形の変化過程の普遍性について考察した（国1．2，課題3）．その  

結果，岬・岬型漂砂系に位置する海岸を対象とした実験で，沿岸漂砂上手側では，汀線の  

後退が進むと鉛直上方に凹状の海浜断面形に変化すること，前浜部分は汀線とほぼ平行に  

陸側に後退することを確認した．また，沿岸漂砂の下手側では汀線の前進が進むと鉛直上  

方に凸状の断面形へと変化し，前浜部分は汀線とほぼ平行に沖側に前進することも明らか  
にした．   

そして，下手側緩勾配海岸では，沿岸漂砂の上手側における海浜断面形の変化限界水深  

（br）と，下手側で土砂が堆積する水深ははぼ同じであること，下手側急勾配海岸では，  

上手側における海浜断面形の変化限界水深（br）に比較して，下手側で土砂が堆積する水  
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深が深くなることを明らかにした．つまり，現地おける沿岸漂砂にともなう海浜断面形の  

変化過程と特徴が，外力として波浪の作用のみを与えた平面水槽を用いた移動床模型実験  

でも再現できることを確認した．   

また，岬・海底谷型漂砂系に位置する海岸を対象とした実験では，沿岸漂砂上手側で汀  

線が後退した範囲の海浜断面形の変化過程は，岬・岬型漂砂系に位置する海岸の上手側と  

ほとんど同じであることを明らかにした．そして，沿岸漂砂下手側の海底地形が急深な場  

合には，円弧状（または，釣状）の砂囁が形成され，土砂はかなり深いところまで堆積す  

ることがわかった．一方，沿岸漂砂の下手側の海底地形が浅い平坦面の場合には，沿岸漂  

砂上手側から運ばれてきた土砂は浅い平坦面の奥には運ばれず，外縁のやや岸側とその沖  

側に堆積することを確認した．すなわち，土砂の堆積する平坦面は浅いので単純砂囁が形  

成され，その砂囁が急速に発達して，対岸に大規模な岬がある場合にはバリアとなること  

を明らかにした．   

ここで，沿岸漂砂下手側の海底地形が急深な場合に円弧状（または，鈎状）の砂囁が，  

浅い平坦面の場合に単純砂囁が形成されて，対岸に大規模な岬があるとバリアとなったこ  

とに着目し，前者は釣状砂囁である三保松原の形成過程と，後者は中海をいだく弓ヶ浜の  

形成過程とよく対応すると考えた．すなわち，適切な条件設定のもとでの平面水槽を用い  

た移動床模型実験により，数百年間から数千年間の長期間の時間スケールにおける海浜地  

形の変化過程（とくに，砂囁の形成過程）を再現できることを示した．   

結局，漂砂系における沿岸漂砂下手側では，土砂の堆積が波浪の作用による海浜断面形  

の変化限界水深（h）よりも深いところまで生じて，沖浜や砂囁が形成されることを明ら  

かにした・そして，この変化過程は数年間から数千年の中長期的時間スケールで経年的に  

進むため，波浪の作用による海浜断面形の変化限界水深（bf）を指標として漂砂系の沖側  

境界を設定した場合は，その領域から土砂が流出することが指摘された．   

第7章では，岸沖漂砂と沿岸漂砂が複合する場での海浜地形の変化過程（図1．2，課題4）  

を，平面水槽を用いた移動床模型実験により検討した．その結果，沿岸漂砂上手側におけ  

る侵食範囲では，静穏波と暴浪波の作用で経時的に前浜部分が後退するとともに，バーが  

消滅・形成を繰り返す海浜断面形の変化過程となることがわかった．つまり，静穏波と暴  

浪波の相互作用で，岸沖漂砂にともなう可逆的変化と，沿岸漂砂にともなう経時的な侵食  

過程が単純に重なり合う海浜断面形の変化過程が生じることを示した．   

また，沿岸漂砂下手側における堆積範囲では，静穏波の作用と暴浪波の作用を繰り返し  

受けると，バーの消滅と形成を繰り返し，バーの沖側に土砂が堆積して鉛直上方に凸状の  

沖浜が形成される変化過程となった．そして，この変化過程は岸沖漂砂と沿岸漂砂にとも  

なうそれらの単純な重ね合わせではなく，暴浪波の作用でバーの沖側に沖浜が形成され，  

静穏波の作用による海浜断面形の変化限界水深（br）より深いところに堆積した土砂は，  

岸側に移動しないことを指摘した．   

さらに，皆生海岸おける構造物のない範囲での近年の海浜地形の変化を調べ，岸沖漂砂  

と沿岸漂砂が複合する実際の海岸における海浜地形の変化過程について考察した．対象と  

した範囲では1997年7月～1998年7月に汀線が後退し，1998年7月～1999年7月に汀  
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線が前進（復元）したことがわかり，この汀線の変化は実験における暴浪波の作用による  

汀線の後退と，静穏波の作用による汀線の前進とよく対応することを示した．   

そして，対象とした期間における来襲波浪の観測結果によると，汀線が後退したままの  

1997年7月～1998年7月には春期における波浪の減衰期が短く，汀線が復元した1998年  

7月～1999年7月には春期における波浪の減衰期が長いことがわかった．また，秋期か  

ら春期までの周期の分布形に着目すると，汀線の前進（復元）とバーの岸側への移動とト  

ラフの埋めもどしは，春期に来襲した周期の長い波浪の作用で生じたと推定された．つま  

り，第4章で指摘した，暴浪波の作用で沖側に形成されたバーが岸側にする可逆的変化が  

生じるためには，うねり性波浪の長時間における作用が条件となることが，皆生海岸の近  

年における海浜地形の変化過程から確認できた．   

結局，岸沖漂砂と沿岸漂砂が複合する場では，平面水槽を用いた移動床模型実験および  

皆生海岸ともに，沿岸漂砂下手側の堆積範囲ではバーの沖側に土砂が堆積して鉛直上方に  

凸状の沖浜が形成されることがわかった．また，その沖浜は，静穏波の作用による海浜断  

面形の変化限界水深（bf）より深いところに形成され そこに堆積した土砂は，静穏波の  

作用では岸側に移動しないことが明らかになった．つまり，岸沖漂砂と沿岸漂砂の複合す  

場合，岬・岬型漂砂系に位置する下手側緩勾配海岸においても，沿岸漂砂下手側での沖浜  

の形成は漂砂系からの土砂流出と仮定しなければならないと指摘された．   

第8章では，第2葺から第7章の主要な結論を要約するとともに，その知見をもとに漂  

砂系の設定手法を次のように提案した．まず，土木地質図などを活用して，固結・半固結  

堆積物からなる岬や海食崖を漂砂系の沿岸方向境界とする．次に，地形学の研究成果など  

から漂砂系における海浜地形の形成過程と土砂の供給源を把握して，土砂の移動・堆積過  

程を推定する．そして，計画波浪と沿岸漂砂の上手側における海底勾配を用いて，波浪の  

作用による海浜断面形の変化限界水深（h）を求め，漂砂系の沖側境界を設定するための  

指標を得る．さらに，沿岸漂砂にともなう海浜断面形の変化過程を把握して，漂砂系の沿  

岸漂砂下手側の境界を岬または海底谷で再設定し，下手側の土砂堆積にともなう沖浜と砂  

囁などの形成は，漂砂系外への土砂流出と仮定して海岸保全計画を立案する．最後に，今  

後の海岸調査・保全施策のありかたと，それらに関わる研究（とくに，海浜地形の変化過  

程における底質の分級・摩耗現象）の展望についても述べた．  

参考文献  

青山俊行（1999）：時代の要請に応える新しい海岸管理制度一海岸法の一部を改正する法律  

－，土木拳骨誌，Vol．84，No．8，pp．50－53．  

磯部雅彦（1998）：海岸環境と流砂系土砂管理，河川，No．628，pp．24－31．  

磯部雅彦（1999）：改正海岸法の理念の実現に向けて，海岸，第39巻第1号，pp．14－1臥  

宇多高明（1997）：「日本の海岸侵食」，山海堂，叫2p．  

宇多高明（2000）：海浜地形変化，土木学会海岸工学委員会編，「海岸施設設計便覧【2000   

年版】」，（社）土木学会，pp．124－129．  

宇多高明・山本幸次（1996）：沿岸漂砂の卓越する砂浜海岸における縦断面形変化の分類，  

一9－   



地形，第17巻，pp．86－106．  

内山雄介・栗山善昭・波多野敦史（2001）：蒲生干潟前面海浜地形の中期変動特性，海岸工   

学論文集，第48巻，Pp．601－605．  

有働恵子・武若 聴（2001）：海岸砂丘の長期的な地形変動特性とその再現，海岸工学論文   

集，第48巻，pp．596－600．  

栗山善昭（2001）：広域土砂収支図作成の試み，2001年度（第37回）水工学に関する夏期研   

修会講義集Bコース，pp．B－5－1－B－5－13．  

栗山善昭・上堂園孝一（1999）：後浜から砂丘前面にかけての飛砂量の数値計算，海岸工学   

論文集，第46巻，pp．501－505．  

小池一之（1997）：「海岸とつきあう」，岩波書店，131p．  

サンゴ礁地域研究グループ（1990）：「熱い自然－サンゴ礁の環境誌」，古今書院，372p．  

鈴木隆介（1998）：「建設技術者のための地形図読図入門 第2巻 低地」，古今書院，554p．  

砂村継夫（1985）：海浜地形，堀川清司編「海岸環境工学」，束京大学出版会，pp．130－146．  

砂村継夫・倉田雄司（1981）：時間的に変化する波浪を用いた海浜変形に関する二次元実   

験，第28回海岸工学講演会論文集，pp．222－226．  

高橋 保（1998）：流砂系の総合的な土砂管理に向けて，河川，No．628，pp．3－5．  

田中茂信・小荒井 衛・深沢 満（1993）：地形図の比較による全国の海岸線変化，海岸工   
学論文集，第40巻，pp．416－420．  

永澤 豪・田中 仁（2000）：等深線距離を用いた三次元経験的固有関数展開による仙台海   

岸海浜変形解析，海岸工学論文集，第47巻，pp．621－625．  

西 隆一郎・宇多高明・佐藤道朗・牟田神宗征・中村俊一（2000）：砂丘風食地形に関する   

基礎的研究，海岸工学論文集，第47巻，pp．581－585．  

三村信男（2000）：海岸の計画の考え方，土木学会海岸工学委員会編，「海岸施設設計便覧   

〔2000年版】」，（社）土木学会，pp．5－7．  

SunaⅡWa，T．（1989）：Sandybeachgeomorphologyelucidatedbylaboratorymodeling，V・C・Lakhan  

andA．S．Trenhai1e（editors），A＃licationsin Cbasial肋deli曙，EIsevier，Amsterdam，   

pp・159－213・  

Sunamura，T．andHorikawa，K．（1974）：Twodimensionalbeachtaransfbrmationduetowaves，  

Proc．14thInt．Conf．CoastalEng．，ASCE，PP．920鵬938．  

－10－   



第2章 漂砂系の概念と大局的な土砂の移動・堆積過程  

2．1概要   

流砂系の総合的な土砂管理という観点からは，海域での土砂の運動領域においても土砂  

収支が把握されていなければならない．海域での土砂の運動領域は漂砂系という概念で徐  

々に認知が進んでいるが，海岸工学的にまだ明確に示されていないのが現状である．そこ  

で，字多（2000）や栗山（2001）が示した漂砂系や土砂収支の模式図，および磯部（1999）が指  

摘した土砂収支を把握すべき領域を参考として，まず，漂砂系の概念について考察した．  

そして，漂砂系の概念を1）沿岸方向には沿岸漂砂の連続する区間の，2）岸沖方向には砂  

丘の陸端から海底の漂砂の移動限界水深までの範囲で，3）分布する土砂の岩石種や鉱物組  

成が類似な空間的領域とした．   

次に，改正「海岸法」の理念を実現する海岸保全を行うためには，地先海岸を含めた漂  

砂系全域における海浜地形の変化過程の把握が必要とされることから，漂砂系の沿岸方向  

境界を適切に設定する手法について検討した．具体的には，我が国の代表的な侵食海岸の  

うちから12の海岸を選び，それらの海岸が位置する沿岸域の地形・地質を判読して，漂  

砂系の沿岸方向境界の設定を試みた．その結果，海浜の背後の地質と地形をもとに，半固  

結堆積物からなる海岸段丘や岩石の岬と砂礫浜を区別し，海域における等深線形状や波の  

入射方向，および沿岸漂砂の方向などを考慮すれば，漂砂系の沿岸方向境界を確定できる  

ことを示した．   

さらに，静岡・清水海岸（三保松原淳砂系）と皆生海岸（弓ヶ浜漂砂系）を事例として，  

流砂系における総合的な土砂管理という観点から，海域における土砂収支を調査・把握す  

べき領域について検討した．そして，海浜地形の形成過程から大局的には，三保松原喪砂  

系では沿岸漂砂下手側の海底谷までの領域に土砂が移動・堆積し，弓ヶ浜漂砂系では沿岸  

漂砂を阻止する岬までの領域で土砂が移動・堆積していると推定した．   

また，対象とした12の海岸の位置する漂砂系において，沿岸漂砂下手側にどのような  

地形が存在するか調べ，9つの海岸の位置する漂砂系では岬が，3つの海岸の位置する漂  

砂系では海底谷が存在することを示した．つまり，ほとんどの漂砂系は，沿岸漂砂下手側  

に岬が存在する場合と，海底谷が存在する場合の二つに大別でき，前者を岬・岬型漂砂系，  

後者を岬・海底谷漂砂系と呼ぶことにした．そして，漂砂系における海浜埠形の形成過程  

を考慮すれば，岬・岬型漂砂系ではほぼ全域で，岬・海底谷型漂砂系では海底谷までの領  

域で土砂収支を調査・把握するのが効率的と指摘した．  

2．2 漂砂系の概念   

過去においては，汀線の急激な後退や浜崖の形成を国土の損失としてとらえ，その対策  

として各種の海岸保全施設が局所的に整備されてきた．しかし，海浜地形の変化はおもに  

波浪の作用にともなう沿岸方向と岸沖方向の土砂の移動で生じる現象で，局所的な土砂収  

支の不均衡により侵食や堆積が顕在化している．したがって，海岸保全計画を立案する場  

合には局所的な侵食に着目するよりも，保全の対象とする区域を設定して，その区域にお  
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ける土砂収支を把握するとともに，侵食の進  

行を予測しておくことが必要とされる．   

例えば，図2．1に実線で示すような区域を考  

えたとき，この区域には河川から土砂（qR）  

が直接供給され，区域外からは沿岸漂砂（Ll）  

や岸向き漂砂（0，），飛砂（Bl）により土砂が  

運ばれてくる．一方，区域外には沖向き漂砂  

（0ユ）や沿岸漂砂（L2），飛砂（Bユ）より土砂  

ヰ  
¢  

＿＿＿，  －L二   

【⇒   

＿」   仁ふ↓ 
02   

図2．1地先海岸における土砂収支  

が運び去られる．この実線で示した区域において，沿岸漂砂や岸沖漂砂および飛砂により  

運ばれてくる土砂量と，運び去られる土砂量が均衡していれば，河川から直接供給される  

土砂量（qR）に応じて堆積が進み，河口部から汀線が前進していくことになる．   

しかし，何らかの要因で沿岸漂砂（Ll）や岸向き漂砂（01）および飛砂（駄）により運  

ばれてくる土砂量がはとんどなくなると，河川から供給される土砂量（qR）と，沖向き  

漂砂（0之）や沿岸漂砂（し）および飛砂（払）で運び去られる土砂量（流出土砂量）の収  

支により海浜地形の変化が生じる．すなわち，河川から供給される土砂量が流出土砂量よ  

り少ない場合には，河口部から侵食が進むことになる．以上のことから，現状の海岸保全  

計画では図2．1に示した区域での土砂収支の把握や，侵食範囲の予測などが行われるよう  

になってきた．   

ところで，河川から供給される土砂量が流出土砂量よりも少ない状況が継続すると，侵  

食範囲は図2．1に示した区域を超えた沿岸漂砂の下手側まで拡大することになる．そこで，  

図2．1に示した局所的な区域よりもさらに広い領域での土砂収支を検討して，海岸保全計  

画を立案する必要が生じてきた．このことから，字多（2000）は岬や大規模な構造物などの  

沿岸漂砂を阻止するものを境界とする領域を漂砂系として模式的に示し，その領域での土  

砂収支の把握の必要性を述べている．同様に，栗山（2001）も沿岸漂砂がゼロの2つの地点  

（岬）を境界とする漂砂系を模式的に示し，広域における土砂収支を把握することの重要  

性を説いている．   

すなわち，海岸保全計画を立案するにあたっては，広域の土砂収支を把握することの重  

要性が指摘されつつある．そして，第1章で述べたように，流砂系の総合的な土砂管理に  

おいても，海域での土砂の運動額頓における土砂収支の調査・把握が求められている．こ  

こで，海域での土砂の運動領域とは，流砂の働きとしての海浜地形の形成作用を考慮すれ  

ば，漂砂系と同義と考えられる．   

磯部（1999）は改正「海岸法」の理念の実現にあたっては，沿岸方向には沿岸漂砂の連続  

する一連の区間の，岸沖方向には砂丘の陸端から海底における漂砂の限界水深までの範囲  

までの土砂収支を把握しておく必要があるとしている．この領域は模式的に国2．2のよう  

に示され，宇多（2000）や栗山（2001）による漂砂系とほぼ同様の領域となる．つまり，沿岸  

方向には沿岸漂砂の連続する一連の区間，岸沖方向には砂丘の陸端から海底における漂砂  

の限界水深までの範囲が漂砂系の概念として与えられることになる．   

漂砂系の沿岸方向境界は図2．2では規模の大きな2つの岬としたが，これらの地点では  
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波の入射方向  【⇒：沿岸漂砂  

図2．2 漂砂系の概念   

波の入射方向との関係からは沿岸喪砂はゼロとはならない．ただし，国2．2の髄域の土砂  

収支を検討する場合には，岬の規模が大きく土砂が通過移動できないことから，境界条件  

として沿岸漂砂量はゼロとして与えられる．したがって，岬の規模が小さい場合には，そ  

の規模に応じた沿岸漂砂量を境界条件として，岬間の土砂収支を検討すればよい．   

つまり，漂砂系の沿岸方向境界は，沿岸漂砂量を適切に与えれば設定できることになる．  

しかし，このような考え方から，国2．2において1点鎖線で囲んだ国2．1の範囲を漂砂系と  

しても，局所的であり妥当性を欠く．それは，河川や海食崖などから供給された土砂によ  

って，海浜地形が形成されるという地形学的な観点が抜け落ちているからであり，漂砂系  

の沿岸方向境界は海浜地形の形成過程も考慮して設定する必要がある．ここで，海浜地形  

の形成過程を推定すると，河川や海食崖から供給される土砂はほぼ類似な岩石種や鉱物組  

成からなり，それにより形成された一連の海浜では，波浪のよるふるい分け作用や摩耗作  

用を受けて沿岸方向に異なる粒径分布となっても，土砂の岩石種や鉱物組成は供給された  

ときの特性を保つと考えられる．   

以上のことから，土砂の供給源と海浜地形の形成過程との関連を考慮すれば，1）沿岸方  

向には沿岸漂砂の連続する区間，2）岸沖方向には砂丘の陸端から海底の漂砂の移動限界水  

深までの範囲，3）分布する土砂の岩石種や鉱物組成が類似な空間的額域を，漂砂系の概念  

として明確に与えることができる．そして，現実的には，漂砂系の沿岸方向境界は，固結  

・半団結堆積物からなる岬や海食崖（海岸段丘）とするのが自然と考えられる．そこで，  

沿岸域の地形・地質の特徴の判読から，漂砂系の沿岸方向境界の設定を試みた．   

なお，漂砂系の岸側境界は，飛砂による土砂の移動・堆積過程をもとに設定するのが望  

ましいが，現状では海岸線に沿って堤防・護岸，防砂林，道路などが整備されているので，  

これらの人工構造物を指標として設定できる．さらに，漂砂系のおおまかな沖側境界は，  

海岸保全計画の対象とする海岸における計画波浪と，分布する土砂の代表粒径から求めら  

れる佐藤・田中の完全移動限界水深（転）で，便宜的に設定できると考えられる．  

2．3 沿岸域の地形■地質の特徴による漂砂系の確定   

我が国における海岸侵食の実態については，宇多（1997）によりとりまとめられており，  
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凡  例  

＋： 沿岸区分   

＋  沿岸名  

○ 専♂  

図2．3 改正「海岸法」による沿岸区分（岸田（2000）に加筆）   

各地先海岸における汀線の変化や海浜断面形の変化が示されている．一方，改正「海岸法」  

では地形・海象面の類似性及び沿岸漂砂の連続性に着目して，図2．3に示す沿岸区分が定  

められ（岸田，2000），各沿岸毎の海岸保全基本計画の策定が義務づけられた．しかし，  

図2．3に示す各沿岸で，流砂系の観点から海浜地形の変化過程と土砂収支を調査・把握す  

ることは現実的ではない．   

つまり，流砂系における総合的な土砂管理を行うため！こ必要とされる海域での土砂の運  

動領域（漂砂系）を適切に確定することが望まれる．そこで，我が国の代表的な侵食海岸  

の位置する漂砂系における沿岸方向境界の設定を，半固結堆積物からなる海岸段丘や岩石  

からのなる岬と砂礫浜などが判別できる土木地質図をもとに試みた．なお，土木地質図に  
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ついては入手と判読が困難なものもあったの  

で，図2．4に示す12の海岸を対象とした．   

三沢海岸は，青森県の太平洋に画した下北  

八戸沿岸の南部に位置する砂質海岸であり，  

図2．3に示した改正「海岸法」の沿岸区分では，  

下北八戸沿岸は岩手県界を起点にして北海岬  

を終点としている．しかし，海岸線の形状と  

海象（波浪や潮流）条件からは岩手県界～尻  

屋岬と，尻屋岬～北海岬に区分して海岸保全  

計画を立案したほうが望ましい．また，東北 ♂  

‾‾二‡∴一Il  

新潟海岸  

下新川海岸l  

石巻湾沿岸  

富士・蒲原海岸  

静岡・清水海岸  
地方土木地質図（東北地方土木地質図編纂委 ㌔  

員会，1988）によれば，岩手県界～尻屋岬の  
′  

駿河海岸  

0  

、。♂  
中間のやや北側は岩礁地帯（中山崎）となっ  

ており，岩手県界から中山崎の間では海岸の  

陸側に海岸段丘がみられる．   

そこで，この領域を東北地方土木地質図（東  

北地方土木地質図編纂委員会，1988）をもと  

に，砂礫浜などと海岸段丘や岩石からなる地  

形に区別して図2．5に示す．図2．5によれば，  

岩手県界の鮫町は岩石の岬で，中山崎も岩石  

の岬であることから，これらの岬を漂砂系の  

沿岸方向境界とみなすことができる．また，  

海底の等深線形状から中山崎の沖側が急勾配  

図2．4 対象とした侵食海岸の位置  

小川原湖  

になっていることが読みとれ，この地点を漂 ∴  

砂系の沿岸方向境界とすることは妥当と考え  

る．   

この領域の南側に位置する三沢海岸（図2．5  

の●印）においては，おもにE方向から波浪  

が来襲する．この付近では1971～1981に三  

沢漁港が建設され，その後に漁港の南側で汀  

線の前進が，北側で汀線の著しい後退が生じ  

た（宇多，1997）．このことから，海岸段丘の  

南端から中山暗における沿岸漂砂の卓越方向  

は北向きと推定される．なお，この漂砂系に  

流入する大きな河川は馬淵川のみであり，こ  

の河川からの供給土砂が鮫町から中山崎の海  

浜形成に寄与したと考えられる．結局，三沢  

海岸は南側の鮫町と北側の中山崎を沿岸方向  

その他（岩石など）  

国2．5 三沢海岸の位置する漂砂系   
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図2．6 大曲海岸の位置する漂砂系   

境界とする，北向きの沿岸漂砂が卓越する漂砂系に位置すると確定される．   

大曲海岸は，宮城県の太平洋に画した仙台湾沿岸の北部に位置する砂質海岸であり，改  

正「海岸法」の沿岸区分（図2．3）では，仙台湾沿岸は黒崎を起点にして茶屋ケ岬を終点  

としている．しかし，海岸線の形状と海象（波浪や潮流）条件からは黒崎～松島湾，松島  

湾～茶屋ケ岬に区分して海岸保全計画を立案したほうが望ましい．大曲海岸は黒崎～松島  

湾の石巻湾に位置し，この領域を東北地方土木地質図（東北地方土木地質図編纂委員会，  

1988）をもとに，砂礫浜と海岸段丘や岩石からなる地形に区別すると図2．6のようになる，   

石巻湾奥部の海浜地形の形成過程はさだかではないが，図2．6から旧北上川と鳴瀬川か  

ら供給された土砂により形成されたと推定できる．現状では旧北上川からの土砂の供給は  

ほとんどなく，束側の尾崎から石巻港までの区域の海岸は人工的改変が進んでいるようで  

ある．一方，石巻港から二本松鼻の区域には，侵食が西側に進行しているものの砂質海岸  

（大曲海岸）が存在する．字多（1997）によれば石巻港沖の水深20m地点での波浪の主な  

入射方向はSSE方向で，沿岸漂砂の卓越方向は西向きである．したがって，大曲海岸は，  

現状では石巻港と二本松鼻を沿岸方向境界とする，西向きの沿岸漂砂が卓越する漂砂系に  

位置することになる．   

九十九里海岸は千葉県の太平洋に画した千葉東沿岸の北側に位置する砂質海岸であり，  

改正「海岸法」では，千葉東沿岸は茨城県界を起点にして洲崎を終点としている（国2．3）．  

しかし，関東地方土木地質図（関東地方土木地質図編纂委員会，1996）によれば，太東岬  

よりも南側はほとんどが岩石海岸と規模の小さいポケットビーチである．したがって，千  

葉東沿岸では，太東崎を境に北側と南側に区別して海岸保全計画を立案するのが望ましい．  

千葉東沿岸の北側を関東地方土木地質図（関東地方土木地質図編纂委員会，1996）をもと  

に，砂礫浜と海岸段丘や岩石からなる地形に区別すると図2．7のようになる．   

千葉県東沿岸の北側は，屏風ケ滑と太東崎の2つの海食崖からなる岬に囲まれた砂質海  

岸で，九十九里海岸と総称されている（字多，1997）．九十九里海岸の形成過程としては，  

屏風ケ浦と太東崎が波浪の作用で侵食され，そこから土砂が湾奥部に運ばれ堆積して形成  
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その他（岩石など）  

図2．7 九十九里海岸の位置する票砂系   

されてきたとされている（森脇，1979）．現状においては，犀風ケ浦と太東崎では海食崖  

の侵食防止対策が行われ，そこからの九十九里海岸への土砂の供給はほとんどなく，土砂  

収支は2つの岬の間ではほぼ均衡している．また，波浪の入射方向はESE方向とSE方向  

が卓越し，沿岸漂砂の方向は北向きと南向きの両方向である．つまり，九十九里海岸は屏  

風ケ浦と太東崎を沿岸方向境界とする，沿岸漂砂の方向が季節的に変動する大規模なポケ  

ットピーチの漂砂系であると言える．   

新潟海岸は新潟県の日本海に画した新潟北沿岸に位置する砂質海岸であり，国2．3に示  

した改正「海岸法」の沿岸区分では，新潟北沿岸は山形県界を起点にして鳥ケ首岬を終点  

としている．しかし，北陸地方土木地質図（北陸地方土木地質図編纂委員会，1990）によ  

れば，山形県境から鳥ヶ首岬の沿岸には角田岬などの岩石海岸が点在するので，いくつか  

の額域に区分して海岸保全計画を立案するのが望ましい．宇多（1997）が海浜地形の変化を  

解析した神林海岸，新潟海岸が位置する岩崎から角田岬の領域を，北陸地方土木地質図（北  

陸地方土木地質図編纂委員会，1990）をもとに，砂礫浜と海岸段丘や岩石からなる地形に  

区別すると図2．8のようになる．  
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図2．8 新潟海岸の位置する漂砂系  

岩崎は岩石の岬で，その北側も同様の岩石海岸であることから，漂砂系の沿岸方向境界  

としてこの地点が設定できる．その南側の岩船港での波浪観測結果によると，波浪の主な  

入射方向はNW方向であり，新潟県の北部沿岸では南向きの沿岸漂砂が卓越するとされ  

ている（宇多，1997）．海岸線の形状は岩崎から信濃川まではなだらかに湾入しており，  

信濃川から角田岬までは直線状になっている．岩崎から角田岬までの海岸は砂質海岸とな  

っており，西端の角田岬が岩石の岬で，この地点も漂砂系の沿岸方向境界として与えるこ  

とができる．すなわち，神林海岸と新潟海岸は岩崎と角田岬を沿岸方向境界とする，南向  

きの沿岸漂砂が卓越する漂砂系に位置することになる．   

下新川海岸は富山県の日本海に画した富山湾沿岸に位置する砂礫海岸であり，改正「海  

岸法」の沿岸区分（図2．3）では，富山湾沿岸は鳥ケ首岬を起点にして石川県界を終点と  

する．この沿岸には急深な富山湾が存在するため，海岸保全計画はいくつかの区域に区分  

して立案するのが望ましい．下新川海岸の位置する領域を，北陸地方土木地質図（北陸地  

方土木地質図編纂委員会，1990）をもとに，砂礫浜と海岸段丘や岩石からなる地形に区別  

すると国2．9のようになる．   

下新川海岸の東端の宮崎から東側は岩石海岸となっており，現状においても束側からの  

下新川海岸への土砂供給は少ないと考えられる．また，下新川海岸は海に突出した黒部川  
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図2．9 下新川海岸の位置する票砂系   

扇状地の外線をなしており，その形成に寄与した土砂が黒部川から供給されたことは明ら  

かである．下新川海岸における波浪の入射方向はN方向であり，海岸線の変遷から沿岸  

漂砂の卓越方向は西向きとされており，この西向きの沿岸漂砂の下手側には急深な海底谷  

が海岸線まで迫っている．さらに，その西側には片貝川や早月川から供給された土砂によ  

り形成されたと考えられる海浜が存在しており，漂砂系の沿岸方向境界となる岬状の地形  

はみられない．   

河田（1996）は新潟県の姫川河口から富山県の黒部川河口までを複合漂砂系としてとら  

え，海岸侵食の原因などについて述べている．しかし，下新川海岸は黒部川扇状地ととも  

に形成されてきたと考えられるので，下新川海岸の海岸保全計画を立案する上では宮崎を  

東側の沿岸方向境界とするのが妥当と考える．また，黒部川から供給された土砂は現在も  

海底谷に堆積し，少なくとも早月川河口までは達していないと考えられる．以上のことか  

ら，下新川海岸は宮崎と早月川河口東側の地先を沿岸方向境界とする，西向きの沿岸漂砂  

が卓越する漂砂系に位置すると言える．   

石川海岸は石川県の日本海に画した加越沿岸に位置する砂質海岸であり，改正「海岸法」  

では，加越沿岸は高岩岬を起点にして越前岬を終点としている（国2．3）．しかし，北陸  

地方土木地質図（北陸地方土木地質図編纂委員会，1990）によれば，北側の高岩岬から滝  

崎までのほとんどは岩石海岸で，南側の尼御前岬から越前岬の間でも岩石海岸が連なる．  

そこで，石川海岸位置する滝崎から尼御前岬までの解域を，北陸地方土木地質図（北陸地  
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図2．10 石川海岸の位置する漂砂系   

方土木地質図編纂委員会，1990）をもとに，砂礫浜と海岸段丘や岩石からなる地形に区別  

してみた（図2．10）．   

滝崎は岩石の岬で，その北側も同様の岩石海岸であることから，漂砂系の沿岸方向境界  

としてこの地点が設定できる．石川海岸の中央部に位置する金沢港での波浪観測結果によ  

ると，波浪の主な入射方向はNNW方向であり，金沢港の南側の海浜では南向きの沿岸漂  

砂が卓越するとされている（宇多，1997）．また，南端の尼御前岬も岩石の岬で，この地  

点も漂砂系の沿岸方向境界として与えることができる．結局，石川海岸は滝崎と尼御前岬  

を沿岸方向境界とする，南向きの沿岸漂砂が卓越する漂砂系に位置することになる．   

静岡県の駿河湾沿岸は，国2．3に示した改正「海岸法」の沿岸区分でほ大瀬崎を起点に  

して御前崎を終点とする沿岸で，富士川，安倍川，大井川の大河川が流入して，それぞれ  

の河川からの供給土砂によって海浜地形が形成されている．そこで，これらの河川からの  

供給土砂が寄与する領域毎に，漂砂系の沿岸方向境界の設定を試みた．   

まず，富士川から供給された土砂で形成されたと考えられる富士海岸と蒲原海岸が位置  

する領域を，関東地方土木地質図（関東地方土木地質図編纂委員会，1996）を参考にして，  
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砂礫匠詔その他（岩石など）  

十  

波の入射方向  沿岸方向境界  

－200m  

図2．11真土海岸と蒲原i毎岸の位置する漂砂系  

大久保の鼻  

図2．11に示すように砂礫浜と海岸段  

丘や岩石からなる地形に区別した．  

富士川河口を境にして東側が富士海  

岸，西側が蒲原海岸であり，西端に  

は由比地先から興津川に連なる岩石  

海岸が，末端には狩野川と大久保の  

鼻が存在する．由比地先から大久保  

の鼻までは砂礫浜であるが，狩野川  

河口より東側では分布する土砂の岩  

石種と鉱物組成がやや異なってい  

る．この領域への波浪の入射方向は  

S方向であり，富士川河口より東側  

では東向きの沿岸漂砂が卓越する  

が，沼津港に向かってその量は小さ  

くなる（宇多，1997）．したがって，  

富士・蒲原海岸は由比地先と現状で  

は沼津港を沿岸方向境界とする，束   

向きの沿岸漂砂が卓越する漂砂系に  

位置すると言える．   

次に，安倍川から供給された土砂で形成されたと考えられる静岡・清水海岸が位置する  

額域を，関東地方土木地質図（関東地方土木地質図編纂委員会，1996）をもとに，砂磯浜  

と海岸段丘や岩石からなる地形に区別したのが図2．12である．安倍川の西側には岩石の海  

食崖である大崩海岸が，東側には釣状分岐砂囁である三保松原と，さらに東側に興津川東  

側の岩石海岸が存在する．この領域への波の入射方向はSSE方向であり，静岡・清水海  

岸では東向きの沿岸漂砂が卓越する．つまり，静岡・清水海岸は大崩海岸と興津川東側の  
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岩石海岸を沿岸方向境界とする，東向き  

の沿岸漂砂が卓越する漂砂系に位置する  

ことになる．   

最後に，駿河湾沿岸の大崩海岸から御  

前崎までの領域を，関東地方土木地質図  

（関東地方土木地質図編纂委員会，1996）  

をもとに，砂礫浜と海岸段丘や岩石から  

なる地形に区別した（図2．13）．この領  

域の南端には岩石海岸である御前崎が，  

そこから約10bm北側の坂井地先付近で  

も岬状の地形が存在する．さらにその北  

側では大井川扇状地を縁どる砂礫海岸を  

へて大崩海岸に至る．大井川からの供給  

土砂で形成されたのは，坂井地先付近の  

岩石海岸から大崩海岸までの領域で，坂  

井地先から御前崎の領域では萩間川から  

の供給土砂の影響が大きいと考えられる．   

坂井地先付近の岩石海岸から大崩海岸  

までの領域への波浪の入射方向はSE方  

向であり，沿岸漂砂の．卓越方向は大井川  

河口北側では北向き，南側では南向きと  

されている（宇多・山本，1991）．すなわ ー20m  

ち，大崩海岸から御前崎までの領域は，  

坂井地先を沿岸方向境界として2つの漂  
国2．13 駿河海岸の位置する漂砂系  

砂系に分けられ，駿河海岸は坂井地先と大崩海岸を沿岸方向境界とする漂砂系の北側に位  

置し，駿河海岸における沿岸漂砂の卓越方向は北向きと言える．   

皆生海岸は鳥取県の日本海に面した鳥取沿岸に位置する砂質海岸であり，改正「海岸法」  

の沿岸区分（図2．3）では，鳥取沿岸は兵庫県界を起点にして島根県界を終点としている．  

中国地方土木地質図（中国地方土木地質図編纂委員会，1984）によれば，この沿岸には千  

代川，天神川，日野川が流入するとともに，大山系火山岩類の火山砕屑物が海に而してい  

る場所もあり，それぞれに海浜地形を形成している．皆生海岸は，中国地方土木地質図（中  

国地方土木地質図編纂委員会，1984）をもとに作成した国2．14に示すように，東側を大山  

のすそ野で，西側を岩石海岸である島根半島で区切られた弓ヶ浜の一部をなす．   

弓ヶ浜では美保湾の北東側が開けており，島根半島の影響でm方向からの波浪が入  

射し，沿岸漂砂の卓越方向は西向きとされている（宇多ほか，1988）．そして，弓ヶ浜に  

は3つの浜壕があり，中海側から順に内浜，中浜，外浜と呼ばれ，とくに外浜の形成には  

日野川流域で行われた奈良時代以降の鉄穴流しによる廃土が寄与しているとされている  

（貞方，1991）．以上のことから，皆生海岸は大山のすそ野の西端に位置する平田地先と  
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図2．14 皆生海岸の位置する漂砂系  

その他（岩石など）  

国2．15 高知海岸の位置する漂砂系   

島根半島を沿岸方向境界とし，日野川からの供給土砂で形成された，西向きの沿岸漂砂が  

卓越する漂砂系に位置することになる．   

高知海岸は高知県の太平洋に画した土佐湾沿岸に位置する砂礫海岸であり，改正「海岸  

法」では，土佐湾沿岸は室戸岬を起点にして足摺岬を終点としている（図2．3）．四国地  

方土木地質図（四国地方土木地質図編纂委員会，1998）によれば，おもな砂礫浜は手結岬  

から萩岬の領域に存在する（図2．15）．この缶域には物部川と仁淀川が流入しており，沿  

岸方向境界が手結岬，桂浜，萩岬と明確で2つの漂砂系に区分でき，高知海岸は桂浜と萩  

岬の問に位置する．また，これらの漂砂系では台風の進路によって海浜地形の変化パター  
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ンが異なる（宇多，1997）ので，沿岸漂砂  

の卓越方向を一義的に決めることは難し  

い．   

宮崎海岸は宮崎県の太平洋に画した日向  

灘沿岸に位置する砂質海岸であり，図2．3  

に示した改正「海岸法」の沿岸区分では，  

日向灘沿岸は大分県界を起点にして鹿児島  

県界を終点としている．九州地方土木地質  

図（九州地方土木地質図編纂委員会，1卵5）  

によれば，北側の大分県界から耳川までは  

ほとんどが岩石海岸で，南側の青島から鹿  

児島県界までの間も岩石海岸である．そこ  

で，耳川から青島までの領域を，九州地方  

土木地質図（九州地方土木地質図編纂委員  

会，1985）をもとに，砂礫浜と海岸段丘や  

岩石からなる地形に区別して図2．16に示  

す．   

耳川北側の岬は岩石の岬であるが，その  

南側には海岸段丘が小丸川付近まで連な  

り，海岸段丘の海側には砂礫浜が細長くつ  

づく．小丸川から南側では一ツ瀬川と大淀  

川が流入し，広い砂質海岸となり青島へと  

至る．大淀川河口の北側に位置する宮崎港  

の波浪観測によればESE方向の波浪の入  

臣詔その他債石など）  

国2．16 宮崎海岸の位置する漂砂系  

射頻度が高く，北向きの沿岸漂砂がやや卓越するとされている（字多ほか，1992）．耳川  

から青島までの領域に分布する土砂の岩石種や鉱物組成から2つの漂砂系にわけることが  

できると考えられるが，その境は明確ではなく詳細な底質特性の調査が必要とされる．し  

かし，海浜の幅と背後の海岸段丘との関係を考慮すれば耳川から小丸川付近と，小丸川付  

近から青島の2つの漂砂系に分けることができ，宮崎海岸は後者に位置すると言える．   

以上のように，沿岸域における地形・地質の特徴の判読から，対象とする領域を半固結  

堆積物からなる海岸段丘や岩石の岬と砂礫浜に区別し，海域における等深線や波浪の入射  

方向，および沿岸漂砂の方向などを考慮すれば，漂砂系の沿岸方向境界を設定できる．し  

かし，岩石の岬が突出していない場合や，海岸段丘自体が土砂の供給源となっている場合  

は，沿岸方向境界の設定が難しく，詳細な土砂の分布特性の調査が必要とされる．  

2．4 漂砂系における大局的な土砂の移動・堆積過程   

2．3節では我が国の代表的な侵食海岸である12の海岸を対象として，それらの海岸が位  

置する漂砂系における沿岸方向境界の設定を試みた▲ ここでは，そのうちの静岡・清水海  
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沿岸方向境界  三保松原漂砂系  沿岸方向境界  

図2．17 三保松原漂砂系における大局的な土砂の移動・堆積領域  

岸と皆生海岸が位置する漂砂系を事例として，漂砂系  

の概念にもとづいた海岸保全計画を立案するために必  

要とされる，土砂収支を調査・把握すべき領域につい  

て検討する．   

静岡・清水海岸は， 図2．12に示す安倍川の西側の  

大崩海岸と興津川東側の岩石海岸を沿岸方向境界とす  

る漂砂系（以下，三保松原津砂系）に位置する．この  

漂砂系は図2．17に示すように，沿岸漂砂の上手側（西  

側）から用宗漁港海岸，静岡・清水海岸，清水港海岸，  

興津漁港海岸にわけられており，それらの海岸を所管  

する各行政機関の方針により整備や保全が個別に行わ  

れてきた．   

しかし，流砂系における総合的な土砂管理を行うと  

ともに，改正「海岸法」の理念を実現する海岸保全を  

推進するためには，三保松原漂砂系全域の土砂収支を  

調査・把握するのが望ましい．ところが，実際に三保  

松原漂砂系全域の土砂収支を調査・把握することは，  

経済的にも時間的にも困難がともなう．したがって，  

海岸保全計画を早急に立案するためには，漂砂系の概  

念にもとづいた土砂収支を調査・把握すべき領域を設  

定する必要がある．   

そこで，三保松原の形成過程にもとづき，安倍川か  

ら供給された土砂が移動・堆積する領域について考察  

し，その領域の設定を試みた．三保松原の形成過程は  

中山（1983）を参考にすれば，数千年前には国2．18（a）の  

破線で示したような扇状地状に海側に突出しており，  

その後に波浪の作用で土砂が東側に運ばれて，それが  

海底谷に堆積して釣状砂囁が形成されはじめたと考え  

波の入射方向   

0 2 4km l し 」  

ナ  

浪の入射方向   

興津川  

ーー ーーーーーーー′  

0 2 4k汀I L  ＝  

′  

波の入射方向  

・ 

＼・◆  
手km  

波の入射方向  

図2．18 三保松原の形成過程   
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られる・そして海水面の変動にともない，図2．18（b）に破線で示した第1の鈎状砂囁から  

第2の釣状砂囁が分岐したと推定される．さらに，第2の釣状砂囁が十分発達した後に，  

第3の鈎状砂囁が分岐・発達して（図2．18（c）），図2．18（d）に示すような現状の3つの先  

端をもつ釣状分岐砂囁になったと考えられる．その結果，波浪の作用で侵食された海域に  

は過去の海岸線形状を推定させる－50～－10mの等深線形状が残されていると考える．  

なお，図2・18（d）に実線で示した三保松原の形状は，「大日本沿海実測図一伊能中図－」（日  

本国際地図学会，1993）をもとにした．   

以上の三保松原の形成過程によれば，安倍川から供給された土砂は沿岸漂砂によって東  

側に運ばれそれが海底谷に堆積して釣状分岐砂囁が形成されたことになる．したがって，  

安倍川の土砂は興津川付近までは運ばれていないか，運ばれていてもごくわずかであると  

推定される・つまり，図2・17に示した三保松原漂砂系において，安倍川から供給された土  

砂が移動・堆積しているのは，用宗漁港海岸から清水港海岸の領域で，興津漁港海岸と清  

水港海岸の一部は興津川からの供給土砂で形成されたと考えられる．以上のことから，安  

倍川を供給源とする土砂の海域における運動領域は，図2．17に示した三保松原漂砂系の全  

域ではなく，用宗漁港海岸から清水港海岸に至る領域と言え，この領域（海底谷を含む）  

における土砂収支の調査・把握のみでも，漂砂系の概念にもとづいた海岸保全が計画・推  

進できることになる．  

図2．19 弓ヶ浜漂砂系における大局的な土砂の移動・堆積領域  

次に，皆生海岸の位置する大山のすそ野の西端にある平田地先と島根半島を沿岸方向境  

界とする漂砂系（以下，弓ヶ浜漂砂系）に創ナる土砂の移動・堆積過程を大局的に推定す  

る．弓ヶ浜漂砂系は，図2．19に示すように沿岸漂砂の上手側（東側）から漁港区域，海岸  

保全区域，港湾区域に指定されており，それらの区域を所管する行政機関により整備や保  
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全が個別に行われてきた．   

弓ヶ浜の形成過程は，建設省中国地方建設  

局倉吉工事事務所（1994）を参考にすれば，  

図2．20のようになる．約6000年前の縄文海  

進以前には日野川から島根半島にのびる砂囁  

波の入射方   

〆  

が形成されており，それが縄文海進で海水面 中海  

下に残されて図2．20（a）に破線で示す海底平  

坦面となった．その後に海水面がはぼ一定に  

なると，日野川から供給された土砂が海底平  

坦面上に急速に堆積して単純砂囁が島根半島  

に向かってのびた（図2．20（b））．単純砂囁  

は日野川から供給された土砂によりさらに発  

達し，図2．20（c）のように島根半島まで達し  

てほぼ安定な形状となった．   

そして，奈良時代以降の日野川流域におけ  

る鉄穴流しにともなう廃土が日野川から大量  

に流出して，日野川河口部から島根半島まで  

にかけて堆積し，図2．20（d）のように外浜が  

形成された．その後，大正末期以降に日野川  

流域における鉄穴流しがほとんど行われなく  

なると，大量の土砂の堆積で突出していた日  

波の入射方向 N  

／キ  

野川河口部から海岸侵食が生じはじめた．な 中海  

お，図2．20（d）に実線で示した弓ヶ浜の形状  

は，「大日本沿海実測図一伊能中図－」（日  

本国際地図学会，1993）をもとにした．   

以上の弓ヶ浜の形成過程によれば，日野川  

から供給された土砂は沿岸漂砂によって西側  

に運ばれ，単純砂囁が形成されて島根半島ま  

で達したことになる．したがって，図2．19の  

波の入射方向 N  

／キ  

弓ヶ浜漂砂系の全域で日野川から供給された 中海  

土砂が移動・堆積していると考えられる．つ  

まり，日野川を供給源とする土砂の海域にお  

ける運動領域は平田地先から島根半島までと  
図2．20 弓ヶ浜の形成過程  

言え，弓ヶ浜漂砂系全域の土砂収支を調査・  

把握しなければ，漂砂系の概念にもとづいた海岸保全が計画・推進できないことになる．   

ここで，三保松原と弓ヶ浜の形成過程における沿岸漂砂下手側の地形に着目すると，前  

者では土砂が深海まで堆積する海底谷が存在し，後者では沿岸漂砂を阻止する岬が存在す  

ることに気づく．2．3節で確定した各漂砂系における岬と海底谷の有無を調べると，沿岸  

一27－   



漂砂下手側に岬が存在するのは三沢  

海岸，石巻海岸，九十九里海岸，新  

潟海岸，石川海岸，富士・蒲原海岸，  

皆生海岸，高知海岸，宮崎海岸が位  

置する9つの漂砂系である．一方，  

沿岸漂砂下手側に海底谷が存在する  

のは下新川海岸，静岡・清水海岸の  

位置する2つの漂砂系である．また，  

大井川から供給された土砂が移動・  

堆積している漂砂系では，大井川河  

口北側の沿岸漂砂下手側に海底谷が  

存在し，河口南側の沿岸漂砂下手側  

に岬が存在することになる．   

以上のように，沿岸漂砂下手側の  

地形に着目すると，漂砂系は国2．21  

に示すような2つに大別できること  

になる．なお，沿岸漂砂上手側には  

ほとんどの場合において岬が存在す  

るので，沿岸漂砂下手側に岬が存在  

する漂砂系を岬・岬型漂砂系，沿岸  

沿岸漂砂  

コト、＿、  

河川   

岬・岬型漂砂系  

／  沿岸漂砂  

ナ‾－  ／  
海底谷  ノ  

岬・海底谷型漂砂系   

図2．21漂砂系の沿岸漂砂下手側の地形から  

大別される2つの漂砂系  

漂砂下手側に海底谷が存在する漂砂系を岬・海底谷漂砂系と呼ぶことにする．このように  

大局的な土砂の移動・堆積過程から漂砂系を大別すると，岬・岬型漂砂系ではほぼ全域で  

土砂収支を調査・把握する必要があり，岬・海底谷型漂砂系では海底谷までの領域で土砂  

収支を調査・把握すればよいと言える．  

2．5 まとめ   

ここでは，1）沿岸方向には沿岸漂砂の連続する区間の，2）岸沖方向には砂丘の陸端から  

海底の漂砂の移動限界水深までの範囲で，3）分布する土砂の岩石種や鉱物組成が類似な区  

間的領域を，漂砂系の概念として明確に示した．そして，沿岸域における地形・地質の特  

徴の判読から，対象とする領域を半団結堆積物からなる海岸段丘や岩石の岬と砂礫浜に区  

別し，海域における等深線や波浪の入射方向，および沿岸漂砂の方向などを考慮して，漂  

砂系の沿岸方向境界を設定する手法を示した．さらに，漂砂系における海浜地形の形成過  

程にもとづく大局的な土砂の移動・堆積過程から，沿岸漂砂下手側の地形に着目し，そこ  

に岬が存在する漂砂系を岬・岬型漂砂系，海底谷が存在する漂砂系を岬・海底谷漂砂系に  

大別した．   

今後は，ここで明確にした漂砂系の概念にもとづき，漂砂系の沿岸方向境界を適切に設  

定し，漂砂系を岬・岬型漂砂系と岬・海底谷漂砂系に大別するとともに，それらの漂砂系  

に応じた海岸保全を計画しなければならないと考える．例えば，岬・岬型漂砂系では，河  
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川からの供給土砂量の変化に応じて，流域で確保した土砂を投入する養浜や，堆積域から  

侵食域に人工的に土砂を移動させる海岸保全を行うのが望ましい．また，岬・海底谷型漂  

砂系では，海底谷から深海への土砂堆積が漂砂系からの土砂流出を意味することから，土  

砂の流出対策と流入河川からの人工的な土砂供給の組み合わせによる海岸保全が必要とさ  

れる．   

そして，土砂を人工的に投入する海岸保全を行う場合には，漂砂系における土砂の質を  

変えることなく，海浜地形の安定化を図らなければならない．なぜならば，生態系に対し  

ては土砂の粒径が支配的な要因であるので，対象とする漂砂系に分布する土砂と異質な材  

料を海岸保全に用いると，海岸環境を変化（悪化）させることになるからである．このよ  

うなことからも，市町村界や県境などの行政・省庁所管から決定されている区域を大きく  

越える領域（すなわち，漂砂系）を設定し，その領域での土砂収支を調査・把握して，各  

事業の見直しと整合を図りつつ，流域と河口域および漂砂系での土砂の流れを確保した海  

岸保全を進める必要がある．  
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第3章 岸沖漂砂にともなう海浜断面形の変化過程  

3．1概要   

第2章で明確にした漂砂系の概念にもとづき，海岸保全の対象とする海岸において，土  

砂の運動領域の沖側境界を漂砂の移動限界で与えようとする場合，その算定に用いる波浪  

や底質粒径および海底勾配などの選択に課題がある．例えば，高潮対策の計画波浪を用い  

た場合は漂砂の移動限界水深が数十mとなり，通年での平均波浪を用いた場合は漂砂の  

移動限界水深が数mとなる海岸が多い．そして，どの漂砂の移動限界水深を漂砂系の沖  

側境界の指標にすべきかはまだ示されていない．また，波浪の作用によって有意な変化が  

生じる水深と，漂砂の移動限界水深との関係も明確にされていない．   

つまり，波浪の作用による土砂の移動・堆積過程がまだ解明されておらず，海岸保全施  

設としての「砂浜」の安定性（海岸保全区域から土砂の流出）に関する評価と，漂砂系の  

沖側境界の設定ができない状況にある．そこで，海岸保全施設としての「砂浜」の安定性  

を評価するための知見を得ることと，漂砂系の沖側境界を設定する指標の提案を目的とし，  

単一波浪の作用による，岸沖漂砂にともなう海浜断面形の変化過程を検討した．   

まず，改正「海岸法」に記述されている海岸保全区域の沖側境界の設定手法について，  

皆生海岸での海浜断面形の変化過程にもとづき検討した．そして，海岸保全区域の沖側境  

界を干潮位汀線から沖側50mとする設定手法には意味がなく，海浜断面形の変化過程の  

把握が重要であることを指摘した．   

次に，大型水路を用いた海浜断面形の変化過程に関する実験を行い，Sunamura and  

Hodbwa（1974）の変化タイプの分類指標であるC値を再評価するとともに，砕波現象（砕  

波波高と砕波形態）および底質の沈降速度に着目して，海浜断面形の変化タイプの分類を  

試みた．そして，砕波形態を判別するサーフ・シミラリテイ・パラメータ（∈ b）と，砕 J  

波波高と底質の沈降速度の関係を示すフルードタイプ・ナンバー（抗）からなる指標で，  

海浜断面形の変化を分類整理できることを明らかにした．すなわち，海岸保全施設として  

の「砂浜」の安定性を評価するための知見を得ることができた．   

さらに，単一波浪の作用後における海浜断面形の諸元を読みとり，漂砂系の沖側境界を  

設定するために重要と考えられる海浜断面形の変化限界水深（揖 と，海底勾配と波形勾  

配から算定される砕波地点の波高（性）の関係を調べた．それにより，海浜断面形の変化  

のタイプによらず，海浜断面形の変化限界水深（br）と砕波地点の波高（Hr）に相関があ  

ることを明らかにし，漂砂系の沖側境界の設定に関わる指標を提案した．  

3．2 海岸保全区域の沖側境界と海浜断面形の変化過程   

改正「海岸法」の理念から海岸侵食対策を立案する場合には，第2章の図2．2に示した  

漂砂系の概念にもとづき，海岸保全区域の沿岸方向および岸沖方向の境界を設定して土砂  

収支を調査・把握することが望まれる．しかし，現実的には海岸保全区域を漂砂系全体に  

設定することは困難であり，第2章の図2．1に示した範囲を海岸保全区域として計画が立  

案される場合が多い．とくに，海岸保全区域の沖側境界を大水深まで設定することは，船  
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図3．1皆生海岸における海岸保全施設の整備状況   

舶の航行上の安全性や漁業などの社会的情勢および確済性から難しく，小水探の地点に設  

定せざるを得ないのが現状である．   

これは，改正された「海岸法」においても，原則として，干潮位汀線から50m沖側ま  

での範囲を海岸保全区域として設定することになっているからである．この原則には海岸  

工学的な意味はほとんどなく，波浪の作用による海浜断面形の変化限界水深にもとづき，  

海岸保全区域の沖側境界を設定するのが望ましいことを示す必要がある．そこで，皆生海  

岸を例にして，海岸保全区域の沖側境界と海浜断面形の変化過程の関係について検討し，  

現状における海岸保全区域の設定手法の問題点を指摘する．   

日本海に画する皆生海岸（国2．4参照）では，朔望平均満潮位はT．P十0．364m，朔望平  

均干潮位はT．P．－0．056m，計画波高はHo＝6．34m，計画周期はT＝10．4s，および汀線付  

近の底質の平均粒径はdm＝＝0．7mとされている．また，宇多ほか（1988＝ま皆生海岸の海  

浜地形の変化に関する数値計算を行い，海浜断面形の変化の限界水深は，秋期～冬期の平  

均的な波浪（H＝1．02m，T＝7．4s）で与えられるとしている．皆生海岸全域で底質の平  

均粒径がd。＝0．7mmと同一と仮定すると，佐藤・田中の完全移動限界水深（例えば，堀  

川，1991，p・249）は計画波浪でh叩＝31．7m，秋期～冬期の平均的な波浪でh＝3．3mと  

算出される．   

皆生海岸で定期的に行われている深浅測量から得られた，海岸保全施設の整備されてい  

ない測線No．60（図3．1参照）の1995年7月～1997年7月の海浜断面形の変化を図3．2に  

示す．1995年7月にはY＝220m付近にバーが形成されていたが，1996年1月にはその  

岸側が洗掘されてバーが沖側に移動した．その後の1996年7月には沖側のバーは消滅し，  

洗推されたY＝140～220mが埋め戻さゎた．さらに，1997年3月にはY＝220mよりも  

沖側が深くなり，Y＝100～200mに規模の大きいバーが形成されたが，1997年7月には  

そのバーから土砂が岸側と沖側に運び去られたような海浜断面形となった．   
以上のように，皆生海岸では海浜断面形の季節変動が見られる．ここで，海岸保全区域  

の沖側境界を干潮位汀線から50m沖側（図3．2参照）に設定したと仮定する．改正された  

「海岸法」においても，原則としては，この海岸保全区域の境界より岸側を管理すること  

になり，通常は汀線位置を指標としてその後退量の大小により侵食対策が計画される．し  

かし，実際には図3．2に示すように海岸保全区域より沖側にバーが形成され，それが岸沖  

ー32－   



方向に移動しており，土砂の移動は海岸保全  

区域の沖側でも活発に生じている．つまり，  

干潮位汀線から 50m沖側までの範囲を海岸  

保全区域としても，流砂系における総合的な  

土砂管理という観点からは意味がないことに  

なる．   

したがって，海岸保全区域の沖側境界を流  

砂系における総合的な土砂管理の観点から設  

定する必要があるが，それに関する指標はま  

だ提案されていない．ところで，図3．2にお  

いて，バーの形成と消滅が生じているのは約  

Z＝－4．Om以浅であり，海浜断面形の変化  

が収束している水深はほぼZ＝－8．Om以浅  

である．また，宇多（1997）によれば，皆生海  

岸における有意な地形変化の限界水深はZ   

－ 8mとされている．漂砂系の概念にもと  

づき，海岸保全区域の沖側境界を佐藤・田中  

の完全移動限界水深で与えるとすれば，前述  

0  100  200  300  400  500  600  

Y（m）   

図3．2 皆生海岸の測線No．60における  

海浜断面形の変化  

したように計画波浪ではZ＝柵31．7m，秋期～冬 堆横型  

期の平均的な波浪ではZ＝－3．3mとなる．   

すなわち，海浜断面形の変化過程から得られる  

変化限界水深に比較して，計画波浪で設定した沖  

側境界はかなり深くなり，平均的な波浪で設定し  

たそれは浅くなる．したがって，漂砂の移動限界  

水深を指標として海岸保全区域の沖側境界を設定  

することには，波浪や底質粒径などの選択に課題  

が残されていることになる．以上のことから，海  

浜断面形の変化過程を十分に把握し，漂砂の移動  

限界水深との関係を明らかにすることが重要と言  

える．   

海浜断面形の変化過程については，Sunamuraand  

Ho血awa（1974）の研究があげられ，単一波浪の作  

用による海浜断面形の変化が図3．3のように分類さ  

れている．堆積型の海浜断面形の変化では，砕波  

帯から汀線付近までが侵食され，底質が前浜へう  

ちあげられてパームを形成する．中間型の海浜断  

面形の変化では，砕波帯内から汀線付近が侵食さ  

れ，底質が前浜にうちあげられパームを形成する  
図3．3 海浜断面形の変化タイプ   
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とともに，沖合にも底質が運ばれてバーを形成する．侵食型の海浜断面形の変化では，前  

浜から砕波帯内が大きく侵食され，底質が沖合に運ばれてバーを形成する．   

この単一波浪の作用による海浜断面形の変化を予測できれば，改正「海岸睦」の理念の  

実現に必要とされる，海岸保全施設としての「砂浜」の安定性を評価できる可能性がある．  

また，これらの海浜断面形の変化のタイプ毎に，波浪の諸元とパーム高さ（Bh）および海  

浜断面形の変化限界水深（br）の関係を明らかにすれば，流砂系における総合的な土砂管  

理の観点からの海岸保全区域（言い換えれば，漂砂系）の岸沖方向境界を設定できると考  

えられる．  

3．3 海浜断面形の変化過程に関する実験  

1．2節では，海岸保全施設としての「砂浜」の安定性を評価し，漂砂系の岸沖方向境界  

を設定するためには，単一波浪の作用による海浜断面形の変化過程の把握とそのタイプ分  

類，および海浜断面形の諸元の予測が重要であることを指摘した．これらに関しては，い  

くつかの研究が行われているが，小規模の水路を用いた実験が多く，波高と底質粒径の関  

係から現地への通用性が疑問視される場合がある．そこで，水深を比較的に深くとれる規  

模の大きな水路を用いて，表3．1に示すように波高・周期，海浜の初期勾配，底質の中央  

粒径を変えて，海浜断面形の変化過程に関する実験を行った．  

表3．1単一波浪の作用による海浜断面形の変化に関する実験の諸条件  

作用時間  水深  波 高  周 期  初期勾配  中央粒径  表層移動限界  完全移動限界  備 考  

No．                        （hr）  h（m】  Ho（m）  T（s）  tan β  d50（m）  水深 h。S（m）  水深 h。。Im）  

1．6   0．14  1．4  0．100  0．0040   0．21   0．07   規則波   

0．7                  2．0   0．15  1暮8  0、10（）  0．0040   0．26   0．08   均一砂   

3．4  0．用  3．1  0．100  0．0040   0．61   0．20   
4  1．6   0．15  1．4  0，100  0．0010   0．36   0．13   

0．7                2．0   8．15  1．8  0．100  0．00川   0．50   0．17   
3．4  0．21  3．1  0，100  0．0010   1．31   0．44   
2．3   0．14  1．4  0．100  0．0003   0．55   0．21   
0．7                3．0   0．14  1．8  0．100  0．0003   0．72   0．26   
0．4  0．15  3．1  D．100  D．ODO3   1. 45 0. 49 
4．0   0．30  3．0  0．188  0．0003   1．87   0．66   
4．0  0．54  3．0  0．100  0．00D3   3．22   1．34   
4．8  4．0  4．02   1．50   
4．0  0．72  4，0  0．100  0．0003   5．79   2．43   

14  21．0   0．30  4，4  0．180  0．0003   3．10   1．05   
3．0                21．0   0．32  4．4  0．058  0．0003   3．34   1、14   
21．0  0．30  4．4  0．033  0．0003   3．川   1．05   

17  8．0   0．42  3．3  8．050  0．0016   l   0．55   規則波   

四  1．59   0．59   鞄  8．0   0．51  2．5  0．050  0．0016      混合砂  
18．0  0．25  2．2  0．050  0．0803   1．22   8．45   不規則波   

匪  18．8   0．39  2．6  0．050  D．0003   乙15   0．85   均一砂  

海浜断面形の変化過程に関する実験では，底質の移動限界水深と静水面から水路底面ま  

での水深との関係が重要であり，前者より後者が深いことが望ましいと考える．表3．1に  

は佐藤・田中の式（例えば，堀川，1991，p．249）を用いて，波高，周期，底質の中央粒  

径をパラメータとして底質の表層移動限界水深（b闇）と完全移動限界水深（h。）を求めて  

示した．表層移動限界水深（b。S）は実験No恩，No恩，No．9，No．12～16で静水面水深よ  
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り深くなっているが，完全移動限界水深（b。p）  

はすべての実験で静水面水深より浅いことか  

ら，海浜断面形の変化過程への水路底面の影  

響は小さいと判断した．また，波浪の作用時 －0．2  

間内で海浜断面形の変化が収束しているか否  0．2  

かについては確認がとれておらず，海浜断面 
Z（m）0  

形の変化過程と波浪の作用時間との関係（移 ‾0・2  

動床模型実験における時間スケールの相似  
0・2  

0   

－0．2   

－0．4   

－0．6  

則）を明らかにすることが，今後の検討課題  

としてあげられる．   

まず，3種類の中央粒径の底質を用いて製  

作した一様勾配斜面の海浜地形に，波高と周  

期を変えて作用させた実験No．1～9の結果  

を図3．4～図3．6に示す．この場合，一様勾配  

斜面の初期勾配はtanβ＝1／10とした．底質  

の中央粒径がd5。＝4．Ommの実験No．1～3  

では，いずれも砕波帯内が侵食され，汀線付  

近に底質が堆積してバ｝ムが形成される堆積  

型の海浜断面形の変化となった（図3．4）．  

形成されたパームの規模と海浜断面形の変化  

が生じる沖側の限界水深（†印）は，波高を  

ほぼ一定とした場合，周期が長くなるほど大  

きくなることがわかる．   

底質の中央粒径がd5。＝1．Ommの場合に  

は，周期が短い実験No．4では砕波帯内が侵  

食され汀線付近と沖合に底質が堆積し，中間  

型の海浜断面形の変化となった（図3．5）．  

ー3  O  Y（m）  

図3．4 実験結果l  
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図3．5 実験結果Il  

一方，周期を長くした実験No．5，6では砕波布内が侵食され，汀線付近に底質が堆積して  

パームが形成された．   

底質の中央粒径が血0＝0．3Ⅱ1mの場合には，実験No．7，8では波打ち帯から砕波帯内が  

侵食されるとともに，底質が沖合に堆積してバーが形成される侵食型の海浜断面形の変化  

となった（国3．6）．また，実験No．9では砕波帯内が侵食され，汀線付近と沖合に底質が  

堆積する中間型の海浜断面形の変化となった．   

底質の中央粒径の影響は，ほぼ同じ波浪条件である実験No．1，4，7で，堆積型，中間  

型，侵食型の海浜断面形の変化となったことに見られる．同じように実験No．2，5，8と，  

実験No．3，6，9の比較でも底質の中央粒径が小さくなると，堆積型から侵食型の海浜断  

面形の変化に移行することがわかる．また，波高をほぼ一定とした場合，周期が長くなる  

と堆積型の海浜断面形の変化が生じやすくなる傾向にある．  
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図3．7 実験結果IV  

図3．6 実験結果‖  

次に，底質の中央粒径を実験No．7～9と  

同じd50＝0．3mmにし，波高と周期を大きく  

した場合の結果を図3．7に示す．実験No．10  
∴∇【＿  

～13では，いずれの場合も波打ち帯から砕 Z（m）0  

波帯内が侵食され，沖合に底質が堆積してバ ‾0・5  

－が形成される侵食型の海浜断面形の変化が －1．0  

生じた・周期が同じである実験No．9，10，11＿1．5  

を比較すると，波高が大きくなるにしたがい  

中間型から侵食型の海浜断面形の変化に移行 0．5  

10  15  －5  0  

し，バーの規模は波高が大きくなることがわ  
Z（m）0  

かる．波高がほぼ同じで，周期が異なる実験  
－D．5  

No．11，12を比較すると，周期が長い場合に  

はバーの規模は小さくなる傾向にあることが  
‾1■0  

－1．5  読みとれる．   

底質の中央粒径をd5。＝0．3Ⅱ皿とし，一様  

勾配斜面の初期勾配をtanβ＝1／10，tanβ  

＝1／20，也nβ＝1／30と変えた場合の海浜断  

面形の変化を図3．8に示す．初期勾配がtan β  

＝1／10の実験No．14は，前浜から砕波帯内  

が侵食され，沖合にバーが形成される侵食型  

の海浜断面形の変化となった．初期勾配が  

tanβ＝1／20の実験No．15では，前浜にパー  

ムが形成され，汀線付近が侵食，その沖合に  

バーが形成された．初期勾配がtanβ＝1／30   
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の実験No．16でも実験No．15と同じような中  

間型の海浜断面形の変化となった．この場合  

は，形成されたバーの規模は実験No．15とほ  

ぼ同じであったが，前浜に形成されたパーム  

の規模はやや大きくなり，堆積傾向が強くな  

った．実験No．14，15，16の比較から波浪条  

件が同じ場合では，一様勾配斜面の初期勾配  

（tan β）が綬くなるにしたがい，侵食型か  

ら中間型（または，堆積型）の海浜断面形の  

変化に移行することがわかる．   

一様勾配斜面の初期勾配をtanβ＝1／20と  

して，中央粒径血0＝1．6mm，ふるい分け係   

0．5  

0  

－0．5   

Z（m）0   

－0．5   

－1．0   

－1．5  

30  40  0  10  

図3．9 実験結果Vl  

数So＝3．1の混合粒径底質を用いた実験結果 ＿0．5  

を国3．9に示す．ここで，ふるい分け係数はS。  

＝（d75仏5）1乃で定義される．実験No．17では堆  

積型の海浜断面形の変化が生じ，形成された  

Z（m）0   

－0．5  

パームは鉛直上方になだらかな凸な形状であ ‾1・0  

り，実験No．2，3，6の鉛直上方に尖角的な －1．5  

形状のパームとは異なる．これは，混合粒径 －2．0  

底質を用いた実験の海浜断面形の変化の一つ  

の特性と言える．実験No．17よりも波高を大  

きく，周期を短くした波浪を作用させた実験  

10 Y（m） 20   30   40  ー7   0  

図3．川 実験結果VIl  

No．18では，前浜にパームが形成され，砕波帯内と沖合が侵食され，その中間にバーが形  

成される中間型の変化となった．また，形成されたバーの形状は実験No．11，12，13に比  

較すると尖角的であることが特徴としてあげられる．   

不規則波の作用による海浜断面形の変化についての実験は，一様勾配斜面の初期勾配を  

tanβ＝1／20とし，中央粒径d，。＝0．3mmの均一砂を用いて行った．実験No．19では，汀  

線から砕波帯内が侵食され，前浜にパームが，沖側にバーが形成される中間型の変化が生  

じた（図3．10）．実験No．19よりも波高と周期を大きくした実験No．20では，前浜から砕  

波布内が侵食され，沖側に底質が堆積してバーが形成される侵食型の変化となった．初期  

勾配がtmβ＝1／20で規則波を作用させた実験No．15（No．17，18）では，バーの沖合で侵  

食が生じていたが，同じ初期勾配で不規則波を作用させた実験No．19，20ではバーの沖側  

では変形は生じていないことが指摘される．   

以上の実験における波浪作用後の海浜断面形から，変化タイプと汀線付近の前浜勾配  

（t皿 α），パーム高さ（駄），トラフ水深（h）とバー水深（b。），および海浜断面形の変  

化限界水深（b）を図3，3にもとづき読みとった（表3．2）．   

表3．2によれば，底質の粒径が大きく，周期が長いほど，パームの形成が著しい堆積型  

の海浜断面形の変化が生じることがわかる．また，同じ粒径の底質の場合は，波高が大き  
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いほど侵食型の海浜断面形の変化となり，バーの発達が顕著である．さらに，一様勾配斜  

面の初期勾配が緩いと底質の粒径が小さくても中間型の海浜断面形の変化が生じ，初期勾  

配が急になるほど侵食型の海浜断面形の変化が生じることもわかる．  

表3．2 単一波浪の作用で形成された海浜断面形の各諸元  
作用時間  水深  波 高  周 期  初期勾配  粒径  海浜変形  パーム高さ  トラフ水深  バー水深  前浜勾配  変化水深   

他  （hr）  h（m）  Ho（m）  T（s）  tan β  d50（m）  のタイプ  Bh（m）   ht仙  h。仙  tan α  hf（m）   
1．6   0．14  1．4■  0．108  0．0040  堆横型  0．11  0．187  0．25   
0．7                        2．0   0．15  1．8  0．100  0．0040  堆積型  0．17  0．238  0．25   
3．4  0．18  3．1  0．100  0．0040  堆積型  0．33  0．288  0．47   

4  1．6   0．15  1．4  0．108  0．0馴0  中間型  8．07   0．17   0．09  0．140  8．34   
0．7                      E  2．0   0．15  1．8  0．100  0．0018  堆棟型  0．13  0．189  0．40   

3．4  0．21  3．1  0．108  0．0010  堆積型  0．40  0．272  0．46   
2．3   0．14  1，4  0．100  8．0003  侵食型  0．19   0．10  0．152  0．39   
D．7                        3．0   0．14  1．8  0．100  0．0003  侵食型  0．16   0．09  0．138  8．68   
0．4  0．15  3．1  0．川0  0．0003  中間型  0．17   0．13   0．12  0．114  0．42   

10  4．8   8．30  3，0  0．108  0．0803  侵食型  0．31   8，19  0．895  0．50   
4．0  0．54  3．0  0．川0  0．0003  侵食型  0．81   0．44  0．116  †．23   
4．0  4．0  － 0．59   0．36  0．086  1．18   

0．76  0．100  2．23   担  4．0   0．72  4．0  0．川0  0．0003  侵食型    1．22  
14  21．0   0．30  4．4  0．100  0．0003  侵食型  0．44   0．32  0．100  1．38   
3．0                      岨  21．0   0．32  4．4  0．050  0．0003  中間型  0．20   0．43   0．21  0．102  1．27   
匹  21．0   0．30  4．4  0，033  0．0003  中間型  0．18  0．59  0．29  0．099  1．23   
17  8．¢   0．42  3．3  0．050  0．0016  堆枝型  0．13   0．46   0．30  0．082  1．18   

0．50   0．30  8．067  1．27   3．6                      匹  8．0   0．51  乙5  0．050  0．0016  中間型  0．12  
18．0  0．25  2．2  0．050  0．0003  中間型  0．32   0．41   0．38  0．062  0．68   
1臥8  0．39  2．6  0．050  0．0003  侵食型  0．78   軋52  0．056  1．22   

3．4 海浜断面形の変化の分類指標   

海岸保全施設としての「砂浜」の安定性を評価するためには，その海岸において波浪の  

作用で海浜断面形がどのように変化するか定性的に予測しておく必要がある．この海浜断  

面形の変化の予測は，Sunamura and Horikawa（1974）により提案された分類指標（C億）を  

用いれば可能とされている．しかし，実際に静穏波やうねり性波浪および暴浪波が来襲す  

る現地海岸で，それらの作用による海浜断面形の変化をC値で予測しようとする場合，  

実験室の開催と現地海岸の開催のどちらを用いるかで予測結果が変わってくることが問題  

点としてあげられる．そこで，3．3節で得られた実験結果をもとに，Sunam∬aandHorikawa  

（1974）による海浜断面形の変化の分類指標（C値）を再評価するとともに，砕波現象（砕  

波形態と砕渡波高）および底質の沈降速度に着目した新しい分類指標を検討する．  

川海浜断面形の変化に関する従来の分類指標   

SunaⅡ1∬a andHo血awa（1974）は海浜断面形全体の形状を3つのタイプに分類し，これら  

が式（3．1）中のC債で明瞭に区分できることを示している．  

d  

＝C（tanβ）‾ロー27（柵 ）0・釘  

Lo 

（3．1）  

ここに，・払：沖波波高（m），し：沖波波長（血，t弧β：初期海底勾配，d：底質粒径（m）  

である．Cは無次元定数であり，小規模の実験では堆積型の海浜断面形の変化はC＜4，  
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中間型の海浜断面形の変化は4≦c≦8，  

侵食型の海浜断面形の変化はC＞8の範  

囲で生じるとされている．また，現地海  

岸での汀線位置の後退と前進の閥値とし  

てC＝18が与えられている．   

ここで，式（3．1）により底質粒径（d）  

を中央粒径（血。）で与えて，表3．2に示  

した実験結果を分類すると図3．11となる．  

なお，不規則波を作用させた実験No．19，  

20では沖波波高として平均波（Hm）を用  

いた．図3．11では堆積型と侵食型の海浜  

断面形の変化は分類がほぼ可能であるが，  

0．ODOl  O．001  0．01  

匝∽βJ‾0・27rd5（ルげd7  

図3．11C値によるタイプ分類  

実験で中間型の海浜断面形の変化が生じた場合  

は，侵食型の海浜断面形の変化が生じる範囲に入る．   

これは，海浜断面形の変化の分類指標であるC値が，波高と底質粒径の比（H誼）の小さ  

い条件での実験をもとに検討されていることによる．その実験ではH誼＝50～380の範  

囲での海浜断面形の変化が扱われているが，表3．2に示した実験はH。仏。＝35～2400の  

範囲で行った．とくに，実験No．10～20はH。／d5。＝260～2400とSunamuraand Horikawa  

（1974）の実験よりほぼ1オーダー大きい条件であった．ここで，現地の砂質海岸における  

底質の中央粒径をd50＝0．3Ⅱ皿とし，波高H。＝6mの波浪が作用する場合を想定すると，  

HJ血0＝20000とさらに1オーダー大きくなる．すなわち，表3．2に示した実験結果は小規  

模実験と現地海岸の中間的な波高と底質粒径の比となる．   

また，表3．2によれば，波浪条件を一定とし勾配を変えた実験No．14，15，16において，  

一様勾配斜面の初期勾配が緩くなると，海浜断面形の変化は侵食型から堆積型へと移行す  

る傾向にあった．しかし，これらのデータは図3．11ではほぼ同じ位置に分布する．この原  

因は，式（3．1）では初期の海底勾配の影響を（tanβ）‾0・罰で考慮しているためと考えられる．   

以上のように若干の問題点は指摘されるものの，海浜断面形の変化はC値により侵食  

型と堆積型にほぼ分類できている．したがって，波高と底質粒径の比がHJ血。＝35～2400  

の範囲にあれば，C値による海浜断面形の変化の予測は実験室の閥値で可能であると言え  

る．  

（2）海浜断面形の変化に関する新しい分類指標   

海浜断面形の変化をC値で分類する場合には，波高と底質粒径の比と初期の海底勾配  

の影響が若干ではあるが問題となる．そこで，3．3節の実験結果をもとに，海浜断面形の  

変化に最も由係すると考えられる，砕波現象（砕波形態と砕波波高）と底質の沈降速度に  

着目して，新しい分類指標を検討する．X招じsほか（1991）は，現地の海浜における波浪作  

用後の汀線の前進・後退を実験室で提案されたいくつかのパラメータの関係により判定で  

きるとしている．そして，その中で底質の沈降速度と砕波形態に関連する式（3．2）のフル  

ードタイプ・ナンバー（Fb）と，式（3．3）のサーフ・シミラリテイ・パラメータ（∈b）も  

とりあげている．  
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Fも＝W／（g‡ir）0’5  

∈b＝tanβ（H誼』）‾0・5  

ここに，Hr：砕波地点の波高（m），g：重力加速度（血sり，W：底質の沈降速度（m／s）で  

ある．なお，砕波波高HfはSunamura and Horikawa（1974）により式（3．4）で与えることがで  

きる．  

Ho  ‾0・25  

－）  
Lo 

Hr  

＝（tanβ）0・2（  （3．4）  
Ho  

そこで，縦軸に∈bを，横軸にFbを初  

期勾配の1．5乗で除したパラメタをとっ  

た図3．12により，表3．2の実験結果の分類  

を試みた．なお，混合粒径底質を用いた 缶  
50  20  

10  

実験No．17，18，不規則波を作用させた  

実験No．19，20については図3．11の場合  

と同様にした．図3．12では，堆積型，中  
0・1  

間型，侵食型の海浜断面形の変化を良好  

に分類でき，大規模実験における海浜断  

面形の変化がサーフ・シミラリテイ・パ  

型
型
型
 
 

横
間
食
 
 

堆
中
侵
 
 
 

○
¢
●
 
 

1  

凡／（拍乃βJJ・5  

因3．12 新しい指標によるタイプ分類  

ラメ一夕とフルードタイプ・ナンバーによっても分類可能なことがわかる．   

ここで，図3．12の関係をもとにすれば，海浜断面形の変化を分類する指標を式（3▲5）の  

ように与えることができる．  

P＝（1／∈b）／（抗／tanβlj）  

＝tanβ0●5（g／L）0■5H√u  （3．5）  

これによれば，海浜断面形の変化タイプの堆積型はP＜1．0，中間型は1．0≦p≦1．9，侵  

食型はP＞1．9の範囲で生じたことになる．したがって，海浜断面形の変化の分類指標と  

して，砕波現象（砕波形態と砕渡波高）と底質の沈降速度に着目した式（3．5）が新しく提  

案できる．   

したがって，C値とP値を用いれば単一波浪の作用による海浜断面形の変化の予測が可  

能で，海岸保全施設としての「砂浜」の安定性を評価するための知見が得られたことにな  

る．  

3．5 波浪作用後の海浜断面形の諸元に関する予測指標   

漂砂系の岸沖方向の境界を設定するためには，波浪作用後の海浜断面形の諸元（とくに，  

パーム高さと海浜断面形の変化限界水深）を把握する必要がある．単一波浪の作用後にお  
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ける海浜断面形の諸元に関しては，前浜勾配（tanα）とパーム高さ（払），およびトラフ  

水深（hl）とバー水深（b⊂）の予測指標がSuna皿皿（1989）により提案されている．しかし，  

現地海岸における養浜形状の変化に適用すると，予測された前浜勾配やパーム高さが過小  

評価される場合がある．そこで，3．3節の実験結果（表3．2）をもとに，前浜勾配とパーム  

高さ，トラフ水深とバー水深に関するSunam∬a（1989）の予測指標を再評価するとともに，  

海浜断面形の変化限界水深に関する指標を検討する．  

川前浜勾配   

単一波浪の作用後における前浜勾配（tanα）  

に式（3．6）で算定される．  

は，Suna皿∬a（1989）によればⅩ値をもと  

tanα＝0．12Ⅹ．・‾0・お  （3．6）  

なお，K値は式（3．7）で与えられる．  

H㌔  

（3．7）  
gT2d   

ここに，T：波の周期（s）である．   

表3．2の波高，周期を用いて，波浪作用後の  

前浜勾配の実験値とパラメータ（0．12K‾0・び）  

を比較したのが図3．13である．規則波を作用  

させた場合は実験値とパラメータ（0．12K～0・ぴ）  

との相関が悪く，実験No．1～3，実験No．4～6，  

実験No．7～9と粒径毎に別々の傾向を示す．  

また，中央粒径が血。＝0．3Ⅱ皿で中間型または  

侵食型の海浜断面形の変化が生じた実験No．9  

～16でも，実験値はほぼ一定の値となってお  

り，パラメータ（0．12Ⅹ．‾Otぴ）との相関は悪く，  

式（3．6），式（3．7）からは単一波浪の作用後にお  

ける前浜勾配の算定は難しいと言える．   

そこで，波浪作用後の前浜勾配（tan α）と  

0．1  0．2  0．3   

0．12K‾025  

図3．13 K値と前浜勾配の関係  

サーフ・シミラリテイ・パラメータ（∈ b）およびフルードタイプ・ナンバー（軌）の関  

係を調べ，式（3．8）に示す関係を見いだした．  

tanα＝ほも・Fb）Oj  （3．8）   

実験値を縦軸にパラメータ（ほ b・Fb）0・5）を横軸にとった国3．14によれば，規則波，不  

規則波，底質の粒径にかかわらず両者の相関は，図3．13に比較してかなりよくなったこと  
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がわかる．また，不規則波の場合は平均波を用い  

て算定したが，実験値と算定値の相関はよく，デ  

ータ数が不足しているものの，単一波浪の作用後  

における前浜勾配は式（3．8）で算定できると言え  

る．  

（引パーム高さ   

単一波浪の作用後に形成されるパーム高さ（Bh）  

については，Sunamura（1989）により式（3．9）が提案  

されている．  

0．1  0．2  0．3  

（モ。F．．）い  
Bh＝0．125Hb5用（gT2）ユ′8  （3．9）   

図3．14 ほ。・Fb）0・5と前浜勾配との関係   

1．0  

0．8  

0．6  

丑h（m）  

0．4  

0．2  

0．0  

表3．2の波高，周期，海底勾配を用いて，パラメ  

ータ（0．125Hb5′8（gT2）3ノ8）を横軸に，パーム高さの  

実験値を縦軸にとって，両者の相関を調べたのが  

図3．15である．規則波を作用させたNo．1～6は実  

験値とパラメータ（0．125Hb5′8（gTZ）3′B）の相関はよ  

く，不規則波を作用させたNo．19でも実験値と平  

均波で求めたパラメータ（0．125Hb5用（gTりヨ′8）はほ  

ぼ一致する．一方，底質粒径がd5。＝0．3mのNo．9，  

No．15，No．16と混合粒径底質のNo．17，No．18につ  

いては実験値とパラメータ（0．125Hb5′8（gT2）ヨ躇）の  

相関がよくなく，パラメータ（0．125Hb5ノ＄（gT2）3用）  

の方が大きくなっている▲   

このことから，サーフ・シミラリテイ・パラメ  

ータ（∈ b）とフルードタイプ・ナンバー（抗），  

および実験におけるパーム高さとの関係を調べ式  

（3．10）を導出した．  

0．2  0．4  0．6  0．8   

0．1之5HbJ∴b（gTl＝  

1．0  0．0  

図3．15 0．125Hb5′8旭T2）3乃と  

パーム高さの関係   

0．5  

0．4  

0．3  

Bh（m）  

0．2  

0．1  

0．0  

Bh＝Hb・ほ山下b卜（tanα）ユ  （3．10）   

実験値とパラメータ（臨・ほb凧）・（t弧α）り と  

の関係を図3．16に示しており，それによると，規  

則波を作用させた場合には両者の間にはよい相関  

が見られる．一方，不規則波を作用させた場合に  

は，実験値と算定値には相関が見られない．これ  

は実験で形成されるパーム高さが平均波や有義波  

ではなく，波群中の比較的波高の大きな波浪で決  

0．1  0．2  0．3  0．4  0，5  

Hb ほ。／Fb）（はnα巨  

0．0  

図3．16 日b・ほb／Fb卜（tanα）2と  

パーム高さの関係   
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まるためと考えられる．したがって，不規則波を作用させた場合は最大波を用いれば，底  

質粒径の影響と波のうちあげ高さを考慮した，単一波浪の作用後におけるパーム高さの算  

定指標として式（3．10）を新しく提案できる．  

（3）トラフ水深とバー水深   

Sunamura（1989）によれば，トラフ水深（hl）とバー水深（h。）の間には式（3．11）が成立  

する．  

（3．11）  bt＝1．69bc   

そこで，表3．2に示したトラフ水深とバー水深の関係を調べた（図3．17）．トラフ水深と  

バー水深の間には式（3．11）の関係がほぼ成り立つことがわかる．   

また，トラフ水深は式（3．4）から算定される砕波地点の波高（Hr）に比例するとされて  

いる（Sunamura，1989）．  

（3．12）  ht＝Hf   

トラフ水深と砕波地点の波高の関係を示したのが図3．18であり，式（3．12）の関係がほぼ成  

り立つ．したがって，トラフ水深とバー水深はSunamura（1989）の算定式で求めることが  

できる．  

0．0  
b．0 0．2 0．4 0．6 0．8 1．0  0・0 0・4 0・8 1・2 1・6 2・0  

h。（m）  HJ（m）  

図3．1ア トラフ水深とバー水深との関係  国3．18 トラフ水深と砕波地点の  

波高との関係  

（4）海浜断面形の変化の限界水深   

海浜断面形の変化限界水深（hr）については，トラフ水深と同様に，一義的には式（3．4）  

から求められる砕波地点の波高（H．）と関係すると考えた．そこで，図3．4～図3．10から  

読みとった海浜断面形の変化限界水深（図中の†印）を縦軸に，式（3．4）で算定した砕波  
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地点の波高（Hr）を横軸にとり，それらの関係を調べた（図3．19），それによると，海浜  

断面形の変化の限界水深と砕渡波高には式（3．13）の関係がはぼ成り立つ．  

hf＝2Hr＝2H。（tanβ）0・ユ（H。几。）‾仇ユ5   （3．13）  

また，国3．19に示したデータの分布から実験  

No．1～10を第1のグループ，実験No．11～20  

を第2のグループ，例外的に実験No．13を第3  

のグループとしてみることもできる．そして，  

第1のグループは堆積型と中間型の海浜断面形  

の変化が，第2のグループは中間型と侵食型の  

海浜断面形の変化が，第3のグループは明らか  

に侵食型の海浜断面形の変化が生じた．このよ  

うに，海浜断面形の変化のタイプによらず，変  

化限界水深（br）と式（3．4）から算定される砕波  

地点の波高（Hr）に相関があることから，海浜  

断面形の変化限界水深（hf）は式（3．13）で求め  

ることが可能と言える．すなわち，漂砂系の沖  

側境界を設定する指標を得ることができたと言  

える．   

0．5 1．0  

且巾∽β）0・2岬イエけ0・2∫  

1．5  

国3．19t 海浜断面形の変化限界水深と  

砕波地点の波高との関係   

3．6 まとめ   

ここでは，海岸保全施設としての「砂浜」の安定性を評価するための知見を得ることと，  

漂砂系の沖側境界を設定する指標の提案を目的として，単一波浪の作用による海浜断面形  

の変化過程について検討した．   

まず，大型水路を用いた海浜断面形の変化過程に関する実験を行い，その結果をもとに  

Sunamura andHor汰awa（1974）のタイプ分類指標や海浜断面形の諸元の予測指標などを再評  

価した．その結果，SunamuraandHorikawa（1974）のC値でも，波高と底質粒径の比がH。／d5。  

＝35～2400の範囲にあれば，海浜断面形の変化の予測は実験室の開催で可能であること  

を示した．   

しかし，海浜断面形の変化をC値で分類する場合には，波高と底質粒径の比と初期の  

海底勾配の影響が問題となることも確認された．そこで，砕波現象（砕渡波高と砕波形態）  

および底質の沈降速度に着目して，海浜断面形の変化を分類する指標を検討した．その検  

討で用いたのは，砕波の波形勾配と海底勾配から砕波形態を判別するサーフ・シミラリテ  

イ・パラメータ（∈ b）と，砕波波高と底質の沈降速度の関係を示すフルードタイプ・ナ  

ンバー（Fb）である．その結果，これらのパラメータからなる式（3．5）を海浜断面形の変  

化の新しい分類式として提案した．すなわち，C値と式（3．5）を用いれば，海岸保全施設  

としての「砂浜」の安定性が評価できると考える．  
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また，単一波浪の作用後における海浜断面形の諸元について検討し，前浜勾配とパーム  

高さの算定式として，サーフ・シミラリテイ・パラメータとフルードタイプ・ナンバーか  

らなる式（3．8），式（3．10）を新しく提案した．さらに，トラフ水深とバー水深はSunam∬a  

（1989）により提案された式（3．11），式（3．12）で算定できることも明らかにした．   

最後に，3．3節の実験結果をもとに，漂砂系の沖側境界を設定するために重要と考えら  

れる海浜断面形の変化限界水深と式（3．4）から算定される砕波地点の波高ととの関係を調  

べた．それによると，海浜断面形の変化のタイプによらず，変化限界水深と式（3．4）から  

算定される砕波地点の波高に相関があるこがわかり，海浜断面形の変化限界水深を与える  

式（3．13）を提案した．   

ところで，皆生海岸の既往最大波浪（H＝6．34m，T＝10．4s）と海底勾配（tanβ＝1／15）  

を式（3．4）に代入して砕波地点の波高を求めるとHr＝8．4mとなる．これをもとに式（3．13）  

から海浜断面形の変化限界水深を算定するとhr＝16．8mとなり，3．2節で述べた計画波浪  

の漂砂の完全移動限界水深であるb甲＝31：7mの約1／2である．また，字多（1997）による  

皆生海岸における地形変化の限界水深Z＝－8mめ約2倍である．以上のように，海浜断  

面形の変化限界水深（br）は両者の中間の値となり，皆生海岸ではこの深さまで土砂の移  

動・堆積が生じると推定される．つまり，漂砂系の沖側境界は既往最大波浪と海底勾配を  

用いて式（3．4）と式（3．13）から求められる，海浜断面形の変化限界水深（hr）を指標として  

設定できると考えられる．  
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第4章 時間的に変化する波浪の作用にともなう海浜断面形の変化過程  

4．1概要   

第3章では単一波浪（波高と周期が一定の波浪）を作用させた数例の実験データをもと  

に，海浜断面形の変化の分類や，パーム高さと海浜断面形の変化限界水深などの予測指標  

を提案した・しかし，自然の海浜では来襲する波浪の大きさが時間的に変化し，その継続  

時間も異なるため，第3章で検討した海浜断面形の変化過程が来襲波浪に応じて生じる．  

例えば，暴浪波の作用で侵食型の海浜断面形の変化が生じたとしても，その後に静穏波が  
作用すると，沖側に形成されたバーが岸側に移動し，最終的には前浜が復元してパームが  

形成される．   

このような海浜断面形の変化は可逆的であるとされているが，異常に大きい暴浪波（例  

えば，既往最大波浪）が来襲した場合には，その可逆性が損なわれる可能性がある．なぜ  

ならば，異常に大きい暴浪波の作用で沖側まで運ばれた土砂は，静穏波の作用では岸側に  

移動できずに，そのまま沖側に残されてしまうと考えられるからである．   

この沖側への土砂の堆積は沖浜の形成に寄与しているから，漂砂系における土砂管理の  

観点からは問題はない．しかし，前浜をおもに管理対象としてきた従来の海岸保全では危  

倶される現象である．つまり，既往最大規模の暴浪波により前浜が侵食されて，その状態  

が数ヶ月～数年間継続するようであれば，何らかの侵食対策を行わなければならないこと  

になる・したがって，漂砂系の概念にもとづき，海岸保全区域の沖側境界を設定する場合  

には，海浜断面形の可逆・非可逆的変化が生じる水深も考慮する必要がある．   

また，前浜の侵食とバーの形成，およびバーの消滅と前浜の復元にかかる各波浪の継続  

時間を把握しておくことも重要である．なぜならば，暴浪波の作用にともなう前浜の侵食  

状態が長期間継続すれば，つぎに来襲する中規模の波浪でも前浜の侵食が進行し，いずれ  

は前浜が消失してしまうからである．つまり，海浜断面形の可逆・非可逆的変化は，海岸  

保全施設としての「砂浜」の安定性にも関わる現象と言える．   

そこで，時間的の変化する波浪の作用による海浜断面形の変化過程（可逆・非可逆的変  

化）を検討することにした．まず，気象擾乱時における海浜断面形の可逆的変化を模式的  

に示すとともに，皆生海岸における海浜断面形の経年変化を調べた．そして，皆生海岸で  

は1995年7月～1997年7月には海浜断面形の可逆的変化が見られたが，1997年7月～  

19卵年3月では大規模なバーが形成される非可逆的な変化が生じたことを示した．さら  

に，この状態が長期間継続すれば，前浜部分では侵食型の変化が進行することから，海岸  

保全施設としての「砂浜」の安定性を評価するためには，海浜断面形の変化の可逆・非可  

逆性を判定する必要があると指摘した．   

次に，海浜断面形の可逆的変化は気象擾乱時に生じる現象と考え，気象擾乱時の発達期  

と最盛期および減衰期の波浪を作用させた実験を行った．その結果，波浪の発達期から最  

盛期における前浜の侵食とアウターバーの形成，減衰期におけるインナーバーの岸側への  

移動とパームの形成をほぼ再現した．しかし，実験においては，暴浪波の作用で沖側に形  

成されたアウターバーの一部は，気象擾乱時の減衰期における波浪の作用では岸側にもど  
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らないことも確認された．そして，その要因として，気象擾乱時の減衰期に作用させた波  

浪が小さく，作用時間も短かったことが指摘された．   

このことから，暴浪波作用後に周期の長い静穏波と，暴浪波と静穏波の中間規模のうね  

り性波浪を継続的に作用させる実験を行った．その結果，暴浪波で形成された大規模なバ  

ーが，静穏波とうねり性波浪の作用によりほぼ完全に岸側に移動することがわかった．そ  

して，暴浪波の作用で形成されたバーが岸側に移動する可逆的変化が生じるためには，暴  

浪波の約2倍の総エネルギーに達するまでのうねり性波浪の継続が必要とされることを明  

らかにした．  

4．2 現地海岸における海浜断面形の可逆・非可逆的変化   

まず，砂村（1985）にならい，図4．1を参考に  

して海浜断面形の可逆的変化について述べる． 静穏時  

一般に，砂質海岸や砂礫海岸においては，静  

穏波の作用後には前浜にパームが形成されて  

いる場合が多い（図4．1（a））．しかし，低気  

圧や台風の接近に伴い徐々に波浪が大きくな  

ると，パームは侵食されるとともに，底質が  

沖側へ運ばれてバーが形成される（図4．1（b））．  

さらに波浪が大きくなると，パームの侵食が  

進むとともに，バーは発達しながら沖側へ移  

動する（図4．1（c））．   

このバーは波浪特性に応じた規模まで発達  

すると，高波浪を強制的に砕渡させるため，  

バーより岸側は安定な地形となる（図4．1（d））．  

そして，低気圧や台風が通過して波浪が徐々  

に小さくなると，前浜にパームが形成され，  

バーは岸側へと移動する（図4．1（e），（f））．  

さらに波浪が小さくなると，バーは前傾しな  

がら岸側へと移動し，汀線付近に浅瀬が形成  

される（図4．1（g））．その後の静穏波の作用  

でこの浅瀬から底質が前浜へうちあげられて  

パームが発達する（国4．1（h】）．   

以上が海浜断面形の可逆的変化であり，自  

然海浜においてはこの変化が繰り返されてお  

り，前浜の侵食とバーの形成過程は短期間に，  

バーの消滅と前浜の復元過程は比較的長期間  

で生じると考えられる．このようなバーの移  

動をともなう海浜断面形の可逆的変化は実際  

（b）  

暴浪時  

図4．1海浜断面形の可逆的変化   
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図4．2 皆生海岸における海岸保全施設の整備状況  

の現地海岸でも見られる．   

例えば，皆生海岸における自然の砂浜が残  

された範囲（図4．2）に位置する側線No．60  

では，図4．3（a）に示すように1995年7月の  

海浜断面形はほぼ一様勾配のなだらかな形状  

であったが，冬期の波浪の作用により1996  

年3月には2つのバーが形成された．しかし，  

その後の1996年7月にはバーが消滅して，  

皆生海岸：測線No．60  

＝……1995年7月  

－－1996年3月  
－1996年7月  －8  

（b）  

トラフが埋めもどされて，1995年7月の海 Z（m）  

浜断面形と同じような形状になった．また，  月
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図4・3（b）に示す1996年7月～1997年7月で ＿8  

も，海浜断面形の可逆的変化を繰り返してい  

たことがわかる．  0   

ところが，国4．3（c）に示す1997年7月～ Z（m）  月
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1998年3月では，地点Plと地点P2の範囲  

が大きく侵食されて，そこから土砂が沖側に  

運ばれて地点P2と地点P3の区間に大規模  

なバーが形成された．そして，1998年7月  

までには海浜断面形の変化はほとんど見られ  

ず，1999年7月になっても，大規模なバー  

は定常的に存在していることがわかる．つま  

0  100  200  300  400  500  600  

Y（m）  

国4．3 皆生海岸における海浜断面形の  

可逆・非可逆的変化  

り，1995年7月～1997年7月では海浜断面  

形の可逆的変化の繰り返しが見られたが，1997年7月～1999年7月には非可逆的な変化  

が生じていたと言える．   

平成10年の海象年表（建設省河川局防災・海岸課海岸室，2000）によると，皆生海岸  

では1997年7月～1998年3月の期間中の1998年2月に，有義波高Hl乃＝3．Om，有義波  

周期T1月＝9．Osを超える暴浪波が3回も来襲している（1997年はほとんどが欠則）．とく  

に，1998年2月21日には有義波高Hl乃＝3．68m，有義波周期T∽＝＝9．4sの暴浪波が来襲し  

ている．1997年7月の海浜断面形の汀線位置から地点P3までの平均的な海底勾配を求め  
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るとtanβ＝1／38となり，3．2節で述べたように皆生海岸の平均粒径はd5。＝0．7mmであ  

る．これらの値と波高H＝3．Om，周期T＝9．Osから式（3．1）でSunamuraandHorikawa（1974）  

のC値を求めるとC＝31．4となり，現地海岸の開催C＝18より大きく，侵食型の海浜  

断面形の変形が生じることになる．したがって，1998年3月に大規模なバーが形成され  

た外力として，1998年2月に来襲した暴浪波の作用があげられる．   

このように，暴浪波の作用で形成されたバーが定常的に存在するようになると，岸側の  

トラフが浅くならないかぎり，バー上で砕波しない規模の波浪は前浜に直接作用するよう  

になる．この状態が長期間継続すれば，前浜部分では侵食型の海浜断面形の変化が進行す  

ると予測され，海岸保全施設としての「砂浜」が被災することになる．実際に，皆生海岸  

では国4．3（c）に示すように，地点Plから地点P2－の区間が侵食されて，その沖側のトラフ  

が埋めもどされる侵食型の海浜断面形の変化が19卯年7月～1999年7月の期間に生じ  

た．したがって，暴浪波の作用で前浜が侵食されるとともに，沖側に大規模なバーが形成  

された場合には，それが可逆的変化か非可逆的変化かを判定することが，海岸保全施設と  

しての「砂浜」の安定性を評価するために必要とされる．  

4．3 気象擾乱時の波浪の作用にともなう海浜断面形の変化過程   

模式的に図4．1に示した海浜断面形の可逆的変化，とくにパームの形成と消滅は，低気  

圧や台風が通過する気象擾乱時の波浪の作用にともなう現象とも考えられる．例えば，阿  

字ケ浦海岸においては，気象擾乱時の波浪（国4．4）の作用にともなう海浜断面形の変化  

過程（図4．5）がしばしば見られた．1991年11月28日に形成されていたパームは，12月3  

～5日に来襲した暴浪波（有義波高4m，有義波周期14s）によって急激に削られ，12月5  

日にはほぼ一様な勾配の海浜断面形となった．しかし，その後に来襲した波浪の作用によ  

り12月12日にはパームが再び形成されはじめ，12月26日には11月28日とほぼ同規模  

のパームに発達した．このように，現地海岸では前浜の可逆的変化が短期間で生じている  

ことから，まず，気象擾乱時の波浪の作用にともなう海浜断面形の変化過程を大型水路を  

用いた実験により検討した．  

図4．4 阿字ヶ浦海岸における気象擾乱時の波浪  
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国4．5 阿字ヶ浦海岸における気象擾乱時の海浜断面形の変化   

‖実験条件   

実験では長さ135m，幅2m，高さ5mの大型水路に，中央粒径d5。＝0．22n皿の均一砂を  

用いて，初期の海底勾配がtanβ＝1／20の模型海浜を製作した．そして，水路底面からの  

水位がh＝3．19mの静水面における初期の汀線位置を基準点として，図4．6に示すように  

鉛直上方をZ軸，岸沖方向をY軸とした．波浪条件は，図4．5に示したような前浜の可逆  

的変化が見られた期間を数例抽出し，それらの期間における波浪の変化を参考にして設定  

することにした．したがって，実験では，気象擾乱にともなう1～2週間の時間スケール  

の海浜断面形の変化過程を対象としており，実験縮尺（Ms）はフルード則にしたがいMs  

＝1／5～1／10と考えた．   

さらに，波浪条件の設定にあたっては，気象擾乱時に波浪が大きくなる過程では波高お  

よび周期が同時に大きくなり，暴浪披から静穏波へと減衰する過程では周期がやや遅れて  

小さくなることに着目した．また，前浜部分で顕著な変化が生じるように，式（3．1）で算  

定されるSunamuraand Horikawa（1974）のC値も参考にして，縦軸にC値，横軸に各波浪  

の作用時間をとった図4．7に示す，時間的に変化する不規則波を作用させた．  
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図4．7 実験で作用させた時間的に変化する波浪  

（2）実験結果   

図4．7に示した波浪A～Ⅰの作用で，顕   1  

著な海浜断面形の変化が生じた区間（－15m O■5  

≦Y≦25m）の，波浪作用前後の海浜断面 Z（m）0  

形を破線と実線で図4．8，図4．9に示す．ま  －0・5  

ず，波浪Aの作用でt＝32址には堆積型の  0・5  

変化が生じ，静水面上に高さBb＝0．21mの Z（m）0  

パームが形成された．しかし，その後に作  －0．5  

用させたしだいに大きくなる波浪（波浪B O．5  

～D）の作用でパームは消滅するとともに，Z（m）0  

底質は沖側に運ばれたことが国4．8からわか  －0．5  

る．ただし，最も大きい波浪Dの作用では  0．5  

顕著なバーは形成されず，その後の波浪E Z（m）0  

の作用でトラフの位置が明確となり，バー   ー0．5  

が発達した．  0．5   

このバーはやや減衰した波浪Fの作用で Z（m）0  

もっとも大きくなり，岸側のY＝5m付近  －0．5  

にも小規模のバーが形成された（図4．9）．  ＿1．0  

以下では，前者をアウターバー，後者をイ  ー1．5  

ンナーバーと呼ぶ．これらのバーは波浪G  

の作用で岸側へと移動しはじめ，波浪Hの  

作用でアウターバーの形状はなだらかにな  

り，インナーバーが岸に乗り上げてパーム  

15 －10 －5  0  5 10 15  20 25  
Y（m）  

図4．8 波浪発達期における  

海浜断面形の変化過程  

を形成したような変化過程を示す．その後の波浪Ⅰの作用ではY＝3mより押倒では海浜  

断面形の変化は見ちれず，その岸側で堆積型の変化が生じてパームが発達した．   

ここで，気象擾乱時の波浪滅裏にともなうインナーバーとアウターバーの岸側への移動  

に着目して，図4．9の各波浪の作用後におけるこれらのバー頂部の位置から移動速度を読  

みとると次のようになる．インナーバーは波浪が減衰するにしたがって，平均移動速度Ⅴ  

＝51cm伽で岸側へ移動し，最終的には岸に乗り上げパームを形成し消滅する（波浪Hの  
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作用後）．一方，アウターバーは波浪Fと  

波浪Gの作用で平均移動速度Ⅴニ17cm伽  

で岸側へと移動する．   

このインナーバーとアウターバーとの移  

動速度の違いは，前浜での土砂量の回復に  

比べて砕波帯内での土砂量の回復がやや遅  

れることを意味する．また，図4．9から得ら  

れたインナーバーの岸向移動速度はアウタ  

ーバーのそれの3倍となっており，Larson  

and Kraus（1992）によって現地観測から求  

められている結果と一致する．   

なお，図4．9の最下段には初期の海底勾配  

tanβ＝1／20の海浜断面形と，波浪Aの作  

用後の海浜断面形，および最終の海浜断面  

形を重ね合わせて示した．それによると，  

1  

0．5   

Z（m）0  

－0．5  

0．5   

Z（m）0  

－0．5  

0．5   

Z（m）0  

－0．5  

0．5   

Z（m）0  

－0．5  

0．5  

F：H≠0．46m  

アウターバー  －…－－－ 45虹20min  

－50hr40mh †  
インナーバー  

G：   H＝0．37m，T＝3．3s  

－－－…－ 50h40Ⅰ止血  

三岩㌫岩㌫芸 十  

H：H＝＝0．29m，T＝3．2s  

56hr00min 
65h∫00min  

Ⅰ：H＝0．13m  T＝2．5s  

－－－－－－ 65hrOOmin  

83hr40min  

水面上で変化生じた限界の高さは点PlのZ  Z（m）0  

＝0．5m，沖側における変化の限界水深は点 ‾0・5  

P3のZ＝－1．10mであり，いずれも波浪D －1・0  

の作用によるもの（図4．8の†印とJ印）で －1・5  

－”－－－ 32hrOOmin  

83hr40min  

－15 －10  －5  0  5  10 15  20  25  

あった．そして，最終の海浜断面形から読  

みとれるパームの高さはBh＝0．35mで，波  

浪Aの作用後のそれに比較して約0．14m高  

くなった．また，波浪D～Fの作用で形成  

Y（m）  

国4．9 波浪減衰期における  

海浜断面形の変化過程  

され発達したアウターバーの一部は，減衰していく波浪の作用では完全に岸側にもどらず，  

点P2（Z＝－0．55m）と海浜断面形の変化限界水深（点P3）の間にとり残されたことも  

わかる．  

（3J考察   

国4．1に模式的に示した海浜断面形の可逆的変化は，気象擾乱時の波浪を模して，時間  

的に変化する波浪を作用させた実験によりほぼ再現された（図4．8，図4．9）．しかし，暴  

浪波の作用で沖側に形成されたバーの一部は，気象擾乱時の減衰期における波浪の作用で  

は岸側にもどらないこともわかうた．このことから，気象擾乱後には定常的なバー（もし  

くは沖浜）が形成されたと言え，このような時間スケールでは海浜断面形の非可逆的な変  

化が生じる可能性があると指摘できる．   

実験における海浜断面形の変化限界水深（br）は，図4．8と図4．9から点P3のZ＝－ 1．10m  

と読みとれる．ここで，波浪A～Ⅰの作用による海浜断面形の変化の限界水深は，海底  

勾配をtanβ＝1／20と一定とすると，式（3．射と式（3．13）から表4．1のように算定される．  

有義波の値（Hl乃，Tl。）で変化限界水深を算定した値（bn。）は，いずれの波浪でも図4．8  

と図4．9から読みとった海浜断面形の変化限界水深（hr）よりふかくなる．しかし，平均  
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表4．1有毒波と平均漉から算定した海浜断面形の変化限界水深と実験値の比較  

波浪   
有義波高  有毒波周期  限界水深  平均波高  平均波周期  限界水深  実験の限界水深  

Hl／3（m）  Tl／3（s）  hfl／3（m）  Hm（m）   Tm（s）  hfm（m）   hf（m）   

A   0．13   2．5   0．42   0．08   2．0   0．26   0．30   

B   0．29   3．2   0．86   0．17   2．6   0．52   0．17   

C   0．46   3．4   1．26  0．30   2．9   0．84   0．75   

D   0．63   3．6   1．64   0．38   3．0   1．02   1．10   

E   0．54   3．5   1．44   0．32   2．9   0．88   0．88   

F   0．46   3．4   1．26   0．30   2．9   0．84   0．82   

G   0．37   3．3   1．06   0．23   2．8   0．68   0．75   

＝   0．29   3．2   0．86   0．17   2．6   0．52   0．86  

波の値（Hm，Tm）を用いると，波浪C～Fの暴浪波の作用での変化限界水深（br）と算定  

値（k）はよく一致する．   

不規則波による二次元海浜変形を実験により検討した大塚ほか（1984）によれば，海浜断  

面形のマクロな変化は平均波で整理でき，底質の移動限界は有義波との関連がよいとされ  

ている．したがって，不規則波の作用による海浜断面形の変化限界水深の予測には，式（3．4）  

と式（3．13）において有義波と平均波のどちらを用いてもよいと考えられる．しかし，表4．  

1の算定値と実験値の比較からは，実験値よりも算定値が深くなった有義波を用いて式  

（3．4）と式（3．13）で海浜断面形の変化限界水深を求め，漂砂系の沖側境界の指標とするのが  

よいと考える．   

ところで，実験では気象擾乱時の波浪を模して，時間的に変化する波浪を設定したが，  

波浪の最盛期である波浪Dよりも，減衰期の波浪Eと波浪Fの作用でバーが発達した．  

このため，バーの発達後に作用させた波浪G～Ⅰの作用時間が比較的に短く，波浪D～F  

で形成されたアウターバーが岸側にもどるができなかったと考えられる．また，波浪Ⅰの  

作用では前浜の変化が生じたのみであり，算定された海浜断面形の変化限界水深もh＝  

0．42mと浅いため，アウターバーから底質を岸側に移動させる外力となっていないと指摘  

される．つまり，気象擾乱時の暴浪波により形成されたバーが完全に岸側へと移動するた  

めには，その後にある程度の大きさの波浪が長時間作用しなければならないと言える．  

4．4 うねり性波浪と暴浪波の作用にともなう海浜断面形の変化過程   

4．3節では気象擾乱時の波浪を模して，時間的に変化する波浪を作用させて海浜断面形  

の変化過程に関する実験を行い，波浪の発達期から最盛期における前浜の侵食とバーの形  

成，波浪の減衰期におけるバーの岸側への移動とパームの形成をほぼ再現した．しかし，  

実験で設定した波浪の作用では，アウターバーの一部分が沖側に残される非可逆的な変化  

になることもわかった．そして，その原因として波浪減衰期に作用させた静穏波が小さく，  

しかも作用時間が十分でなかった可能性を指摘した．したがって，暴浪波の作用時間に比  

較して，減衰期における波浪の作用時間が長い場合における海浜断面形の変化過程の検討  

が必要とされる．  
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このような波浪条件の作用による海浜断面形の変化過程に関しては，砂村・倉田（1981）  

と岡田ほか（2000）が小型水路を用いた実験により検討している．砂村・倉田（19別）の実験  

では，均一砂で製作した模型海浜に，台風時の波浪（暴浪波）を1時間，静穏時の波浪（静  

穏波）を10時間作用させるパターンを4回繰り返して，海浜断面形の変化過程を調べて  

いる．この実験では，静穏波の作用でバームが形成され，暴浪波の作用でパームが侵食さ  

れて，沖側にバーが形成される変化が繰り返し見られ，海浜断面形の可逆的変化が再現さ  

れている．   

また，岡田ほか（2000）の実験では，中央粒径血。＝0．45mmの比較的広い粒度分布をも  

つ川砂を用いて模型海浜を製作し，SunamuraandHorikawa（1974）のC値で侵食型と堆積型  

の海浜断面形の変化が生じる5波浪を設定して，それらの波浪を相互に作用させている．  

そして，実験で得られた海浜断面形の可逆的変化を数値計算で再現するとともに，堆積型  

の変化が生じる波浪を作用させる前のバーの影響について考察している．   

これらの実験では海浜断面形の可逆的変化が再現されているが，暴浪波の作用で底質が  

深いところまで運ばれて沖浜が形成された場合には，静穏披の作用ではその一部分は岸側  

に移動することはなく，沖側に底質が残されることも指摘されている．これは，海浜断面  

形の可逆的変化が生じる水深よりも，暴浪波の作用による海浜断面形の変化限界水深が深  

いことを示唆している．   

つまり，砂村・倉田（1981）と岡馴まか（2000）の実験の一部でも，静穏波として与えられ  

た波浪が小さく，その作用時間が十分でなかったために，沖側に形成されたバーから底質  

が岸側にもどらない非可逆的な変化となったと考えられる．そこで，暴浪波と周期の長い  

静穏波，およびその中間のうねり性波浪の作用にともなう海浜断面形の変化過程を大型水  

路を用いた実験により検討した．  

川実験条件   

実験は4．3節と同様に長さ135m，幅2m，深さ5mの大型水路に，中央粒径d，。＝  

0．33ⅡⅡnの均一砂を用いて，初期の海底勾配がtanβ＝1／20の模型海浜を製作して行った．  

ただし，静水面の高さを水路底面からb＝2．9mとやや浅くし，Z軸とY軸の設定は国4．6  

と同じにした．   

波浪条件は表4．2に示すように，静穏波を波高H＝0．10m，周期T＝5．5s，うねり性波  

浪を波高H＝0．25m，周期T＝4．5s，暴浪波を波高H＝0．60m，周期T＝3．5sの規則波に  

設定した．ここで，波高を小さくした場合に周期を長くしたのは，外洋に画した海岸では  

周期の長いうねりが来襲することに着目したからである．また，SunaⅡmra and Horikawa  

（1974）のC値は静穏波でC＝3．2と堆積型，うねり性波浪でC＝8．7と侵食型，暴浪波でC  

＝23．2と侵食型の海浜断面形の変化が生じる条件となる．なお，第3章3．4節の式（3．5）  

で計算される値では，静穏波でP＝0．59と堆積型，うねり性波浪でP＝1．30と中間型，  

暴浪波でP＝2．糾と侵食型の海浜断面形の変化が生じると予測される．   

ところで，4．3節で指摘したように，波浪の作用時間も海浜断面形の変化過程に関する  

実験では重要な条件となる．これは，設定した波浪の作用で海浜断面形の変化が十分に収  

束したか否かが，形成されたパームやトラフおよびバーの規模に影響するからである．し  
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表4．2 実験で作用させた波浪条件  

波高  周期  C値  P値  エネルギーフラツクス  作用時間  総エネルギー  
波浪  

Ho（m）  T（s）  の比   （min）   の比   

暴浪波   0．60  3．5  23．2  2．84   1．000   120（120）  1．00（1．00）   

うねり性波浪  0．25  4．5   8．7  1．30   0．536   224（224）  1．00（1．00）  

たがって，海浜断面形の変化過程に関する実験では，波浪を長時間作用させなければなら  

ないとの考え方もできる．しかし，実際の現地海岸では気象擾乱の継続時間は数日の短期  

間であり，実験における暴浪波の作用時間は数時間でも問題はないと考える．一方，気象  

擾乱後における静穏波の作用する期間は数十日から数ヶ月にもおよぶことから，実験にお  

ける静穏波の作用時間もかなり長くする必要があると考えられる．   

しかし，海浜断面形の変化過程に関する実験において，その可逆・非可逆性に着目した  

研究は少ないため，各波浪の作用時間をどのように設定すべきかは明確ではない．そこで，  

実験では，栗山（2001）の波崎海岸での沿岸砂州に関する研究を参考にして，暴浪波，うね  

り性波浪，静穏波のエネルギーフラツタス（Er）を求め，それを加算した総エネルギーが  
ほぼ同じになるように作用時間を設定することにした．なお，エネルギーフラックスは栗  

山（2001）と同じように式4．1で算出した．  

（4．1）  Er＝（1／8）p gH2cg   

ここで，P：海水の密度，g：重力加速度（m／sり，Hは沖波波高（m），Cgは群速度（血s）  

である．   

各波浪の作用時間の設定では，まず，暴浪波の作用時間を2時間（120分間）とし，暴  

浪波，うねり性波浪，静穏波のエネルギーフラックスの比（1：0．536：0．Z62）から，うね  

静穏波の作用時間を458分間とした．そして，初期の－  り性波浪の作用時間を224分間，  

様勾配の海浜断面形にうねり性  

波浪を224分間作用させて，そ  

の後に静穏波を458分間，うね  

り性波浪を224分間，暴浪波を  

1之0分間，さらにうねり性波浪   

6  

5  

4  

3  

2  

1  

一■一波高  
一－■ト・周期  

T（S）   

を224分間作用させるパターン H（m）  

を2回繰り返して（図4．10），そ   0・4  
うねり性 うねり性  うねり性 うねり性  

れにともなう海浜断面形の変化 0．2  

過程を調べることにした．なお，  

静穏波の作用時間は設定では表  

4．2のように458分間としていた  

が，実験を行うにあたって錯誤  

うねり性  

0  600  1200  1800  
t（min）  

国4．川 波浪の作用パターン  

が生じたため24分間長い482分間の作用となった．  
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（2）実験結果   

図4．10に示した波浪の作用の繰り返しで，  

顕著な海浜断面形の変化が生じた区間ト z（m）。  

15m≦Y≦35m）の，各波浪の作用前後に  

H＝0．25叫T＝4．5s  

－－－－一－  Omin  

224miIl  －1  おける海浜断面形を被線と実線で図4．11，  

図4．12に示す．   

t＝0～1274minの海浜断面形の経時変化  

を示した図4．11によると，初期の海浜断面  

形にうねり性波浪を作用させたt＝0～  

224minには，初期汀線よりやや沖側が侵食  

され，そこから底質が岸側と沖側に運ばれ   

H＝0．  10m，T＝5．5s   
Z（m）0  

－1  

一－－－… 224min  

706min  

Z（m）0  

－1  

…－－一 了06min  

930min  

て水面上にパームが，水面下にバーが形成  

されたことがわかる．また，バーの沖側で  Z（m）0  

は†印の位置（Z＝＝－0・90m）まで侵食され   ＿1  

て，そこから岸側に底質が運ばれてバーの  

形成に寄与していることも読みとれる．こ Z（m）0  

H＝札60m，T＝3．5s   

－一一…－ 930min  
－ 1050min  

H＝0．25m  T＝＝4．5s  

－一一…－ 1050min  

1274min   のうねり性波浪の作用ではパームとバーが  

形成されて，汀線位置はほとんど変わらな  

いことから，中間型の海浜断面形の変化が  

生じたと言える．   

その後に静穏波を作用させたt＝224～  

－1  

－2  
－10  0  10  20  30  

Y（m）  

図4．11海浜断面形の経時変化I  

706minでは，沖側のバーが岸側に移動してなだらかな形状になるとともに，その岸側が  

侵食されて底質が水面上に運ばれてパームが発達した．この場合，パームの発達とともに  

汀線位置も前進しており，堆積型の海浜断面形の変化となった．また，海浜断面形の変化  

の限界水深は，†印で示した位置のZ＝－0．45mと読みとれる．   

この静穏波で形成された海浜断面形（以下，静穏波断面形）にうねり性波浪を再び作用  

させたt＝706～930minでは，バ“ムが岸側に移動するとともに，トラフとバーの形状  

が再びとがってきて，バーの沖側が侵食された．また，汀線位置は変化していないことか  

ら中間型の海浜断面形の変化が生じたことがわかり，このときの変化限界水深はZ＝  

0．85mであった．   

暴浪波を作用させたt＝930～1050m出では，パーム頂部からY＝14mが侵食されて，  

そこから底質が沖側に運ばれ規模の大きなバーが形成された．また，砕波帯内が侵食され  

てバーが形成されたこと，汀線位置が後退したことから侵食型の海浜断面形が生じたこと  

がわかる．なお，バーの沖側水深は†印のZ＝－ 1．00m，変化限界水深は1印のZ＝  

1．25mと読みとれる．   

その海浜断面形にうねり性波浪を作用させると，バーの頂部が侵食されてトラフが埋め  

もどされ，バーが岸側に移動したような変化が生じた．また，パームと汀線位置はほとん  

ど変わらないが，その沖側はやや侵食されており，そこから移動したバーの岸側には堆積  
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が見られる．つまり，汀線からY＝6mの  

範囲から底質が沖側に運ばれてY＝：6～  

10mに堆積し，その沖ではバーが削られて Z（m）0  

底質が岸側に移動したことがわかる．この  
－1  

ときの海浜断面形の変化限界水深は，†印  

で示した位置のZ＝－0．90mであった．   z（m）0   

その後のt＝1274～2324m血の経時変化  

を示した図4．12によると，静穏波の作用で  

は†印位置（Z＝－0・55m）より岸側で侵 z（m）0  

食され，そこから前浜に底質が堆積して汀  
ー1  

Z（m）0  

－l  

線が前進するとともに，パームが発達した  

（t＝1274～1756min）．この静穏波の作用  

では†印より沖側では変化が生じておらず，  

うねり性波浪の作用で岸側に移動したバー  

はとり残されたままである．   

この静穏波断面形にうねり性波浪を作用  

させると，沖側のバーは再び岸側へと移動  

して，2段のとがったバーが形成された．  

しかし，汀線位置とパームの頂部までの前  

浜では変化はほとんど生じていない．また，  

海浜断面形の変化限界水深は†印位置のZ  

＝－0．90mである．  

Z（m）0  

－1  

－2   
－10  0  10  20  30  

Y（m）  

国4．12 海浜断面形の経時変化1l   

その後の暴浪波の作用でY＝6～14mが侵食されて規模の大きなバーが形成されたが，  

さらにうねり性波浪を作用させるとバーが侵食されトラフが埋めもどされて，バーが岸側  

へ移動する海浜断面形の変化となった．このt＝1980～2324mhにおける海浜断面形の  

変化過程は，t＝930～1274mhにおけるそれとほぼ同じである．   

以上のように，静穏波の作用によるパームの発達と汀線の前進（図4．11（b），図4．12（a）），  

暴浪波の作用による大規模なバーの形成（図4．11（d），図4．12（c）），うねり性波浪の作用  

によるバーの岸側への移動（図4．11（e），図4．12（b】，国4．12（d））が確認できた．また，  

図4．12（e）に示したt＝930m血とt＝1980minの海浜断面形の比較から，t＝930～  

1050minの暴浪波の作用により形成された大規模なバーは，その後の静穏波およびうねり  

性波浪の作用でほぼ完全に岸側に移動して消滅したことがわかる．つまり，図4．10に示し  

たような波浪条件のもとでは，暴浪波の作用で大規模なバーが形成されても，それはうね  

り性波浪の作用で岸側へとほぼ完全に移動し，定常的なバーとはならないことが明らかに  

なった．  

（3）考察   

実験では静穏波とうねり性波浪を作用させて，暴浪波で形成された大規模なバーをほぼ  

完全に岸側に移動させ，海浜断面形の可逆的変化を再現した．しかし，静穏波の作用で海  
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浜断面形が変化する限界水深は平均してZ＝－0．5mであり，暴浪波で形成されたバーの  

沖側水深であるZ＝－1．Omよりもかなり浅いため，静穏波はバーの岸側への移動の外力  

となっていないと考えられる・一方，うねり性波浪の作用で海浜断面形の変化が生じる限  

界水深は平均してZ＝－0．9mであり，この水深は暴浪波で形成されたバーの沖側水深と  

ほぼ同じである．   

つまり，暴浪波の作用で形成された大規模なバーをはぼ完全に移動きせた外力は，うね  

り性波浪であったと推定される．また，大規模なバーがはぼ完全に岸側に移動する間に，  

うねり性波浪を2回作用させたことから，海浜断面形の可逆的変化が生じるには，暴浪波  

の約2倍の総エネルギーに達するまでのうねり性波浪の継続が必要なことがわかる．   

ところで，実験で作用させたうねり性波浪はH＝0．25m，T＝4．5sであるので，海浜断  

面形の変化限界水深は式（3．4）と式（3．13）でbr＝0．92mと算定され，図4．11と図4．12から  

読みとったZ＝－0．9mとほぼ一致する．ここで，うねり性波浪と波高が同じで，暴浪波  

と同じ波形勾配の波浪の周期を求めるとT＝2．3sとなる．この波浪（H＝0．25m，T＝2．3s）  

による海浜断面形の変化限界水深を式（3．4）と式（3．13）から算定するとhr＝0．66mとなり，  

実験で作用させたうねり性波浪の変化限界水深よりも浅くなる．これは，式（3．4）に海底  

勾配tanβと波長Lが含まれており，周期Tが長いはど砕波点の波高Hrが大きく算定さ  

れ その値を式3．13に代入して得られる海浜断面形の変化限界水深が深くなるからであ  

る．   

この仮定した波浪（H＝0．Z5m，T＝2．3s）の作用による海浜断面形の変化限界水深は，  

暴浪波で形成されたバーの沖側水深であるZ＝－1．Omより浅い．したがって，この波浪  

を作用させても，バーがほぼ完全に岸側に移動することはないと考えられる．つまり，暴  

浪波の作用で形成されたバーが岸側に移動する可逆的変化が生じるためには，周期の長い  

うねり性波浪の作用が不可欠と言える．   

うねり性波浪がバーにおよぼす影響については，砂村（2002）によっても指摘されている．  

砂村（2002）は多段沿岸砂州の形成条件についての研究で，定常的なバーの数は対象海岸の  

来襲する最大級の波浪の砕渡波高などと関係があるとしている．そして，日本海沿岸と太  

平洋沿岸とでバーの数に相違が見られるのは両海域での波候（波浪の来襲特性）の違いが  

原因と考えている．つまり，日本海沿岸では風波の減衰特性によりバーの形態が維持され  

るのに対して，太平洋沿岸では暴浪波の作用で一旦形成されたバーは，その後に来襲する  

うねり性波浪により平坦化されるとしている．  

4．5 まとめ   

まず，皆生海岸の測線No．60での1995年7月～1997年7月における小規模なバーの形  

成と消滅の繰り返しから，海浜断面形の可逆的変化が実際の現地海岸でも見られることを  

確認した，しかし，1997年7月～1998年3月には砕波帯内が大きく侵食されて，そこか  

ら土砂が沖側に運ばれ大規模なバーが形成され そのバーは1999年7月までは定常的に  

存在していたことから，海浜断面形の非可逆的変化も生じることが明らかになった．   

さらに，非可逆的変化によって形成されたバーが定常的に存在するようになると，前浜  
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部分では侵食型の海浜断面形の変化が進行することも，1998年7月と1999年7月の海浜  

断面形の比較からわかった．このような前浜の侵食は，海岸保全施設としての「砂浜」の  

被災となり，改正「海岸法」の理念を実現するための海岸保全では問題となる．以上のこ  

とから，暴浪波の作用で前浜が侵食されて大規模なバーが形成された場合には，そのバー  

が定常化する非可逆的変化であるか，静穏波の作用でもとの海浜断面形にもどる可逆的変  

化なのかを判定することの必要性が指摘される．   

次に，図4．1に模式的に示した海浜断面形の可逆的変化は，気象擾乱時の波浪の作用に  

ともなう変化と考えて，その波浪を時間的に変化する波浪として作用させた実験を行った．  

その結果，波浪の発達期から最盛期における前浜の侵食と，減衰期におけるインナーバー  

の岸側への移動とパームの形成をほぼ再現した（図4．8，図4．9）．しかし，暴浪波の作用  

で沖側に形成されたアウターバーの一部は，気象擾乱時の減衰期における波浪の作用では  

岸側にもどらないこともわかった．   

そこで，気象擾乱後には定常的なバーが形成されたと判断し，このような短期間の時間  

スケールでは海浜断面形の非可逆的変化が生じる可能性が大きいと考えた．そして，その  

要因として気象擾乱時の減衰期に作用させた波浪が小さく，作用時間も短かったことを，  

式（3．4）と式（3．13）による波浪A～Ⅰの海浜断面形の変化限界水深の比較から指摘した．以  

上のことから，気象擾乱時の暴浪波により形成されたバーが完全に岸側へと移動するため  

には，バーの形成後に静穏波の長時間の作用が必要とされると推定した．   

このことを確認するために，暴浪波作用後に周期の長い静穏波と，暴浪波と静穏波の中  

間規模の波浪（うねり性波浪）を継続的に作用させる実験を行い，それらによる海浜断面  

形の変化過程を検討した．その結果，暴浪波で形成された大規模なバーが，静穏波とうね  

り性波浪の作用によりほぼ完全に岸側に移動することがわかった．しかし，静穏波の作用  

で海浜断面形が変化する限界水深は，暴浪波で形成されたバーの沖側水深よりも浅いため，  

静穏波はバーの岸側への移動の外力となっていないと考えられた．   

一方，うねり性波浪の作用で海浜断面形の変化が生じる限界水深は，暴浪波で形成され  

たバーの沖側水深とほぼ同じであり，うねり性波浪の作用が大規模なバーをほぼ完全に岸  

側に移動させた外力の大部分を占めると推定された．また，大規模なバーがはぼ完全に岸  

側に移動する間に，うねり性波浪を2回作用させたことから，海浜断面形の可逆的変化が  

生じるには，暴浪波の約2倍の総エネルギーに達するまでのうねり性波浪の継続が必要な  

ことがわかった．   

さらに，実験で作用させたうねり性波浪と波高が同じで，周期が短い波浪の作用による  
海浜断面形の変化限界水深を（3．4）と式（3．13）で算定した結果，このような周期の短い波浪  

を作用させてもバーがほぼ完全に岸側に移動することはないと推定された．つまり，暴浪  

波の作用で形成されたバーが岸側に移動する可逆的変化が生じるためには，周期の長いう  

ねり性波浪の長時間の作用が不可欠であることが明らかになった．   

ところで，3．2節で述べた皆生海岸における秋期～冬期の平均的な波浪（H＝1．02m，T  

＝7．4s）と海底勾配tmβ＝1／38を用いて，式（3．4）と（3．13）により海浜断面形の変化限界  

水深を算定するとb＝3．Omとなる．皆生海岸での可逆的な海浜断面形の変化を示した図  
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4・3（a），図4・3（b）よると，この水深付近でバーが移動していることから，少なくともこの  

水深までは海浜断面形の可逆的変化が生じると考えられる．一方，1998年2月21日に来  

襲した暴浪波の有義波高Hl乃＝3．68m，有義波周期Tl乃＝9．4sを用いて式（3．4）と式（3．13）  

で海浜断面形の変化の限界水深を算定するとhf＝8．8mとなる．この水深は図4．3（c）の地  

点P3の標高（Z＝－8・4m）とほぼ一致し，地点P2から地点P3に堆積した土砂は岸側に  

移動していないことから，海浜断面形の非可逆的変化の限界水深も式（3．4）と式（3．13）で算  

定できると言える．   

以上のように，式（3．4）と式（3．13）を用いれば，現地海岸でもその来襲する波浪の諸元に  

応じた海浜断面形の変化限界水深が算定できる．したがって，現地海岸における海浜断面  

形に関する情報を蓄積して，可逆的変化と非可逆的変化がどのような諸元の波浪の来襲で  

生じるかを把握しておく必要性が指摘できる．なぜならば（その課題が達成できれば），  

漂砂系の沖側境界は，来襲する波浪に応じた海浜断面形の変化限界水深を式（3．4）と式  

（3．13）で算定し，それらの水深を指標として設定できるからである．  
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第5幸 治岸漂砂の上手側と下手側における海浜断面形の特徴  

5．1概要   

ここまでの検討により，漂砂系の沿岸方向境界は地形・地質の特徴や海浜地形の形成過  

程などの地形学的な観点から（第2章），沖側境界は岸沖漂砂にともなう海浜断面形の変  

化過程（第3章と第4章）によって一義的に設定できることを示した．しかし，漂砂系を  

設定するためには，それだけでは不十分で，沿岸漂砂の上手側と下手側における海浜断面  

形の特徴と変化過程の把握も課題としてあげられる．なぜならば，沿岸漂砂下手側では運  

ばれてきた土砂が，上手側の波浪の作用による海浜断面形の変化限界水深をよりも深いと  

ころまで堆積するからである（宇多・山本，1996）．つまり，岸沖漂砂にともなう海浜断  

面形の変化限界水深から漂砂系の沖側境界を設定しても，沿岸漂砂下手側ではそれより沖  

側の深いところまで土砂が堆積することになる．したがって，設定した領域のみでの深浅  

測量や底質調査では，流砂系における総合的な土砂管掛こ必要とされる土砂収支を調査・  

把握できないことになる．   

そこで，まず，第2章で大別した岬・岬型漂砂系に位置する大曲海岸，富士海岸，皆生  

海岸における，沿岸漂砂にともなう数年聞から数十年間の中期的な時間スケールの汀線の  

変化と海浜断面形の変化過程を調べた．同じように，岬・海底谷型漂砂系に位置する下新  

川海岸，静岡・清水海岸，駿河海岸においても沿岸漂砂の上手側と下手側における海浜断  

面形の変化過程を調べた．そして，各海岸における沿岸漂砂の上手側と下手側の海浜断面  

形の分類を試み，上手側と下手側の海浜断面形がほぼ同じ勾配の海岸（下手側緩勾配海  

岸），上手側の海浜断面形の勾配よりも下手側のそれが急勾配の海岸（下手側急勾配海岸）  

の2タイプに分類できることを示した．さらに，下手側緩勾配海岸では沿岸漂砂の上手側  

と下手側における海浜断面形の変化限界水深はほぼ同じであるが，下手側急勾配海岸では  

上手側の海浜断面形の変化限界水深よりも，下手側のそれが土砂の堆積とともに深くなる  

ことを指摘した．  

5．2 岬・岬型漂砂系に位置する海岸における海浜断面形の特徴  

川大曲海岸   

大曲海岸は図5．1に示す石巻湾奥部の岬・岬型漂砂系の一部をなし，沿岸漂砂の方向は  

西向き（←印）とされており，沿岸漂砂の上手側には石巻港が，下手側には州崎海岸が存  

在する．この石巻港から州崎海岸までの範囲（図5．2（b））における中期的な時間スケール  

の汀線変化を把握するために，1947年と1975年および1986年に撮影された空中写真か  

ら汀線形状を読みとり比較した．そして，1947年の汀線位置を基準として1975年と1卵6  

年の汀線変化量（』Y）を縦軸に，石巻港を起点とする沿岸方向距離を横軸にとったのが  

図5．2（a）である．   

沿岸漂砂の上手側に位置する石巻港西側では1975年に汀線の後退が見られ，Ⅹ＝0．7bn  

で』Y≒60mの汀線後退量となっており，1986年になると汀線の後退する範担酌ま西側に  

広がりⅩ＝0．9bnで』Y≒60mの汀線後退量となった．そして，1947～1986年の約40  
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図5．1大曲海岸と州崎海岸の位置する漂砂系  

肘  

図5．2 大曲海岸における汀線の経年変化   

年間の汀線変化でみると，汀線の後退が進んだのはⅩ＝0．6～2．8bnの範囲，ほとんど変  

化が見られないのはⅩ＝2．8～9．Obnの区間である．また，沿岸漂砂の下手側にあたる州  

崎海岸では1961～1986年において，ほぼ全域で汀線が前進したことが字多（1997）により  

確認されている．   

次に，石巻港から州崎海岸における中期的な時間スケールの海浜断面形の変化過程を把  

握するために，図5．2（b）に示す9測線の海浜断面形を調べた．なお，この範囲において深  

浅測量が実施されたのは近年になってからであるため，19糾年と1990年の海浜断面形を  

比較した．   

沿岸漂砂上手側で1947～1986年に汀線が後退した範囲の海浜断面形を図5．3に示す．  
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図5．3 大曲海岸の沿岸漂砂上手側  

における海浜断面形の変化  

測線No．7では，1984年には前浜部分は鉛直上方に凹状の海浜断面形であり，その後に侵  

食対策として整備された離岸場の効果により1990年には汀線位置は前進したが，沖側は  

ほぼ平行に侵食され，前浜部分が鉛直上方にさらに凹状の海浜断面形となった．測線No．13  

でも1984年には前浜部分は鉛直上方に凹形の海浜断面形であり，1990年には汀線位置が  

後退して沖側もほぼ平行に侵食された．測線No．19では1984年にはほぼ一様勾配の海浜  

断面形であったが，1990年になると汀線位置は変わらず沖側が侵食されたために，鉛直  

上方に凹状の海浜断面形に変化した．また，測線No．13とNo．19の海浜断面形の変化過程  

から，この範囲における海浜断面形の変化限界水深はZ≒－11mと読みとれる．   

図5．2（b）において汀線変化が小さかった範囲に位置する測線No．26，No．35，No．43では，  

1984年にはほぼ一様勾配の海浜断面形であり，1990年になってもその形状はほぼ保たれ  

ている（図5．4）．   

沿岸漂砂下手側にあたる州崎海岸の海浜断面形を図5．5に示す．測線No．2では1984年  

にはほぼ一様勾配の海浜断面形であり，1990年になると前浜が平行に前進し，その沖側  

が侵食された．測線No．7では1卵4年にはやや勾配が急な一様斜面の海浜断面形で，1990  

年にはZ＝3～－7mでほぼ平行に海浜断面形が前進したような変化となった．また，沿  

岸漂砂の最も下手側に位置する測線No．12では緩勾配の海浜断面形となり，．パームとステ  

ップが見られ，鉛直上方にやや凸状となっている．なお，州崎海岸では19糾年の測量が  

夏期に行われており，季節変動の影響があるので単純に比較できないが，この範囲での海  

浜断面形の変化限界水深はZ≒－7～－9mと推定できる．  
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結局，沿岸漂砂上事例の大曲海岸におけ  

る海浜断面形の変化限界水深はZ≒11m  

で，沿岸漂砂下手側の州崎海岸におけるそ  

れはZ≒9mであり，この漂砂系における  

沿岸漂砂の上手側と下手側の海浜断面形の  

変化限界水深はほぼ同じであると言える．  
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Z（m）  
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－5  

－ユ0  

0  

（2）富士海岸   

富士海岸は図5．6に示す駿河湾奥部の漂砂  

系に位置し，富士川河口から沼津港に至る  

延長約20bnの砂礫海岸であり，東向きの  

沿岸漂砂（→印）が卓越する．富士川河口 z（m）  

から由比地先までは蒲原海岸と呼ばれ，富  

士海岸とは別の行政機関の管轄となってお  

り，深浅測量などの調査は別々にわれてい  

る．そこで，深浅測量のデータが整理され  

ており，その精度がほぼ同じになった1974  

年以降における富士海岸の汀線変化を調べ  

ることにした．そして，深浅測量データを  

0  100  200  300 400  500  600  

Y（m）  

図5．5 州崎海岸における海浜断面形の変化  

もとに1974年と1985年および1995年の汀線位置をもとめ，1974年の汀線位置を基準と  

して，約20年間の汀線変化量を示したのが国5．7である．  

砂礫匠詔その他債石など）  

大久保の鼻  

図5．6 富士海岸の位置する漂砂系  

沿岸漂砂上手側に位置する富士川河口部（測線No．90～No，84）では汀線が経年的に後  

退しているが，測線No．84から田子の浦港の西側の測線No．66では1985年，1995年と経  

年的に汀線は前進した．この範囲では侵食対策として海岸保全施設の整備が1974年以前  

から行われてきたこと（宇多，1997）により，一時期に後退した汀線が復元しつつあるこ  
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測線No．  

図5．7 富士海岸における汀線の経年変化  

10   0  

とを示している．沿岸漂砂で運ばれる土砂   10  

が通過する範囲と考えられる測線No・60～ z（m）O  

No．40では1985年に汀線が後退し，その後  

も汀線が後退している場所がある．とくに，  

測線No．49～No．39では汀線の後退が著し  

い・また，沿岸漂砂下手側にあたる測線 z（m）O  

No．40から沼津港（測線No．0）の範囲では  

汀線位置はやや前進しているのみにすぎな  

い．  

沿岸漂砂上手側と沿岸漂砂が通過する範 z（m）0  

囲の海浜断面形を図5．8に示す．測線No．77  

では，1974年には鉛直上方に凹状であった  

海浜断面形から，1985年，1995年と汀線が  

しだいに前進するとともに，その沖側にも  

土砂が堆積してほぼ一様勾配の海浜断面形  

となった．測線No．67では，1974年にはほ  

ぼ一様勾配の海浜断面形であったが，1985  

年には汀線が後退した．その後に海岸保全  

施設として汀線付近に消波壕が整備された  

－10  

－20  

－30  

－40  
0  50 100 150 200 250 300 350 400  

Y（m）   

図5．8 富士海岸の沿岸票砂上手側  

における海浜断面形の変化   
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ため，1995年には海浜断面形はほぼ1974年  

の形状まで復元した．田子の浦港の東側に  

位置する測線N。．57で軋1974年にはZ＝ Z（m）0  

－20m以浅の海浜断面形はほぼ一様勾配で  ＿10  

あった．しかし，田子の浦港で沿岸漂砂の  

連続性がたたれているため，1985年には汀  

線が後退するとともに沖側も侵食され，海Z（m）0  

浜断面形が平行に後退したような変化が生  －10  

じた．また，1995年には汀線位置は変化し  

ていないが，沖側が侵食されたため，Z＝  

－20m以浅では鉛直上方に凹状の海浜断面  

形に変化しつつある．   

次に，沿岸漂砂が通過する範囲と沿岸漂  

砂下手側の海浜断面形を図5．9に示す．測  

線No．47では1974年にはZ＝－20m以浅  

の海浜断面形はほぼ一様勾配であったが，  

1985年，1995年と汀線が大きく後退すると  

ともに，鉛直上方に凹状の海浜断面形へと  

変化した．図5．7において汀線の変化がほと  

んど見られなかった測線No．27では，Z＝  

10   
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－40  
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図5．9 富士海岸の沿岸漂砂下手側  

における海浜断面形の変化  

－20m以浅の海浜断面形もほとんど変化していないことがわかる．沿岸漂砂下手側の測  

線No．7では海浜断面形はほとんど変化しておらず，Z＝－20m以浅は鉛直上方に凸状の  

海浜断面形を示す．   

ところで，沿岸漂砂の通過する範囲に位置する測線No．57～No．27ではZ＝－20m付  

近で海浜断面形の勾配が変化しており，沖側では約1／2とかなり急勾配となっている．そ  
して，沿岸漂砂下手側に位置する測線No．7ではZ＝－10m付近から約1／2の急勾配斜面  

となっている．つまり，富士海岸の沿岸漂砂下手側においては，運ばれてきた土砂が急勾  

配斜面を通過してZ＝一20mより深いところまで堆積するために，約ユ0年間の変化で見  

ると汀線の前進が小さかったと考えられる．   

なお，沿岸漂砂上手側に位置し，汀線が経年的に後退した測線No．57とNo．47における  

海浜断面形の変化限界水深はZ≒－16mと読みとれる．一方，沿岸漂砂の上手側に位置  

し，汀線が経年的に前進した測線No．77における海浜断面形の変化限界水深はZ≒－18m  

である．また，沿岸漂砂下手側に位置する測線No．7では海浜断面形が急勾配のため，海  

浜断面形の変化限界水深が明確に把握できず，かなり深いところまで土砂が移動・堆積し  

ていると推定される．  

刷皆生海岸   

第2章において岬・岬型漂砂系に分類した皆生海岸（図5．10）は，美保湾内に形成され  

た弓ヶ浜半島の外側を縁取る砂質海岸であり，東側から西側への沿岸漂砂（←印）が卓越  
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図5．10 皆生海岸の位置する漂砂系  

図5．‖ 皆生海岸おける汀線の経年変化（1948年～1979年）   

する．1948年と1979年に撮影された空中写真から汀線形状を読みとり，その変化を模式  

的に示した図5．11（宇多ほか，1988）によると，日野川河口部とその西側で海岸線が著し  

く後退し，弓ヶ浜中央部（測線No．55）より西側で海岸線が前進したことがわかる．つま  

り，約30年間で沿岸漂砂の上手側が大規模に侵食され，そこから土砂が沿岸漂砂下手側  

に運ばれ堆積したことになる．   

次に，1986年と1993年および1997年に行われた深浅測量から汀線位置を求めて，1986  

年の汀線位置を基準とした汀線変化量を図5．12に示す．1986～1993年の7年間に沿岸漂  

砂上手側の侵食対策として海岸保全施設が整備され（図5．12仙），測線No．51より東側で  
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図5・12 皆生海岸における汀線の経年変化（1986年～1997年）  

は，1993年以降に汀線は安定・前進傾向と  

なった．しかし，自然な海浜が残されている  

測線No．51より西側ではL型突堤や埋立地の  

影響で，沿岸漂砂の不均衡による汀線の後退  

と前進が1993年，1997年と経年的に進んだ  

ことがわかる．  

5  

Z（m）0  

－5  

－10  

沿岸漂砂上手側に位置し，1993年以降に Z（m）0  

汀線が安定・前進傾向となった範囲の海浜断  

面形を図5．13に示す．測線No．20では海浜断  

面形はほとんど変化していないが，鉛直上方  

に凹状となっている．測線No．40では1986年  

にはZ＝－4m以浅が鉛直上方に凹状の海浜  

断面形となっており，その沖側は急勾配斜面  

であるが，Z＝－8mでかなりの綬勾配斜面  

となる．1993年になると，陸上部からZ＝  

－3mの前浜がほぼ平行に後退し，1997年に  

は汀線位置は変わらないが，沖側がほぼ平行  

に侵食された．測線No．51では1粥6年から  

1993年には前浜がほぼ平行に後退したが，  
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図5．13 営生海岸の沿岸漂砂上手側  

における海浜断面形の変化   
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1997年には前浜は平行に前進している．な  

お，1986～1997年における沖側の海浜断  

面形の変化から，測線No．40とNo．51ではY Z（m）0  

＝150～350mにバーが存在し，Z≒－8m  

以浅で海浜断面形が変化していることがわ  

かる．   

次に，沿岸漂砂の通過する範囲と沿岸漂  

砂下手側に位置する測線の海浜断面形を図  

5．14に示す．測線No．55では1986年にはZ  

＝3～－ 1mが急勾配斜面（浜崖）となっ  

ており，Z＝－1～5mは緩斜面で，その  

沖側にバーが見られる・1993年になるとZ z（m）0  

＝3～－3mの前浜がほぼ平行に後退し，  

沖側の海浜断面形はほとんど変化していな  

い・1997年においても1993年の海浜断面 ＿10  

形をほぼ保っていることが読みとれ，前浜  

部分は鉛直上方に凹状となっている．なお，  

図5．12で汀線変化が小さかった測線No．62  

では海浜断面形もほとんど変化していない．   

沿岸漂砂下手側の測線No．86では汀線が  

0  100  200  300  400  500  600  

Y（m）   

図5．13 皆生海岸の沿岸漂抄下手側  

における海浜断面形の変化  

経年的に前進するとともに，沖側のバー地形もさらに沖へと発達している．そして，陸上  

部のZ＝2～Omではパームを形成しつつ堆積平坦面となり，Z＝0～－ 4mはほぼ一様  

勾配斜面で，その沖側ではバーの沖側の急斜面を埋めるような形態で堆積が進んでいるこ  

とがわかる．したがって，Z＝2～－ 8mの全体的な海浜断面形は，鉛直上方にやや凸状  

となっている．なお，1986年と1997年の海浜断面形はZ＝2～－8mでほぼ平行に沖側  

に前進した変化を示す．また，測線No血と測線No．51，および測線No．86における海浜  

断面形の変化限界水深はZ≒－8mであることから，皆生海岸では沿岸漂砂の上手側と下  

手側における海浜断面形の変化限界水深ははぼ同じと言える．  

5．3 岬・海底谷型漂砂系に位置する海岸における海浜断面形の特徴  

（1）下新川海岸   

下新川海岸は，図5．15に示すように急深な富山湾に面した黒部川扇状地の外側を縁取る  

砂礫海岸で，東側から西側または北東から南西への沿岸漂砂（←印）が卓越する．図5．15  

に示した漂砂系のうちの黒部川河口から生地鼻にかけての中期的な時間スケールの汀線変  

化を図5．16に示す．なお，汀線形状は1947年と1975年および1985年に撮影された空中  

写真から読みとり，1947年の汀線位置を基準として1975年と1985年の汀線変化量を求  

めた．   

図5．16（b）に示した範囲では1975年にははぼ全域で汀線の後退が生じ，汀線が前進した  
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図5．15 下新川海岸の位置する漂砂系  

図5．16 下新川海岸における汀線の経年変化（1947年～1985年）  

のは黒部漁港の周辺のみである．また，汀線の後退量は測線No．69付近で』Y≒100mと  

大きく，生地鼻に向かうにしたがって小さくなる．さらに，1975年以降には海岸保全施  

設が整備されたため，汀線の変化はほとんど見られない．  
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汀線変化を示した範囲における沿岸漂砂  

上手側の海浜断面形を図5．17に示す．黒部  

川河口の左岸の測線No．75では，1975年に  

はやや鉛直上方に凹状の海浜断面形であっ  

たが，1980年，1985年には沖側に土砂が堆  

積してほぼ一様勾配の海浜断面形となった．  

測線No．67では，1975年にはZ＝－10m以  

浅で鉛直上方にやや凹状の海浜断面形であ  

り，1980年に汀線が前進したが，1985年に  

はふたたび鉛直上方に凹状の海浜断面形に  

なった．測線No．60でもZ＝－10m以浅で  

鉛直上方にやや凹状の海浜断面形であり，  

1975年以降ほとんど変化していない．なお，  

測線No．69とNo．60ではZ＝－10皿付近で  

海底勾配が急になっていることもわかる．   

沿岸漂砂下手側にあたる生地鼻と黒部漁  

港周辺の海浜断面形を図5．18に示す．測線  

No．57では破線で示した1975年の海浜断面  

形はZ＝榊10m以浅で鉛直上方に凸状で，  

その沖側は約1／2の急勾配斜面となってい  

0  50  100  150  200  250   
Y（m）  

図5．17 下新川海岸の沿岸漂砂上手側  

における海浜断面形の変化  

ることがわかる・1980年になると汀線位置 z（m）0  

は変わらず，1975年の海浜断面形が20～  

30m沖償胴こ前進したような変化を示す．1985  

年にはその海浜断面形のZ＝－9m以浅が  

侵食されて鉛直上方に凹状になった．測線  

No．51ではZ＝－10m以浅で鉛直上方に凸  

状で，その沖側は急勾配の海浜断面形であ  

り，1975年以降においてはその形状はほと  

んど変化していない．   

ここで，測線No．57における1975年から  

1980年における海浜断面形のほぼ平行な沖  

側への前進が異常に大きいことに着目する．  

空中写真の比較から汀線変化量を読みとっ  

た図5．16（a）によると，測線No．57における  

1975年から1985年の汀線変化量は』Y＝  

20mとなる．しかし，海浜断面形の比較で  

は1975年と1985年では汀線位置はほとん  

ど変化していない．そこで，1975年の海浜  
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図5．18 下新川海岸の沿岸票砂下手側  

における海浜断面形の変化  
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断面形を20m沖側に平行して細い破線で示すと，沖側の急勾配斜面はほぼ一致するよう  

になる．このことから，1975年の深浅測量で得られた測線No．57の海浜断面形には測量  

の錯誤が含まれていると指摘され，このような場合には，近接する測線の海浜断面形や空  

中写真から求めた汀線変化量をもとに修正するのが望ましいと言える．結局，この海岸に  

おける沿岸漂砂の上手側と下手側の海浜断面形の特徴は明らかにすることができたが，海  

浜断面形の変化限界水深を比較することは，現時点では難しいと言える．  

（2）静岡一清水海岸   

静岡・清水海岸は駿河湾西岸に形成された三保松原の外側を縁取る砂礫海岸であり，図  

5．19に示すように南西側から北東側への沿岸漂砂（→印）が卓越する．  

1948年と1987年に撮影された空中写真から静岡・清水海岸の汀線形状を読みとり，  

1948年の汀線位置を基準として変化量を示したのが図5．20（a）である．これによると，1948  

～1987年の約40年間で沿岸漂砂上手側の安倍川河口から測線No．80で汀線が最大で  

100n後退し，測線No．80から三保地先にかけては汀線が最大で100m前進したことがわ  

かる．この安倍川河口から測線No．80までの汀線後退は経年的に進んだので，それに応じ  

て離岸埴群などの海岸保全施設の整備が1卵4年以降行われてきた（字多ほか，19鋸）．   

次に，1987年と1992年および1997年に行われた深浅測量の結果をもとに，1987年以  

降の汀線変化を調べた（図5．20（c））．1987年までに汀線が後退した安倍川河口から測線  

No．80の範囲では汀線が安定・堆積傾向を示し，整備された海岸保全施設の効果がみられ  
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図5．20 静岡・清水海岸における汀線の経年変化  

る．また，1997年に安倍川河口から測線No．40で汀線が大きく前進したのは，安倍川で  

の土砂採取が禁止され，出水時の流出土砂量が増加したことによると考えられる（例えば，  

鳥居，2001）．一方，測線No．80～No．35ではヘッドランドが設置され，1987年から1992  

年に汀線が大きく後退し，その後は安定傾向にある．また，測線No．35からNo．0では汀  

線の前進傾向が見られるが，その前進量は小さい．   

沿岸漂砂上手側に位置する測線の海浜断面形を図5．21に示す．測線No．128では汀線が  

後退した1987年には前浜部分は鉛直上方に凹状の海浜断面形であったが，その後は汀線  

が前進するとともに沖側にも土砂が堆積して，Z＝1～－ 7mはほぼ一様勾配の海浜断面  

形になりつつある．1粥7年までに汀線が後退した測線No．95では鉛直上方に凹状の海浜  

断面形であり，消波場と離岸壕の整備により1粥7年以降では海浜断面形はほとんど変化  

していない．一方，ヘッドランドの下手側に位置する測線No．52では，1987年にはZ＝  

－7m以浅で鉛直上方に凸状であった海浜断面形から，汀線の経年的な後退とともに，1992  

年にはほぼ一様勾配の海浜断面形に，1997年には鉛直上方に凹状の海浜断面形になった．   

沿岸漂砂の通過する範囲と沿岸漂砂下手側に位置する測線の海浜断面形を図5．22に示  
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図5．21静岡・清水海岸の沿岸漂砂上宇側  

における海浜断面形の変化   

す．1987年までに汀線が前進した測線No．43  

では，鉛直上方に凸状の海浜断面形が1992  

年にはほぼ平行に沖側に前進したが，1997  

年にはZ＝－6m以浅が侵食されて鉛直上  

方に凹状の海浜断面形になった．1947年以  

降で汀線が前進傾向にある測線No．33では，  

前浜部分の鉛直上方に凸状の海浜断面形が  

沖側にほぼ平行に前進していることがわか  

る．一方，汀線がほとんど変化していない  

測線No．23では，Z＝－15m以浅の海浜断  

面形は鉛直上方に凸状で急勾配となってい  

る．   

三保松原の先端部に位置する測線No．13  

とNo．3では，前浜部分は鉛直上方に凸状で，  

その沖側は約1／2の急勾配で深いところま  

でつづく（図5．23）．この範囲に沿岸漂砂  

で運ばれてきた土砂は，急勾配斜面を通過  

して深い海底へ堆積するため，中期的な時  

間スケール（約10年）では汀線位置はほと  

図5．22 静岡・清水海岸の沿岸漂砂通過範囲  

における海浜断面形の変化   
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図5．23 静岡・清水海岸の沿岸漂砂下手側  

における海浜断面形の変化  
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んど変化しないことがわかる．つまり，沿岸漂砂上手側では汀線の後退と前進に応じて，Z   

－ 6～－10m以浅で海浜断面形の変化が生じているが，下手側では急勾配の海底地形  

のため深いところまで変化が生じていることになる．  

（3）駿河海岸   

駿河海岸は，図5．24に示すように大井  

川河口を中心として南北に広がる延長約  

18kmの砂礫海岸であり，北側では南西か  

ら北東への沿岸漂砂（→印）が，南側で  

は北東から南西への沿岸東砂（←印）が  

卓越する．駿河海岸の位置する漂砂系で  

は大井川河口を境に沿岸漂砂の卓越方向  

が異なることが特徴としてあげられるが，  

ここでは北側の海岸における中期的な時  

間スケールの汀線変化と海浜断面形の変  

化過程に着目する．   

深浅測量から得られた大井川河口北側  

における汀線変化を，1970年を基準とし  

て図5．25（a】に示す．1980年に汀線の後退  

が顕著に生じたのは測線No．42～No．20の  

範囲で，汀線が顕著に前進したのは測線  

No．20～No．4の範囲である．1980年以降  

には大井川港から北東に向かって海岸保  

全施設が整備されたため，大井川港から  

測線No．30までの範囲では，1980年から  

1990年では汀線は安定・前進傾向にある．－20m  

一方，測線No．30～No．13では1980年か  

ら1990年の間に汀線の後退が生じた．と  
国5．24 駿河海岸の位置する漂砂系  

くに，測線No．20～No．13では1970年から1980年では汀線が前進したが，1980年から  

1990年では汀線は後退した．測線No．13～No．4では1980年以降も汀線は前進傾向にある．   

沿岸漂砂上手側に位置する測線の海浜断面形を図5．26に示す．測線No．42では1970年  

には鉛直上方に凹状の海浜断面形となっており，1970年以降ではほとんど変化が見られ  

ない．測線No．32でも1970年の海浜断面形は鉛直上方に凹状であり，1980年にはほぼ平  

行に陸側に後退し，1980年から1990年にはほぼ平行に沖側に前進した．測線No．22でも  

1970年の海浜断面形は鉛直上方に凹状であり，1980年にははぼ平行に陸側に後退し，1990  

年にも平行に後退した．このため，現在では海岸保全施設としての消波壕が整備されてい  

る．   

沿岸藻砂下手例の測線No．12と測線No．4では沖側が約1／2の急勾配斜面で深いところ  

までつづき，Z＝5～－5mの前浜は鉛直上方に凸状の海浜断面形となっている（図5．27）．  

－75－   



4 6 81012141618 20 22 24 26 28 30 32 34 36 38 40 42 44 46 48  

測線No．  

● ● ● ●No．4  

No．32  
大井川港  

㌔／  
0  1km  
し品し」   

〆・  

図5．25 駿河海岸における汀線の経年変化  
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Z（m）0  

－5  

そして，汀線の前進に対応してほぼ平行に  

海浜断面形も沖側に前進しているが，その  

変化量は小さい．   

結局，駿河海岸における沿岸漂砂上手側  

ではZ≒－8～一11m以浅で汀線の前進と  
5  

後退に応じて海浜断面形の変化が生じてい  

ることが図5．26から読みとれる．一方，急 Z（m）0  

勾配の海底地形が存在する沿岸漂砂下手側  

では，海浜断面形の変化はかなり深いとこ  

ろまで生じていることが図5．27からわかる．  

－5  

5  

Z（m）0  

－5  

－10  

－15  

5．4 海浜断面形の特徴による海岸の分類   

5．3節で対象とした海岸での沿岸漂砂の上  

手側と下手側における海浜断面形の特徴と  

変化過程は，模式的に国5．28のようにまと  

められる．つまり，沿岸漂砂下手側を最終  

的な土砂の堆積域としてみると，その海底  

地形の勾配に依存して海岸は2つに分類で  
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図5．26 駿河海岸の沿岸漂砂上手側  

における海浜断面形の変化   
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きる．それは，沿岸漂砂下手側の海底地形  

が緩勾配の海岸（下手側緩勾配海岸）と，  

下手側の海底地形が急勾配の海岸（下手側  

急勾配海岸）の2つである．   

下手側綬勾配海岸では，沿岸漂砂上手側  

の海浜断面形の変化限界水深（h鮎）と下手  

10  

5  

Z（m）0  

－5  

5  

側のそれ（h田）がほぼ同じで，汀線の変化  

とほぼ平行に海浜断面形が変化する．そし 
Z（m）0  

て，上手側と下手側の海浜断面形の変化限  

界水深は時間が経過してもほぼ一定である．  

したがって，このような海岸では，沿岸漂  

砂の上手側と下手側における漂砂の移動高  

（漂砂帯幅）が同一で，海浜断面形の変化  

が汀線の変化と平行移動することを前提と  

した従来の汀線変化モデルにより，海浜地   
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図5．27 駿河海岸の沿岸漂砂下手側  

におけるさ毎浜断面形の変化  

形の変化予測が高い精度で行える．   

一方，下手側急勾配海岸では，沿岸漂砂  

上手側の海浜断面形の変化限界水深（h蝕）  

は経年的に変化しないが，下手  

側のそれ（h畑）は土砂が急勾配（a）下手側緩勾配海岸  

下手側  の斜面に沿って深いところまで  

堆積するので経年的に深くなる．  

このような場合，沿岸漂砂上手  

側における汀線後退量に比較し  

て，下手側の汀線前進量がかな  

り小さくなるので，汀線後退量  

のみが目立つことになる．した  

がって，沿岸漂砂の上手側と下  

手側における漂砂の移動高（漂  

砂帯幅）が同一ではなく，下手  

側の海浜断面形の変化限界水深  

が経年的に深くなるので，従来  

の汀線変化モデルでは高い精度  

の海浜地形の変化予測ができな  

いことになる．   

ところで，地形・地質の特徴  

から岬・岬型漂砂系に位置する  

とした大曲海岸，富士海岸，皆  

図5・28 海浜断面形の特徴から分類される海岸  

（宇多・山本（1996）を修正）  
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生海岸を海浜断面形の特徴から分類すると，大曲海岸と皆生海岸は下手側緩勾配海岸，富  

士海岸は下手側急勾配海岸となる．一方，下新川海岸，静岡・清水海岸，駿河海岸は海浜  

断面形の特徴から，いずれも下手側急勾配海岸に分類される．つまり，岬・海底谷型漂砂  

系に位置する海岸は下手側急勾配海岸とも言えるが，岬・岬型漂砂系に位置する海岸は下  

手側緩勾配海岸と下手側急勾配海岸のどちらかに分類されることになる．  

5．5 まとめ   

ここでは，第2章で岬・岬型漂砂系に分類した大曲海岸，富士海岸，皆生海岸，および  

岬・海底谷型漂砂系に分類した下新川海岸，静岡・清水海岸，駿河海岸を例に沿岸漂砂の  

上手側と下手側における海浜断面形の特徴を調べた．その結果，沿岸漂砂上手側の汀線の  

後退が見られないところでは一様勾配の海浜断面形で，汀線の後退が進んだところでは前  

浜部分は鉛直上方に凹状の海浜断面形であることを示した．また，沿岸漂砂の下手側の汀  

線が前進傾向にあるところでは，前浜部分は鉛直上方に凸状の海浜断面形となることも明  

らかにした．   

そして，沿岸漂砂下手側での最終的な土砂の堆積域における海浜断面形の特徴から，大  

曲海岸と皆生海岸は下手側急勾配海岸に，下新川海岸，富士海岸，静岡・清水海岸，駿河  

海岸は下手側急勾配海岸に分類した．さらに，下手側急勾配海岸である富士海岸，下新川  

海岸，静岡・清水海岸，駿河海岸の沿岸漂砂下手側では，急勾配で急深な海底地形である  

ため，数年聞から数十年間の中期的な時間スケールでみても，下手側の汀線と海浜断面形  

の変化が小さいことも明らかにした．   

これをもとにすると，岬・岬型漂砂系位置する下手側緩勾配海岸では，長期間の時間ス  

ケール（数百年間から数千年間）で海浜地形の変化が進み，現状では比較的安定な形状へ  

と近づいていると考えられる．一方，下手側急勾配海岸では，岬・岬型漂砂系または岬・  

海底谷型漂砂系のどちらかに位置していても，沿岸漂砂下手側では堆積地形の形成が進行  

段階にあると言える．   

つまり，下手側域急勾配海岸における下手側は急勾配で急深な海底地形で堆積地形の形  

成の進行段階にあるため，そこで局所的に高密度な深浅測量を繰り返しても有効なデータ  

を得ることはできず，むしろ深浅測量誤差のみが目立つことになる．すなわち，漂砂系に  

おける沿岸漂砂の上手側と下手側の海浜断面形を調べずに，局所的な現象のみに着目した  

調査とその解析を行っても，長期間の時間スケールでの海浜地形の変化傾向を誤って解釈  

する危険性があると指摘される．  
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第6章 沿岸漂砂にともなう海浜断面形の変化過程に関する実験的検討  

6．1概要   

第5章では，沿岸漂砂にともなう中期的な時間スケール（数年聞から数十年間）の海浜  

断面形の変化過程をいくつかの海岸を事例として示した．このような海浜地形の変化過程  

の外力としては，波浪，潮流，海流，および潮汐などが考えられる．しかし，本研究では  

海域における波浪の作用による土砂の移動・堆積過程を対象としているので，実際の現地  

海岸における海浜地形の中期的な時間スケールの変化過程が，波浪作用にのみで生じる現  

象か確認することにした．   

具体的には，沿岸漂砂が卓越する条件の移動床模型実験を行い，波浪の作用による海浜  

地形の変化過程の普遍性について検討した．その結果，岬・岬型漂砂系に位置する海岸を  

対象とした実験では，沿岸漂砂上手側では汀線の後退とともに鉛直上方に凹状の海浜断面  

形に変化すること，前浜部分は汀線とほぼ平行に陸側に後退することを再現した．また，  

沿岸漂砂下手側では汀線の前進とともに鉛直上方に凸状の断面形へと変化し，前浜部分は  

汀線とほぼ平行に沖側に前進することを明らかにした．そして，下手側綬勾配海岸を対象  

とした実験では，沿岸漂砂の上手側と下手側における海浜断面形の変化限界水深はほぼ同  

じであること，下手側急勾配海岸を対象とした実験では，沿岸漂砂上手側の海浜断面形の  

変化限界水深に比較して，下手側におけるそれが深くなることを明らかにした．   

つまり，第5章で述べた岬・岬型漂砂系に位置する海岸における海浜断面形の特徴と，  

中期的な時間スケール（数年聞から数十年間）の海浜断面形の変化過程が，波浪のみを作  

用させた移動床模型実験で再現可能なことを示した．しかし，模型海浜の初期の海底勾配  

が急な場合には海浜断面形の変化が短時間で生じ，海底勾配が緩い場合には海浜断面形の  

変化に時間がかかることもわかった．このことは，海浜地形の変化過程においては，波浪  

の作用時間がかなり重要な要素となることを示唆しており，海浜過程に関する再現実験を  

行う場合には，時間スケールの相似則に留意すべきであると指摘した．   

岬・海底谷型漂砂系に位置する海岸を対象とした実験では，沿岸漂砂上手側で汀線が後  

退した範囲の海浜断面形の変化は，岬・岬型漂砂系に位置する海岸の上手側とほとんど同  

じであることを明らかにした．また，沿岸漂砂下手側の海底地形が急深な場合には，円弧  

状（または，鈎状）の砂囁が形成され，土砂はかなり深いところまで堆積することがわか  

った．一方，沿岸漂砂下手側の海底地形が浅い平坦面の場合には，沿岸漂砂の上手側から  

運ばれてきた土砂は浅い平坦面の奥には運ばれず，外縁のやや岸側と沖側の深いところに  

堆積することがわかった．そして，土砂の堆積する平坦面は浅いので単純砂囁が形成され，  

その砂囁が急速に発達して，対岸に大規模な岬がある場合にはバリアとなることを明らか  

にした．   

さらに，沿岸漂砂上事例における侵食過程では海浜断面形の勾配によらず，波浪の大き  

さで海浜断面形の変化限界水深がほぼ決まり，下手側における堆積過程では海浜断面形の  

勾配に応じて，土砂の堆積する水深が経時的に深くなることを模式的に示した．  
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6．2 岬・岬型漂砂系における海浜断面形の変化過程に関する実験  

（1】下手側緯勾配海岸における海浜断面形の変化過程   

実験は幅30m，長さ23m，高さ1mの平面水槽内に，中央粒径血。＝0．25Ⅱ皿の淘汰のよ  

い実験砂を用いて，1／20勾配の海浜断面形で沿岸方向に一様な模型海浜を製作して行った  

（図6．1）．また，模型海浜を造波板に対して傾けて製作し，沖側の入射波向が15Q にな  

るように設定して，左側から右側への沿岸漂砂が卓越する条件とした．波浪条件は沖波換  

算波高がHo＝6．Ocm，周期がT＝1．13sの規則波とし，海浜模型の左右端の導波板はスネ  

ルの法則で求めた波向線に沿って設置した．これらの導波板は沿岸漂砂を完全に遮断する  

構造なので，現地における大規模な岬とみなすことができ，岬・岬型漂砂系の地形的特徴  

を模式的に再現していると言える．  

← 
3m 二「二L 

図6．1平面水槽と模型海浜の諸元  

実験では鉛直方向（Z軸）の基準点を平面水槽底面から30cmの静水面とし，左側の導  

波板とZ＝10．Ocm等高線との交点を沿岸方向（Ⅹ軸）と岸沖方向（Y軸）の原点とした．  

なお，この実験では，模型海浜の中央部（Ⅹ＝12．Om）に縦場長5．Om，横堤長2．Om，先  

端水深Z＝－15．Oc皿のT型突堤が設置してある．ここで，波浪条件と実験砂の粒径から  

完全移動限界水深を求めるとb，ニ8．gcm，表層移動限界水深はh法＝＝25．3cmで，式（3．4）  

と式（13）から算定される海浜断面形の変化限界水深はbr＝15．8cmとなる．つまり，模型  

海浜中央部のT型突堤は沿岸漂砂を遮断する限界の構造物で，現地では小規模な岬また  

は港湾の防波堤などとみなすことができる．   

以上の条件では，Ⅹ＝0～12mの範囲とⅩ＝12～24．8mの範囲が，それぞれ岬・岬型  

漂砂系と言える・設定した規則波を10時間作用させた場合の汀線形状の変化を園6．2に示  
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Ⅹ（m）  

図6．2 汀線変化  

す．x＝0～12mの範囲では，破線で示し  

た初期の汀線位置と比較すると，Ⅹ＝2～  

4mで汀線が後退し，Ⅹ＝4～8mは変化が  

小さく，Ⅹ＝8～12mでは沿岸漂砂の下手   

10  

Z（cm）  

0  

－10  

側に向かって徐々に汀線が前進したことが  

10 わかる・そして，T型突堤で沿岸漂砂が遮z（Cm）  
断されているため，Ⅹ＝12mでの汀線の前  

進量が大きい．一方，Ⅹ＝12～24．8mの範  

囲ではⅩ＝14～18mで汀線が後退し，Ⅹ  

＝19～24．8mでは沿岸漂砂の下手側に向か  

って徐々に汀線が前進した．そこで，Ⅹ＝0  

～12mの範囲とⅩ＝12～24．8mの範囲に  

おいて，汀線が後退した位置，変化がほと  

んど見られなかった位置，汀線が前進した  

位置の測線に沿う海浜断面形の変化過程を  

調べた．   

X＝0～12mの範囲の汀線が後退した測  

線Ⅹ＝3．Omでは，Y＝1．5～4．Omが侵食  

されて鉛直上方に凹状となり，その沖側のY  

0  

－10  

10  

Z（Cm）  

0  

－10  

－20  

－30   

0  1  2  3  4  5  6  7  8  
Y（m）   

国6．3 X＝0～12mの範囲に位置する測線  

における海浜断面形の変化  

＝4．0～6．Omに堆積が見られる（国6．3）．この測線における海浜断面形の変化では，岸  

側の侵食量が沖側の堆積量より多いことがわかる．測線Ⅹ＝7．Omでは汀線変化はほとん  

ど見られなかったが，Y＝1．5～2．Omにパームが形成され，Y＝2．0～3．5mで侵食が，Y  

＝3．5～6．3mで堆積が生じた．この測線では汀線からⅩ＝3．5mまでが侵食されて凹状と  

なったが，その侵食量に対して岸側と沖側の堆積量が大きい．汀線が前進した測線Ⅹ＝  

11．98mではY＝1．5～6．5mまでに砂が堆積して，鉛直上方に凸状の海浜断面形となった．   

同じように，Ⅹ＝12～24．8mの範囲の海浜断面形の変化を示した図6．4によると，汀線  

が後退した測線Ⅹ＝15．Omでは，Y＝1．5～3．5mが侵食されて鉛直上方に凹状となり，  

その沖側のY＝3．5～6．Omに堆積が見られる．この測線における海浜断面形の変化では，  

岸側の侵食量が沖側の堆積量より多いことがわかる．測線Ⅹ＝19．Omでは汀線変化はほ  
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とんど見られず，Y＝1．5～2．Omにパーム  

が形成されたのみで，その沖側では海浜断 10  

面形はほとんど変化していない．汀線が前 Z（Cm）                                    0  
進した測線Ⅹ＝24．OmではY＝1．5～6．7m  

までに砂が堆積して，鉛直上方に凸状の海  

浜断面形となった．  10   

Z（Cm）  
実験条件から海浜断面形の変化を分類す                                     0  

る指標を算定するとC＝5．9，P＝1．18と  

なり，堆積型に近い中間型の海浜断面形の  

変化が生じる条件である．つまり，沿岸漂 10  

砂が均衡していると仮定すれば，測線Ⅹ＝ Z（Cm）  
0  

7．Omで見られるような海浜断面形の変化が  

生じることになる．したがって，沿岸漂砂  

上事例の測線Ⅹ＝3．Omと測線Ⅹ＝15．Om  

で鉛直上方に凹状の海浜断面形に，下手側  

の測線Ⅹ＝11．98mと測線Ⅹ＝24．Omで鉛  

直上方に凸状の海浜断面形になったのは，  

沿岸漂砂による海浜断面形の変化が進んだ  

ためと言える．さらに，海浜断面形の変化  

が生じたのは，上手側の測線Ⅹ＝3．OmとⅩ  

0  1  2  3  4  5  6  7  
Y（m）  

図6．4 X＝12～24．8mの範囲に位置する測繰  

における海浜断面形の変化  

＝15．OmでZ≒－20cm以浅，下手側の測線Ⅹ＝11．98mとⅩ＝24．OmでZ≒－23cm以  

浅とほぼ同じであった．すなわち，図5．28【a）に模式的に示した，下手側緩勾配海岸にお  

ける沿岸漂砂の上手側と下手側の海浜断面形の特徴と変化過程を，波浪のみを作用させた  

実験で再現できたことになる．   

しかし，国6．3と図6．4には1点鎖線で波浪を2時間作用させた場合の海浜断面形も示し  

たが，測線Ⅹ＝11，錮mと測線Ⅹ＝24mでやや堆積が進んでいるものの，波浪を作用さ  

せる前の海浜断面形とはとんど変わらない．このことは，海浜地形の変化過程においては  

波浪の作用時間がかなり重要な要素となることを示唆しており，海浜過程に関する実験を  

行う場合には，時間スケールの相似則に留意すべきであると言える．  

（2）下手側急勾配海岸における海浜断面形の変化過程   

実験は幅26m，長さ26m，高さ0．6mの平面水槽内に，中央粒径ふ0＝0．22Ⅱ皿の淘汰の  

よい実験砂を用いて，1／10勾配の海浜断面形で沿岸方向に一様な模型海浜を製作して行っ  

た（国6．5）．また，模型海浜を造波板に対して傾けて製作し，沖側の入射波向がZO O に  

なるように設定して，右側から左側への沿岸漂砂が卓越する条件とした．波浪条件は沖波  

換算波高がH。＝4．8cm，周期がT＝1．26sの規則波とし，海浜模型の左右端に沿岸漂砂を  

完全に遮断する導波板を設置した．したがって，これらの導波板を現地における大規模な  

岬とみなせ，岬・岬型漂砂系の地形的特徴を模式的に再現していることになる．   

また，鉛直方向（Z軸）の基準点を平面水槽底面から30cmの静水面とし，左側の導波  
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図6．5 平面水槽と模型海浜の諸元  

2．5  

2．O  

Y（m）   

l．5  

l．0  

0．5  

0  

0   4   8  12 16  20  24  28  
Ⅹ（m）  

図6．6 汀線変化  

板とZ＝10．Ocmの等高線との交点を沿岸方向（Ⅹ軸）と岸沖方向（Y軸）の原点とした．  

ここで，波浪条件と実験砂の粒径から完全移動限界水深を求めるとh叩＝7．6cm，表層移  

動限界水深はb。S＝22．7cmで，式（3．4）と式（13）から算定される海浜断面形の変化限界水深  

はhf＝16．2cmとなる．   

設定した規則波を3時間作用波浪を作用させた場合の汀線形状の変化を図6．6に示す．  

図6．6には波浪を1時間，2時間作用させた時点の汀線形状も示してあり，実線で示した3  

時間後の汀線形状と破線で示した初期のそれを比較すると，沿岸漂砂上事例にあたるⅩ  

＝26～5皿で汀線が後退し，汀線が前進したのは下手側のⅩ＝5～Omであることがわ  

かる．また，汀線の後退した範囲とその後退量に比較して，汀線が前進した範囲とその前  
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進量がかなり小さいことも読みとれる．   

沿岸漂砂上手側で汀線がした範囲に位置  

する測線，中間部で汀線がやや後退した範  

囲に位置する測線，沿岸漂砂の下手側で汀  

線が全市した測線に沿う海浜断面形の変化  

を図6．7に示す．沿岸漂砂上手側の測線Ⅹ  

＝25．5mでは，Z＝－10cm以浅が侵食され，  

Z＝Ocm以高に浜崖が形成されたため，鉛  

直上方に凹状の海浜断面形となった．また，  

浜崖を含む前浜部分は平行移動しながら陸  

側に後退し，侵食で形成された緩斜面はZ  

－ 10cm，Y：＝Zmを起点として次第に緩  

くなることが，1時間後（1点鎖線）と3時  

間後（実線）の海浜断面形の比較からわか  

る．   

中間部の測線Ⅹ＝12．5mでは，Y＝0．8  

～1．3mで小さな堆積と侵食を繰り返し，Y  

＝2～3．2m付近に砂が堆積しているが，海  

浜断面形の大きな変化は生じていない．沿   
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図6．7 代表測線における海浜断面形の変化  

岸漂砂下手側の測線Ⅹ＝1．5mでは，陸上部にも実験砂が堆積してパームが形成されると  

ともに，汀線より沖側にも実験砂が堆積して鉛直上方に凸状の海浜断面形となった．そし  

て，1時間後と3時間後には海浜断面形が汀線の前進とともに沖側に平行移動する変化が  

見られる．   

実験条件から海浜断面形の変化を分類する指標を算定するとC＝5．9，p＝1．79となり，  

C値では堆積型に近い中間型の海浜断面形の変化が，P値では侵食型に近い中間型の海浜  

断面形の変化が生じると予測される．つまり，沿岸漂砂が均衡していると仮定すれば，測  

線Ⅹ＝12．5mで見られるような海浜断面形の変化が生じることになる．したがって，沿  

岸漂砂上手側の測線Ⅹ＝25．5mで鉛直上方に凹状の海浜断面形に，下手例の測線Ⅹ＝  

1・5mで鉛直上方に凸状の海浜断面形になったことから，沿岸漂砂による海浜断面形の変  

化が進んだことがわかる．さらに，海浜断面形の変化が生じたのは，上手側の測線Ⅹ＝  

25．5mでZ≒－10cm以浅，下手側の測線Ⅹ＝1．5mでZ≒－25cm以浅と，後者がかなり  

深いことがわかる．   

また，図6．7には1点鎖線で波浪を1時間作用させた場合の海浜断面形も示しており，  

測線Ⅹ＝25．5mと測線Ⅹ＝1．5mでは前浜部分が汀線の変化とはぼ平行に後退・前進して  

いることも読みとれる．このことは，現地における海浜断面形の特徴と変化過程に共通す  

るものであり，国5．28（b）に模式的に示した下手側急勾配海岸における沿岸漂砂の上手側  

と下手側の海浜断面形の特徴と変化過程を，波浪のみを作用させた実験で再現できたと言  

える．  
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（3）考察   

岬・岬型漂砂系に位置する海岸においては，沿岸漂砂上手側では汀線の後退とともに鉛  

直上方に凹状の海浜断面形に変化すること，前浜部分は汀線とほぼ平行に陸側に後退する  

ことを実験で確認した．また，沿岸漂砂の通過する範囲では岸沖漂砂にともなう海浜断面  

形の変化が卓越することがわかった．さらに，沿岸漂砂下手側では汀線の前進とともに鉛  

直上方に凸状の断面形へと変化し，前浜部分は汀線とほぼ平行に沖側に前進することを再  

現できた．   

そして，下手側緩勾配海岸を対象とした実験で，沿岸漂砂の上手側と中間部の沖側にバ  

ーが形成され，上手側と下手側における海浜断面形の変化限界水深はほぼ同じであること  

を示した．このことは，5．2節の皆生海岸における海浜断面形の特徴を実験で再現できた  

ことになる．また，下手側急勾配海岸を対象とした実験で，沿岸漂砂の上手側の海浜断面  

形の変化限界水深に比較して，下手側におけるそれが深くなることを明らかにした．この  

ことは，5．2節で示した富士海岸における沿岸漂砂の上手側と下手側の海浜断面形の特徴  

と共通するものである．   

以上のように，岬・岬型漂砂系に位置する海岸における海浜断面形の特徴と，中期的な  

時間スケール（数年聞から数十年間）の汀線の変化と海浜断面形の変化を，波浪のみを作  

用させた移動床模型実験で定性的に再現した．しかし，模型海浜の初期の海底勾配が急な  

場合には海浜断面形の変化が短時間で生じ，海底勾配が緩い場合には海浜断面形の変化に  

時間がかかることもわかった．このことは，海浜地形の変化過程においては，波浪の作用  

時間がかなり重要な要素となることを示唆しており，海浜過程に関する再現実験を行う場  

合には，時間スケールの相似則に留意すべきであると言える．  

6．3 岬・海底谷型漂砂系における海浜断面形の変化過程に関する実験   

岬・海底谷型漂砂系に位置する海岸のほとんどは，海浜断面形の特徴からは下手側急勾  

配海岸に分類され，沿岸漂砂下手側における海浜断面形の変化は，中期的な時間スケール  

（数年聞から数十年間）では小さいことを5．4節で指摘した．これは，沿岸漂砂下手側の  

海底地形が急勾配で深いために，沿岸漂砂で土砂が運ばれてきても海底を埋積するのみに  

すぎないからである．また，このような急深な海底地形の測量は高い精度で行うことが困  

難で，測線位置や測線方向のわずかなずれが原因で，汀線付近から深いところまで海浜断  

面形が大きく平行移動したような結果（例えば，国5．18）となることもある．   

また，汀線からある水深までは緩勾配で，その沖側が急勾配で深くなる海底地形の漂砂  

系に位置する海岸の分類の重要性についても5．4節で述べた．そこで，ここでは，沿岸漂  

砂下手側の堆積域における海底地形の差異，すなわち，海底谷の形状が急深な場合，緩斜  

面の場合，浅海平坦面の場合に形成される海浜地形の海浜断面形の特徴と変化過程につい  

て，宇多・山本（1992）が行った実験をもとに検討する．あわせて，沿岸域で見られる自然  

の堆積地形の一つである砂囁（湾に画した海岸や岬の先端などから細長く突きでるように  

延びている砂礫の州（山内，1981，p．213））の形成過程の再現も検討対象とする．なお，  

実験では水位を一定に保ち，波高と周期が一定の単一波浪のみを作用させた．  
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川実験条件   

実験は幅26m，長さ26m，高さ0．6mの平面水槽内の，導波板により仕切った幅16mの  

区間内に，中央粒径d50＝0．22mの淘汰のよい実験砂で模型海浜を製作して行った（図6．  

8）．鉛直方向（Z軸）の基準点を平面水槽底面から30cmの静水面とし，右側の導波板と  

水槽側壁の交点を沿岸方向（Ⅹ軸）と岸沖方向（Y軸）の原点とした．模型海浜は，図6．  

8に示すようにⅩ＝0～8mの範囲は造波板に対して傾けて製作し，沖側の入射波向が20  

0 になるように設定して，右側から左側への沿岸漂砂が卓越する条件とした．なお，この  

範囲の初期の海浜断面形はY軸方向に1／5勾配の斜面とした．  
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国6．8 平面水槽と模型海浜の諸元  

そして，沿岸漂砂上手側iこおける模型海浜の地形を同一にして，下手側のⅩ＝8～16m  

の海底地形を急深な場合（ケース①），徐々に緩勾配斜面となる場合（ケース②），浅い  

平坦面が広がる場合（ケース③）に設定した．波浪条件は換算沖波波高を払＝4．6cm，  

周期をT＝1．27sとした．この波浪条件と実験砂の粒径から完全移動限界水深を求めると  

h，＝7．2cm，表層移動限界水深はb慢＝21．7cmで，式（3．4）と式（13）から算定される海浜断  

面形の変化限界水深はb＝18．Ocmとなる．また，沿岸漂砂上手側における海底勾配を用  

いて，海浜断面形の変化に関する指標を算定するとC＝6．8，P＝2．80となり，C値では  

侵食型に近い中間型の海浜断面形の変化が，P値では侵食型の海浜断面形の変化が生じる  

と予測される．  

ほ）沿岸漂砂の下手側の海底地形が急深な場合（ケース①）   

国6．9に示すように汀線の方向をⅩ＝臥5m（点P）で700急変させ，Ⅹ＝8～10mの  
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図6．9 ケース①の波浪作用前の等深線形状  
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Ⅹ（m）  

図6．10 ケース①の汀線変化  

範囲をⅩ軸方向に1／5勾配の斜面，Ⅹ＝10～16mの範囲にはY軸方向に1／3勾配の斜面  

を製作して，沿岸漂砂下手側が急深な海底地形の条件とした．なお，以下では点Pを海  

岸線の変曲点と呼ぶ．まず，初期の模型海浜に波浪を8時間作用させた後の汀線の変化を  

図6．10に示す．沿岸漂砂上手側のⅩ＝0～8．5mでは汀線がほぼ平行に後退し，Ⅹ＝臥5  

～10．5mで汀線が前進し，円弧状の堆積地形が形成されたことがわかる．   

次に，初期の模型海浜に波浪を8時間作用させた後の等深線形状を図6．11に示す．X＝0  

～8．5mの範囲では，図6．9と比較してZ＝－16cm以深の等深線にはほとんど変化が見ら  

れない．これに対し，Z＝－4～－1之cmの等深線はその間隔が広くなり，そこに緩勾配  

の斜面が形成された．また，陸側では浜崖が形成されたため，等高線の間隔が非常に狭い．  
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図6．11ケース①の波浪作用8時間後の等深線形状   
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国6．12 ケース①の代表測線における海浜断面形の変化  

沿岸漂砂下手側のⅩ＝乱5～10．5mでは，水面下の等深線の間隔が非常に狭く急勾配の  

斜面が形成され，Z＝－8～24cmの間の勾配は約l／2と急である．d方，水面上のZ＝Ocm  

の等高線が円弧状で，Z＝4cmの等高線との間隔が広く，後者の形状は鈎状砂囁の海岸  

線形上を示す．   

代表測線に沿う海浜断面形の変化を図6．12に示す．測線Ⅹ＝OmではY＝5．8～臥5m  

が侵食され，Z＝10～－5cmに急勾配の斜面が，Z＝－5～－12cmに緩勾配の斜面が形  
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成された．なお，Y＝8．Omより沖側のZ＝－12～－30cmの範囲では変化量も小さく，  

もとの一様勾配斜面がほぼ保たれており，海浜断面形の変化限界水深はZ＝－12cmであ  

ることがわかる．   

海岸線の変曲点より沿岸漂砂下手側に位置する測線Ⅹ＝9mでは，沿岸漂砂で運ばれて  

きた実験砂が堆積して，Y＝0．5～3．Omに沖向きに約1／40の逆勾配のパームを形成して，  

パーム高さはZ≒8cmまで達し，それより沖例のZ＝－5cmまでは1／4勾配で急激に落  

ち込む海浜断面形となった．そして，初期にZ＝－10cmの海底平坦面であったY＝0．5  

～4．5mは埋積されたが，その沖側の急勾配斜面への実験砂の堆積は少ないことがわかる．   

測線X＝10mでもY＝0．5～5．Omに実験砂が堆積し，Y＝0．5～3．Omには緩勾配の斜  

面が，Y＝3．0～4．Omには約1／5勾配の斜面が形成された．なお，測線Ⅹ＝10mでは，  

沿岸漂砂上手側における海浜断面形の変化限界水深（Z＝－12cm）より深い，Z＝－ 30cm  

の平面水槽底面まで実験砂の堆積が生じたことがわかる．   

ここで，海浜地形の変化が生じた範囲の侵食・堆積量を求めると，侵食量が1．40m3，確  

積量が1．27m3となる．すなわち，堆積量は侵食量の91％であって，地形測定の精度を考  

慮すれば両者はほぼ同量と見なすことができ，土砂収支は均衡していると言える．  

（3）沿岸漂砂の下手側の海底地形が緩勾配斜面の場合（ケース②）   

ケース②ではⅩ＝8．5m（点P）で汀線の方向を200変えて，Ⅹ＝8．5～16mの範囲のZ  

＝－20cm以浅は沿岸漂砂下手側に向かい等深線の間隔が徐々に広がる（勾配が緩くなる）  

海底地形にして，Z＝－20cm以深はⅩ＝0～8．5mと同じように1／5勾配の斜面に設定し  

た（図6．13）．汀線の経時変化を示した図6．14によれば，Ⅹ＝9．5mを境として，その右側  

では汀線が時間の経過とともに後退し，左側では汀線が時間の経過とともに前進したこと  

わかる．また，沿岸漂砂上手側のⅩ＝0～9．5mでは汀線はほぼ平行に後退しているが，  

16  14   12  10  8  6  4  2  0  
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図6．13 ケース②の波浪作用前の等深線形状  
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図6．14 ケース（診の汀線変化  
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図6．15 ケース②の波浪作用8時間後の等深線形状  

沿岸漂砂下手側では左側の導波板近傍での汀線の前進量が大きい．そして，8時間後の汀  

線は海岸線の変曲点が明確でない直線状となった．   

波浪を8時間作用させた後の等深線形状を示した国6．15によると，ケース①と同様にⅩ  

＝0～8．5mの範囲では，Z＝－16cm以深の等深線にはほとんど変化が見られず，Z＝－4  
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～－12cmの等深線はその間隔が広くなり，そこに緩勾配の斜面が形成されたことがわか  

る．また，陸側では浜崖が形成されたため，等高線の間隔が非常に狭い．一方，Ⅹ＝8．5  

～16mの範囲では，Z＝Ocm以深の等深線形状がⅩ＝0～8．5mの範囲のそれとほぼ同じ  

形状となった．そして，汀線が前進するとともにZ＝4cmの等高線がⅩ＝12m付近で突  

出し，左側の導波板近傍のⅩ＝13～16mでもZ＝4cmの等深線で囲まれた平坦面も見  

られる．   

代表測線に沿う海浜断面形の変化を図6．16に示す．測線Ⅹ＝OmではY＝7．5～10．Om  

が侵食され，Z＝10～－7cmに急勾配の斜面が，Z＝－7～－14cmに緩勾配の斜面が形  

成された．なお，Y＝10．Omより沖側のZ＝－ 14～－30cmの範囲にはもとの一様勾配  

斜面が保たれており，海浜断面形の変化限界水深はZ＝－14cmであることがわかる．ま  

た，4時間後と8時間後の海浜断面形の比較から，Z＝10～－7cmの急勾配斜面はほぼ  

平行に陸側に後退したことも読みとれる．   

測線Ⅹ＝10mではY＝4．3～7．Omに実験砂が堆積して，海浜断面形が平行に沖側にや  

や前進した．測線Ⅹ＝12m，測線Ⅹ＝14m，測線Ⅹ＝15mでは遡上した波によりZ＝5cm  

まで実験砂が堆積してパームが形成された．また，水面下では実験砂の堆積とともにしだ  

いに急勾配となった．この場合，実験砂の堆積が沿岸漂砂上手側における海浜断面形の変  
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図6．16 ケース②の代表測線における海浜断面形の変化  
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化限界水深であるZ＝－14cm以深でも生じている．この区間では漂砂下手側にある導波  

板で沿岸漂砂が阻止されて実験砂が堆積するので，沿岸漂砂下手側に位置する測線はど海  

浜断面形の沖側への前進量が大きい．なお，図6．15においてⅩ＝12m付近に見られた高  

まりは，国6．16によれば堆積した実験砂によって形成されたパームであることがわかる．   

ここで，海浜地形の変化が生じた範囲の侵食・堆積量を求めると，侵食量は1．36m3，堆  

積量は1．17m3であった．すなわち，堆積量は侵食量の86％であって，地形測定の精度を  

考慮すれば両者はほぼ同量と見なすことができ，土砂収支は均衡していると言える．また，  

ケース①の侵食量（1．40m3）と堆積量（1．27m3）とほぼ同じであることも確認できた．  

（4）沿岸漂砂の下手側の海底地形が浅い平坦面の場合（ケース③）   

ケース③では図6．17に示すように，汀線の方向をⅩ＝8．5m（点P）で700急変させ，Ⅹ  

＝8．5～16mの範匪＝こZ＝－5cmの浅い平坦面を造り，その沖側のZ＝－5～－30cmは  

1／5勾配の斜面とした．汀線の経時変化を示した図6．18によれば，Ⅹ＝8．5mを境として，  

その右側では汀線が時間の経過とともに後退したことがわかる．また，沿岸漂砂下手例のⅩ  

＝8．5～16mの範囲では，t＝0～2hrまでは幅約0．6mの単純砂囁が点PからⅩ＝15．Om  

まで急速に伸び，t＝8brには左側の導波板に達し，岸側にラグーンを持つバリアとなっ  

た．砂囁が沿岸漂砂の上手側から下手側へと伸び，t＝0～2brまでの延伸量が時間的に  

ほぼ一様であることから，t＝8hのバリアは明らかに沿岸漂砂によって形成されたこと  

がわかる．  

16   14  12   10  8  6  4  2  0  

Ⅹ（m）  

図6．17 ケース⑨の波浪作用前の等深緑形状  

t＝8hrの等深線の形状を図6．19に示す．x＝0～16mの全域におけるZ＝－ 12～－  

28cmの等深線の形状はほぼ同一になり，Z＝－12cm以深では地形変化はほとんど生じて  

いない．また，沿岸漂砂上手側のⅩ＝0～臥5mの等深線の形状はケース①およびケース  

②とほぼ同じになった．そして，Ⅹ＝臥5～16mの浅い平坦面の沖側に実験砂が堆積して  
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Ⅹ（m）  

図6．18 ケース③の汀線変化  

16   14  12   10  8  6  4  2  0  

Ⅹ（m）  

図6．19 ケース（診の波浪作用8時間後の等深線形状  

バリアが形成され，その岸側には浅い平坦面が残されてラグーンとなったことがわかる．   

代表測線に沿う海浜断面形の変化を図6．20に示す．測線Ⅹ＝Omの変化過程はケース②  

（図6．16）とほぼ同じであり，Z＝10～－5cmが急勾配の斜面に，Z＝－ 5～－15cmが  

緩勾配の斜面になった．そして，海浜断面形の変化限界水深はZ＝－15cmと読みとれる．  

測線Ⅹ＝9mではY＝2．5～4mに実験砂が堆積して鉛直上方に凸状のバリアが形成され  

た．そして，時間の経過とともにバリアの前面が削られ，背後へと実験砂が運ばれたため  

全体にバリアが陸方向に移動しつつ，沖側にも実験砂が堆積したことがわかる．また，バ  

リアの岸側のY＝0～2．5mでは地形変化は全くみられず，初期の浅い平坦面が残されて  
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図6．20 ケース③の代表測線における海浜断面形の変化  

いる．   

測線Ⅹ＝12mでもt＝1b一にバリアが形成され，t＝8血にはバリアの頂部高さが高ま  

りつつ，沖側への実験砂の堆積も進んだ．ただし，浅い平坦面より沖側のY＝3．5～5m  

では海浜断面形の変化はほとんど生じていない．測線Ⅹ＝13mではt＝1hまでに鉛直上  

方に凸状の堆積地形が水面下に形成され，t＝8hには浅い平坦面の沖側にも実験砂が堆  

積して，幅の広いバリアとなった．測線Ⅹ＝15mではt＝1hrまではほとんど変化が見ら  

れなかったが，t＝8hには測線Ⅹ＝13mと同様に，浅い平坦面の沖側にも実験砂が堆積  

して，幅の広いバリアとなった．   

ところで，浅い平坦面上に形成されたバリアの幅は，沿岸漂砂下手側に位置する左側の  

導波板に近いほど広い．これは，左側の導波板による沿岸漂砂の阻止効果が顕著にあらわ  

れたためであり，この導波板は現地では大規模な岬とみなすことができる．以上のように，  

バリアが沿岸漂砂上手側から徐々に形成され（図6．18），しかも，浅い平坦面上における  

各測線で侵食量より堆積量が圧倒的に大きいことは，沖合から運ばれた実験砂が堆積して  

バリアが形成されたのではないことを示す，なぜならば，岸向き漂砂に起因する海浜地形  

の変化であれば，沿岸方向にほぼ同一形状のバリアが同時に形成され始めなければならな  
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いからである．   

さらに，測線Ⅹ＝13mと測線Ⅹ＝15mで見られたように，実験砂は浅い平坦面の沖側  

の1／5勾配の斜面よりやや急勾配の斜面を形成しつつ，より深い部分へと落ち込んでいる．  

このような土砂の堆積過程になると，沿岸漂砂上手からの土砂供給があっても汀線の前進  

量はごくわずかになる．ここで，海浜地形の変化が生じた範囲の侵食・堆積量を求めると，  

侵食量が1．21m3，堆積量は1．15m3であり，堆積量は侵食量の95％となり，地形測定の精  

度を考慮すれば両者はほぼ同量と見なすことができ，土砂収支は均衡していると言える．  

また，ケース①およびケース②の侵食量（1．40mヨ，1．36m3）と堆積量（1．27mヨ，1．17mユ）と  

ほぼ同じであることも確認できた．  

（5）考察   

岬・海底谷型漂砂系に位置する海岸を対象とした実験では，沿岸漂砂上手側で汀線が後  

退した範囲の海浜断面形の変化は，岬・岬型漂砂系に位置する海岸とはとんど同じである  

ことを明らかにした．また，沿岸漂砂下手側の海底地形が急深な場合，図6．10と図6．11に  

示すような円弧状（または，鈎状）の砂囁が形成され，土砂はかなり深いところまで堆積  

することがわかった．さらに，沿岸漂砂下手側の海底地形が緩勾配の斜面の場合は，水面  

上に幅の広い平坦面が形成されることを示した．一方，沿岸漂砂下手側の海底地形が浅い  

平坦面の場合は，沿岸漂砂上手側から運ばれてきた土砂は浅い平坦面の奥には運ばれず，  

外線のやや岸側と沖側の深いところに堆積することがわかった．そして，土砂の堆積する  

平坦面は浅いので単純砂囁が形成され，その砂囁が急速に発達して，対岸に大規模な岬が  

ある場合にはバリアとなることを明らかにした．   

ここで，ケ鵬ス①では円弧状（または，釣状）の砂囁が形成され，ケース③で単純砂囁  

が形成されて，対岸に大規模な岬があるとバリアとなったことに着目する．ケース①の沿  

岸漂砂の上手側と下手側における汀線変化（図6．10）は，鈎状分岐砂囁である三保松原の  

形成過程における海岸線の変化（第2章，図2．18）とよく似ており，全域におけるt＝8虹  

の等深線の形状（図6．11）は，静岡・清水海岸の等深線形状（第2章，国2．12）とほぼ同  

じ特徴となっている．また，ケース③における沿岸漂砂下手側における単純砂囁とバリア  

の発達過程（図6．18）は，中海をいだく弓ヶ浜の形成過程（第2章，図2．20）とよく一致  

する．したがって，ケース①は三保松原の形成過程を，ケース③は弓ヶ浜の形成過程を定  

性的に確認した実験とみなすことができる．すなわち，波浪のみを作用させた移動床模型  

実験により，数百年間から数千年間の長期間の時間スケールにおける海浜地形の変化過程  

（とくに，砂囁の形成過程）を再現できたと言える．  

6．4 まとめ   

岬・岬型漂砂系に位置する海岸においては，沿岸漂砂上手側では汀線の後退とともに鉛  

直上方に凹状の海浜断面形に変化すること，前浜部分は汀線とほぼ平行に陸側に後退する  

ことを実験で確認した．また，沿岸漂砂の通過する範囲では岸沖漂砂にともなう海浜断面  

形の変化が卓越することがわかった．さらに，沿岸漂砂下手側では汀線の前進とともに鉛  

直上方に凸状の海浜断面形へと変化し，前浜部分は汀線とはぼ平行に沖側に前進すること  
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を再現できた．そして，下手側緩勾配海岸を対象とした実験では，沿岸漂砂の上手側と下  

手側における海浜断面形の変化限界水深はほぼ同じであることを示した．また，下手側急  

勾配海岸を対象とした実験では，沿岸漂砂上手側の海浜断面形の変化限界水深に比較して，  

下手側におけるそれが深くなることを確認した．   

岬・海底谷型漂砂系に位置する海岸を対象とした実験では，沿岸漂砂上手側で汀線が後  

退した範囲の海浜断面形の変化は，もともとの海浜断面形が急勾配の斜面であっても，岬  

・岬型漂砂系に位置する海岸の上手側における海浜断面形の変化とはとんど同じであるこ  

とを明らかにした．また，沿岸漂砂下手側の海底地形が急深な場合には，土砂はかなり深  

いところまで堆積することがわかった．一方，沿岸漂砂下手側の海底地形が浅い平坦面の  

場合は，沿岸漂砂上手側から運ばれてきた土砂は浅い平坦面の奥には運ばれず，外縁のや  

や岸側と沖側の深いところに堆積することがわかった．すなわち，この場合も土砂の堆積  

がつづき，海浜地形が形成されると海浜断面形は急勾配の斜面となり，沿岸漂砂で運ばれ  

てきた土砂は深いところに堆積するようになる．   

以上を模式的に示すと図6．21となる．沿岸漂砂の上手側における侵食過程では，波浪の  

作用による海浜断面形の変化限界水深（br）から，波浪の遡上高さ（R）までの範囲の土  

砂が運び去られる．波浪の遡上高さより陸上部では，一定勾配（tanγ）の浜崖が形成さ  

れ，波浪の遡上高さからある水深（h）までの前浜部分は，土砂の粒径と波浪から算定で  

きる勾配（tanα）の斜面となる．つまり，浜崖の頂部と波浪の遡上高さ，前浜の沖側水  

深および海浜断面形の変化限界水深の各点を結んだ，鉛直上方に凹状の海浜断面形となり，  

浜崖の勾配と前浜勾配および海浜断面形の変化限界水深を一定として，汀線と前浜部分の  

後退が経時的に進む．  

図6．21沿岸漂砂の上手側と下手側における海浜断面形の変化過程  

一方，沿岸漂砂下手側における堆積過程では，沿岸漂砂により土砂が運ばれてきて，土  

砂は波浪の遡上高さ（R）より深いところに堆積する．したがって，陸上部にはパームが  

形成されて，それが経時的に進めば浜壕列や堆積平坦面となる．波浪の遡上高さからある  

水深までの前浜部分は，上手側と同じように土砂の粒径と’波浪から算定できる勾配（t弧  

α）の斜面となる．そして，前浜の沖側水深から深いところでは，土砂は水中における堆  

積勾配（tan∂）を保って堆積する．この場合，土砂が堆積する場所の海底勾配によって  
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海浜断面形の変化が見られる限界水深が決まる．したがって，堆積平坦面と前浜勾配およ  

び土砂の水中における堆積勾配からなる鉛直上方に凸状の海浜断面形となり，これらの勾  

配を一定として，汀線と前浜部分の前進が経時的に進む．   

つまり，沿岸漂砂上手側における侵食過程では，海浜断面形の勾配によらず，波浪の作  

用で海浜断面形の変化限界水深がほぼ決まり，その水深より浅いところで海浜断面形の変  

化が経時的に進む．一方，沿岸漂砂下手側における堆積過程では，海浜断面形の勾配に応  

じて土砂の堆積する水深が経時的に深くなる．したがって，沿岸漂砂下手側の海底地形が  

急勾配で深いところまでつづくと，沿岸漂砂で運ばれてきた土砂はその海底地形を埋積す  

るために，中期的な時間スケール（数年間から数十年間）における汀線や海浜断面形の変  

化が小さくなると考えられる．そして，図6．21の模式図を定量的なものとするためには，  

波浪の遡上高さ（R），前浜勾配（tanα），前浜の沖側水深（h），波浪の作用による海浜  

断面形の変化限界水深（br），浜崖の勾配（tanγ），水中における土砂の堆積勾配（也n∂）  

に関する指標の検討が必要とされる．   

ところで，図6．21に模式的に示した沿岸漂砂上手側の侵食過程と沿岸漂砂下手側の堆積  

過程にもとづき，海浜断面形を平行移動させるのみであった汀線変化モデルを改良したの  

が，等深線変化モデル（宇多ほか，1990）である．つまり，砕波波高と砕波波向から得ら  

れる沿岸漂砂量を，海浜断面形の特徴にあうように，波浪の遡上高さから海浜断面形の変  

化限界水深までの水探方向の関数形として与え，任意の等深線の変化（海浜断面形の変化）  

を予測できるモデルを提案した．   

そして，波浪の遡上高さより高い陸上部と，波浪の作用による海浜断面形の変化限界水  

深より深いところの地形の不整合は，水を含んだ土砂の安息角と乱れのない条件での土砂  

の水中安息角を用いて補正することにした（宇多ほか，1991）．しかし，海浜断面形の特  

徴（沿岸漂砂量の水深方向の関数形）と堆積過程における安息角は，土砂の粒径や均一性  

および形状などで異なる．したがって，現地海岸における土砂の粒径や均一性および形状  

（摩耗作用にともなう砂礫の円形度・円磨度）と，海浜断面形の特徴および土砂の安息角  

との関係を明らかにし，それを定式化してモデルに組み込むのが，海浜地形の変化予測の  

ために提案した等深線変化モデルに関する次の課題と考える．  
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第7章 岸沖漂砂と沿岸漂砂が複合する場における海浜地形の変化過程  

7．1概要   

第3章～第6章では，岸沖漂砂と沿岸漂砂にともなう海浜地形の変化過程に関する検討  

を行ってきたが，実際の現地海岸ではそれらが複合して，経年的に海浜地形の変化が進む．  

したがって，岸沖漂砂と沿岸漂砂にともなう海浜地形の変化過程を単純に重ね合わせるこ  

とによって，岸沖漂砂と沿岸漂砂が複合する場での海浜地形の変化過程の推定が可能か確  

認する必要がある．   

そこで，まず，岸沖漂砂と沿岸漂砂が複合する場における海浜断面形の変化過程に関す  

る実験を行った．その結果，沿岸漂砂上手側における侵食範囲では，静穏波と暴浪波の件  

用で経時的に前浜部分が後退するとともに，バーが消滅・形成を繰り返す海浜断面形の変  

化過程となった．つまり，静穏波と暴浪波の相互作用で，岸沖漂砂にともなう可逆的変化  

と，沿岸漂砂にともなう経時的な侵食過程が単純に重なり合う海浜断面形の変化過程にな  

ることがわかった．   

また，沿岸漂砂下手側における堆積範囲では，静穏波と暴浪波の作用を繰り返しうける  

と，バーの消滅と形成を繰り返し，バーの沖側に土砂が堆積して鉛直上方に凸状の沖浜が  

形成される変化過程となった．そして，この変化過程は岸沖漂砂と沿岸漂砂にともなう変  

化過程の単純な重ね合わせではなく，暴浪波の作用でバーの沖側に沖浜が形成され，静穏  

波の作用による海浜断面形の変化限界水深より深いところに堆積した土砂は，岸側に移動  

しないことを指摘した．   

次に，皆生海岸おける構造物のない範囲での近年の海浜地形の変化を調べ，沿岸漂砂と  

岸沖漂砂が複合する条件での海浜地形の変化過程について考察した．対象とした範囲では  

1997年7月～19卯年7月に汀線が後退し，1998年7月～1999年7月に汀線が前進（復  

元）したことがわかり，この汀線の変化は，実験における暴浪波の作用による汀線の後退  

と，静穏波の作用による汀線の前進とよく対応することを示した．そして，波浪の来襲特  

性に着目して海浜地形の変化過程を調べ，波浪の減衰期が長い場合には汀線が復元すると  

ともに，暴浪波で形成されたバーも岸側に移動し，波浪の減衰期が短い場合には汀線は後  

退したままで，暴浪波の作用で形成されたバーも沖側に残されることを明らかにした．   

また，波浪の発達期（秋期）から減衰期（春期）までの周期の分布形に着目すると，汀  

線の前進（復元）とバーの岸側への移動（トラフの埋めもどし）は，秋期と春期に来襲し  

た周期の長い波浪の作用で生じたと推定された．つまり，第4章の4．4節で行った実験で  

指摘した，暴浪波の作用で沖側に形成されたバーが岸側にする可逆的変化が生じるために  

は，周期の長い波浪（うねり性波浪）の長時間における作用が条件となることが，皆生海  

岸の近年における海浜地形の変化から確認できた．   

なお，実験と皆生海岸における沿岸漂砂下手側の堆積範囲では，バーの沖側に土砂が堆  

積して鉛直上方に凸状の沖浜が形成されることがわかった．また，その沖浜は，静穏波の  

作用による海浜断面形の変化限界水深（h）より深いところに形成され，そこに堆積した  

土砂は，静穏波の作用では岸側に移動しないことが指摘された．  
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7．2 平面水槽を用いた移動床模型実験による検討  

‖実験条件   

実験で使用した平面水槽は幅30m，長さ30m，深さ1mの諸元を有し，造波板幅8mの  

ピストン式造波機が3台設置してある．実験では図7．1に示すように平面水槽内を導波板  

で区切り，その左側の琴波板に原点0を設け，沿岸方向をⅩ軸，岸沖方向をY軸とし，Ⅹ  

＝0～22．1m，Y＝0～8mの範囲に中央粒径血。＝0．3Ⅱ皿の実験砂で模型海浜を製作し  

た．Z軸の基準は平面水槽底面から50cmの静水面とし，Z＝10～－50cm（Y＝2～8m）  

までが1／10勾配の斜面で，Y＝0～2mは天端高さZ＝10cmの平坦面からなる海浜断面  

形とした．したがって，初期における汀線の位置はY＝3mとなる．   

また，模型海浜の中央部のⅩ＝11．Omには初期における汀線の位置からの場長が2m（初  

期先端水深Z＝q20cm）の突場Gcを，左右端であるX＝OmとX＝22．1mには場長が5m  

（初期先端水深Z＝－50cm）の突堀G．，突堤Orを設置した．これらの突墳は合板で製作  

し，沿岸漂砂を阻止する不透過構造とした．なお，以下では，突場Glと突堤G。の間を区  

間Ⅰ，突壕G。と突填Grの間を区間Ⅱとする．   

波浪は規則波とし，Y軸に対し水深Z＝－50cmで15O の角度から作用させ，沿岸漂  

砂が生じる条件に設定した．周期は，平面水槽の規模と水槽底面から静水面までの高さを  

考慮して，沖波波長がL。＝4．OmとなるT＝1．6sと～定にした．また，Z＝－50cmで正  

弦波が保たれるように，静穏波は波高をH。＝4．Ocm，暴浪波は波高をH。ニ10．Ocmとし，  

匪I－ 独 

図7．1平面水槽と模型海浜の諸元  
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静穏波を190分，暴浪波を30分作用させるサイクルを4回線り返した．なお，静穏波と  

暴浪波の作用時間は両者の総エネルギーフラックスがほぼ同じになるように設定し（第4  

章，4．4節参照），1サイクルは現地の海岸では約1年間と考えた．これは，砂村・倉田（1981）  

と岡田ほか（2000）の実験と，栗山（2001）と山本ほか（1999）の現地海岸での海浜地形の変化  

過程を参考にして設定した．   

波浪条件と底質粒径の関係から完全移動限界水深（h）と，海浜断面形の変化の分類指  

標であるC値およびP値を求めると，静穏波でh，＝5．5cm，C＝3．4（堆積型），P＝0．98  

（堆積型），暴浪波でb叩＝18．Ocm，C＝8．5（侵食型），P＝1．95（侵食型）となる．つま  

り，岸沖方向の土砂の移動が静穏波と暴浪波で逆になるように設定した．また，波浪の遡  

上高さ（R）はHuntの式より，静穏波でR＝4．5cm，暴浪波でR＝6．3cmと算定され，初期  

においてはZ＝10cmより低い1／10勾配の斜面で波浪が作用する条件となる．   

なお，表層移動限界水深（k）と予測される海浜断面形の変化限界水深は（hr），静穏  

波でhc，＝17．2cm，hf＝16．Ocm，暴浪波でhu＝46．7cm，hf＝31．8cmであり，暴浪波の作  

用時においても両端に設置した突堤の先端水深（Z＝－50cm）より浅いことになる．し  

たがって，Ⅹ＝0～22．1m，Y＝0～8mの範囲で土砂収支が閉じる条件（現地では岬・  

岬型漂砂系）における，静穏波と暴浪波の作用で岸沖漂砂と沿岸漂砂が複合する場での海  

浜地形の変化を検討できる．  

（2）実験結果   

沖側の3地点（国7．1，●印）で測定した入射波を平均して，その経時変化を示したの  

が図7．2であり，静穏波は波高がH≒4cm，暴浪波は波高がH≒10cmと設定した条件を  

ほぼ満足していることがわかる．   

次に，実験における海浜断面形の測量の精度を確認するために，各測線における断面積  

の変化量を求め，それに測線間の距離を乗じて，突堤G－と突堤G，の間の土砂収支を算出  

した．その結果によると，図7．3に示すようにt＝0～190minでⅤ＝－ 800，3×10‾3m3  

180  360  540  720  900  

時間t（min）   

図7．2 入射波の測定結果  
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図7．3 測定時間間隔の土砂収支  
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図7．4 サイクル間隔の土砂収支  

と大きな負の土砂収支となり，その後は土砂収支の絶対値が約Ⅴ＝94～210×10‾3mヲ  

となった．さらに，国7．3によると，静穏波作用後に負の土砂収支，暴浪波作用後に正の  

土砂収支となるパターンの繰り返しとなっており，t＝220m血以降はそれらの絶対値がほ  

ぼ同じであることがわかる．   

そこで，静穏波と暴浪波（暴浪波と静穏波）を続けて作用させたあと（相互作用後）の  

土砂収支を調べた（図7．4）．その結果によれば，各相互作用後における土砂収支はt＝2之0  

～44qmbのⅤ＝－29．3×10‾ユdを最大にし，その後の土砂収支の絶対値は小さくなる．  

つまり，静穏波と暴浪波の相互作用後の土砂収支は，t＝220mh以降ではほぼゼロに近く，  

実験における海浜断面形の測量の精度は高いと言える．  
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ところで，図7．3に示したように静穏波作用後に負の土砂収支，暴浪波作用後に正の土  

砂収支となるのは次の理由によると考えられる．まず，静穏波の作用により初期の模型海  

浜はほぼ全域で締め固められ，土砂収支が大きな負の値となった．次に，暴浪波の作用に  

より砂の粒子間の空隙が多くなり，体積が見かけ上増加した．さらに，静穏波の再作用時  

には，その影響を受けない沖側で水圧により空隙が少なくなり，見かけ上の体積が減少し  

た．   

このような波動と水圧の影響による砂の粒子間の空隙の変化で，静穏波と暴浪波の作用  

後には土砂収支の不均衡が生じる．しかし，静穏波と暴浪波の相互作用後には，砂の粒子  

間の空隙は相互作用前と同じになるので，土砂収支ははぼゼロになる．なお，製作直後の  

模型海浜では砂の粒子間の空隙が大きすぎたため，静穏波の作用後にその空隙が小さくな  

り，見かけ上の体積が減って，大きな負の土砂収支となったと考えられる．   

この現象は，静穏波と暴浪波の表層移動限界水深の間でおもに生じると推定できる．ま  

ず，暴浪波作用時にその完全移動限界水深（Z＝－18．Ocm）から表層移動限界水深（Z＝  

－46．7cm）までの砂の粒子は振動運動し，それらの間の空隙が多くなる．その後の静穏  

波の作用で表層移動限界水深（Z＝－17．2cm）より深いところでは，砂の粒子は運動せず  

に水圧の変動を受けるので，それらの間の空隙が少なくなる．したがって，暴浪波の作用  

後には体積が見かけ上増加し，静穏波の作用後には体積が見かけ上減少することになる．  

ただし，この現象の解明に関しては，今後の詳細な研究が必要とされる．   

以上のように，t＝0～220minでは静穏波と暴浪波の作用により初期の模型海浜の空隙  

の変化が大きく生じたと考えられるため，図7．2に示したサイクル①では沿岸漂砂と岸沖  

漂砂の複合する場での海浜断面形の変化過程を純粋に議論できないことになる．一方，t＝  

220mh以降における静穏波と暴浪波の相互作用（サイクル②～④）では土砂収支がほぼ  
均衡し（図7．4），波浪の斜め入射による沿岸方向の土砂移動と，静穏波と暴浪波による  

岸沖方向の土砂移動が生じて，海浜地形が変化していると考えられる．そこで，図7．2に  

示したサイクル②～④を対象として，沿岸漂軌と岸沖漂砂の複合する場のでの海浜地形の  

変化過程を検討した．   

サイクル②の初期（t＝220mh）とサイ  

クル④の暴浪波を作用させた後（t＝  

g80min）の汀線形状を比較したのが図7．5で  

ある．区間ⅠではⅩ＝0～6mで汀線が後  

退し，Ⅹ＝6～11mで汀線が前進した．区  

間Ⅱでは11～16mで汀線が後退し，Ⅹ＝16  

～22．1mで汀線が前進した．このことから，  

t＝220～880mhでは，沿岸漂砂によって  

砂が左側から右側へと運ばれて，侵食と堆  

積が進んだことがわかる．   

各サイクルにおける静穏波と暴浪波の作  

用による汀線位置の変化を，縦軸に汀線変  

2 4 6 8 1012141618 20 22  

Ⅹ（m）  

図7．5 t＝0～8鋸minの汀線変化   
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化量（』Y）を，横軸に沿岸方向距離  

をとった図7．6で調べた．サイクル②  
区間Ⅰ   区間Ⅱ   

では静穏波の作用で，区間Ⅰおよび区  
0．4  

間Ⅱの左側の…部で汀線がやや後退  

0．0 し，そのほかの地点では汀線が前進し』Y（m）  
㊧
ミ
ヘ
†
争
 
 

－0．4  

0．0  

』Y  

0．0  

』Y（m）  

－0．4  

0．0  
』Y（m）  

－0．4  

0．0  

た．しかし，その後の暴浪波の作用で  

区間Ⅰ，区間Ⅱともに，突堤近傍を除  

く範囲で汀線は後退した．したがって，  

サイクル②においては，静穏波の作用  

では沿岸漂砂による汀線の変化と岸向  

き漂砂による汀線の前進が，暴浪波の  

作用では沖向き漂砂による汀線の後退  

が卓越していることになる．  

㊥
上
「
へ
†
争
 
 

サイクル③でも沿岸方向の汀線の変』Y（m）                               －0．4  
化はサイクル（診とほぼ同様になった．  

しかし，静穏波の作用での沿岸漂砂に』Y（m）  
－0．4  

よる汀線の変化が小さくなったこと  

が，図7．6（c）と図7．6（d）からわかる．  

なお，サイクル④になると静穏波の作  

用による汀線の変化と，暴浪波の作用  

2 4 6 8 1012141618 20 22  

Ⅹ（m）   

図7．6 測定時間間隔毎の汀線変化  

による汀線の変化はサイクル③とほぼ同じである，また，国7．6（e）と図7．6（f）では汀線の  

変化が逆になっており，その変化量もほぼ同じである．つまり，静穏波の作用でも沿岸漂  

砂による汀線の変化がほとんど生じなくなり，静穏波で汀線が前進し，暴浪波の作用で汀  

線がもとの位置まで後退する，岸沖漂砂にともなう汀線の変化が卓越していることになる．   

以上のように，サイクル②では静穏波と暴浪波の相互作用による汀線の前進と後退も見  

られるが，静穏波の作用で沿岸漂砂による海浜地形の変化がほぼ全域で進む過程にあると  

言える．また，サイクル③では，静穏波の作用で汀線が前進し，暴浪波の作用で汀線が後  

退する岸沖漂砂による可逆的な変化と，突堤の近傍では沿岸漂砂による海浜地形の変化が  

複合していることがわかる．さらに，サイクル④では沿岸漂砂による海浜地形の変化はほ  

とんど生じなくなり，区間Ⅰ，区間Ⅱともに，静穏波と暴浪波の相互作用による可逆的な  

汀線の変化が卓越する過程に移行したことが確認できた．なお，区間ⅠではⅩ＝5．5mを，  

区間ⅡではⅩ＝16．Omを境に，その左側が侵食範囲，右側が堆積範囲とみなすことがで  

きる．  

汀線の変化の検討により侵食範囲，堆積範囲を特定できたので，各範囲の代表測線に沿  

う海浜断面形の経時変化を調べた．区間Ⅰにおける侵食範囲の測線Ⅹ＝0．Omでは，t＝  

220minに水面上にパームが，Z＝7．5～－7．5cmに一定勾配の前浜部分が，その沖側にバ  

ーが形成されていた（国7．7（a），破線）．この海浜断面形に静穏波を作用させたt＝410血n  
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では，前浜部分が一定勾配を保ちつつ平行  

に後退するとともに，沖側のバーが消滅し 10  

ステップ状になった．さらに暴浪波を作用 Z（Cm）  

（a）サイクル②ノ  

させると，前浜部分はほとんど変化しなか  
（b）サイクル③  

ったが，沖側にバーがふたたび形成された．  10  

サイクル③でもほぼ同じ変化となったが，Z（cm）  

サイクル②に比較して静穏波の作用による  

前浜部分の後退量が小さくなった．サイク 10  

ル④では前浜部分の変化はほとんどなくなZ（Cm）  

り，静穏波の作用でバーが消滅し，暴浪波  0   

の作用でバーがふたたび形成される変化と  

なった．   

サイクル②の初期における海浜断面形と，  

サイクル④の最終における海浜断面形を比  

較すると（図ア．7（d）），前浜部分がほぼ平  

行に後退して，その沖側のバーもほぼ平行  

に岸側に移動したことがわかる．また，t＝  

Ominの海浜断面形と比較すると，全体的に  

鉛直上方に凹状となっており，沿岸漂砂が  

卓越する海岸における上手側の侵食範囲の  

海浜断面形の特徴（図6．21（a））を示す．さ   

10  

Z（cm）  

0  

－10  

－20  

－30  

220rnin 
880min  

hf＝16．Ocm  
Ⅹ＝0．Om   

静穏波作用時間：190min  
暴浪波作用時間：30min  

1  2   
3Y（m）4   

5   6  

図7．7 測線X＝0．Omにおける  

海浜断面形の変化  

らに，†印で示した静穏波の作用による海浜断面形の変化限界水深（h）より深いところ  

ではほとんど変化が生じておらず，波浪の作用による有意な変化はその水深より浅いとこ  
ろで生じたと言える．なお，測線Ⅹ＝0．Omでは岸沖漂砂による可逆的な変化（バーの形  

成と消滅）と，沿岸漂砂の不均衡による海浜断面形の経時的な後退が単純に重なり合った  

変化過程を示すことがわかる．   

侵食範囲と堆積範囲の中間に位置する測線Ⅹ＝5．5mでは，図7．8（a）に示すようにt＝  

220mhの海浜断面形はトラフの位置が明確でない点を除けば，測線Ⅹ＝0．Omのそれとほ  

ぼ同じになった．その後のサイクル②の静穏波作用後には前浜部分がやや急になりつつ前  

進して，パームも高くなった．また，沖側のバーは消滅しており，バーが岸側に移動して  

前浜部分とパームを形成したような変化を示す．サイクル③とサイクル④でもほぼ同じ変  

化を繰り返しており，静穏波と暴浪波の作用による汀線位置の変動もほぼ一定である．   

結局，測線Ⅹ＝5．5mでは，t＝220minとt＝880minの海浜断面形の比較（図7．8（d））  

からわかるように，パームがやや高くなるとともに，バーがやや小さくなったのみで，海  

浜断面形の変化は小さい．また，測線Ⅹ＝0．Omと同じように，海浜断面形の有意な変化  

は静穏波の作用による海浜断面形の変化限界水深（h）より浅いところで生じた．なお，  

測線Ⅹ＝5．5mのサイクル②～④においては，静穏波の作用による前浜部分の前進とバー  

の消滅，暴浪波の作用による前浜部分の後退とバーの形成を繰り返す，岸沖漂砂による可  
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1  2   
3Y（m）4   

5   6   

図7．8 測線X＝5．5mにおける  

海浜断面形の変化  

1  2   
3Y（m）4   

5   6   

図7．9 測線X＝11．Omにおける  

海浜断面形の変化  

逆的な海浜断面形の変化が支配的と言える．   

堆積範囲に位置する測線X＝11．Omでは，t＝220minに水面上に規模の大きなパーム  

が，Z＝6～－8cmには一定勾配の前浜部分が，その沖側にバーが見られる（図7．9（a））．  

その後における静穏波の作用で前浜部分がほぼ平行に前進し，水面上のパームが2列にな  

るとともに，沖側のバーは消滅した．さらに，暴浪波を作用させたt＝440血nには前浜  

部分はほとんど変化しなかったが，バーがふたたび形成されるとともに，その沖側のY＝  

4．3～5．2mに実験砂が堆積して鉛直上方に凸状の地形（以下，沖浜）が形成された．   

サイクル③では静穏波の作用でパームが高く発達し，前浜部分がやや急になり，サイク  

ル②の暴浪波で形成されたバーは消滅した．しかし，その沖側の沖浜は変化しなかったの  

で，Ⅹ＝4．0～4．7mには平坦面が形成された．さらに，サイクル③の暴浪波の作用で，  

水面上の前浜部分とパームがやや侵食されるとともに，静穏波で形成された平坦面上に実  

験砂が堆積してバーが形成された．サイクル④でもサイクル③とほぼ同じ変化を繰り返し，  

バーの沖側に実験砂が堆積して沖浜が発達した．   

結局，測線Ⅹ＝11．Omでは沿岸漂砂によって運ばれた実験砂が堆積して，水面上では1列  

から2列のパームとなり，前浜部分は魯勾配化しつつ前進したことが，t＝220minとt＝  

880mhの海浜断面形の比較（国7．9（d））からわかる．また，水面下では沿岸漂砂で運ば  

れてきた実験砂によってバーが沖側へと移動するとともに，暴浪波の作用でバーの沖側に  

実験砂が堆積して沖浜が形成された．以上のことから，測線Ⅹ＝11．Omでは沿岸漂砂と  
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Z（Cm）  

0  
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0  
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Z（cm）  

0  
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Z（Cm）  

0  
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1  2   3Y（m）4   5   6   

図7．10 測線X＝‖．1mにおける  

海浜断面形の変化  

1  2   3Y（m）4   5   6   

国7．11測線X＝は6mにおける  

海浜断面形の変化  

岸沖漂砂が複合する条件下で実験砂の堆積が進み，暴浪波の作用で静穏波の作用による海  

浜断面形の変化限界水深（br）より深いところに沖浜が形成され，実験砂は静穏波の作用  

ではそこから岸側に戻っていないことがわかる．   

国7．10に示す区間Ⅱにおける侵食範囲の測線Ⅹ＝11．1mでは，区間Ⅰの侵食範囲（測  

線Ⅹ＝0．Om）とほぼ同じ海浜断面形の変化が生じたが，静穏波の作用による海浜断面形  

の変化限界水深（h）よりやや深いところに実験砂が堆積している点が異なる．これは，  

突堤Gと突堤Gcの初期における先端水深をZ＝－50cmとZ＝－20cmに設定したこと  

によると考えられ，突堤G亡を回り込む沿岸漂砂が存在し，それによって運ばれた実験砂  

が堆積したことを示す．また，侵食範囲と堆積範囲の中間に位置する測線Ⅹ＝15．6mで  

も区間Ⅰ（測線Ⅹ＝5．5m）とほぼ同じ変化が生じた（図7．‖）．そして，堆積範囲の測線Ⅹ  

＝20．6m，測線Ⅹ＝22．1mでも区間Ⅰの堆積範囲とほぼ同じ変化が生じ，バーの沖側の静  

穏波の作用による海浜断面形の変化限界水深（h）より深いところに実験砂が堆積して，  

沖浜が形成されたことがわかる（図7．12，図ア．13）．  

t3）考察   

沿岸漂砂上手側における侵食範囲では，静穏波と暴浪波の作用で経時的に前浜部分が後  

退するとともに，バーが消滅・形成を繰り返す海浜断面形の変化過程となる．そして，海  

浜地形の変化が進むにしたがって，一定勾配の前浜部分と，その沖側水深（h）から静穏  

波の作用による海浜断面形の変化限界水深（br）までが一定勾配の緩斜面からなる，鉛直  
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3Y（m）4   
5   6  

1  2   
3Y（m）4   

5   6   

図7．13 測線X＝21．1mにおける  

海浜断面形の変化  

図7．12 測線X＝20．6mにおける  

海浜断面形の変化  

上方に凹状の海浜断面形へと変化する．つまり，沿岸漂砂の上手側における侵食範囲では，  

静穏波と暴浪波の相互作用で，図4．1に示した岸沖漂砂にともなう可逆的変化と，図6．21（a）  

に示した沿岸漂砂にともなう経時的な侵食過程が単純に重なり合う海浜断面形の変化過程  

になると考えてよい．   

沿岸漂砂の上手側と下手側の中間に位置する範囲では，静穏波の作用で前浜部分が前進  

し，沖側のバーが消滅する変化と，暴浪波の作用で前浜部分が後退し，沖側にバーが形成  

される変化の繰り返しとなった．そして，一定勾配の前浜部分と，その沖側水深（bn）か  

ら静穏波の作用による海浜断面形の変化限界水深（br）までが一定勾配の緩斜面からなる，  

鉛直上方に凹状の海浜断面形を経時的に保つことがわかった．つまり，沿岸漂砂が卓越す  

る条件であっても，沿岸漂砂の不均衡が小さい場合には，図3．3に示した岸沖漂砂にとも  

なう海浜断面形の変化（侵食型の変化）が生じたあとは，図4．1に示した岸沖漂砂にとも  

なう可逆的変化を繰り返す変化過程になると言える．   

沿岸漂砂下手側における堆積範囲では，静穏波の作用で前浜部分の前進が進み，沖側の  

バーが消滅する変化と，暴浪波の作用で前浜部分は変化せずに，沖側にバーが形成される  

変化が見られた．そして，静穏波と暴浪波の作用を繰り返しうけると，前浜部分は変化が  

小さくなり，バーの消滅と形成を繰り返し，バーの沖側に土砂が堆積して鉛直上方に凸状  

の沖浜が形成されることがわかった．また，その沖浜は，静穏波の作用による海浜断面形  

の変化限界水深（hr）より深いところに形成されることも示した．さらに，海浜地形の変  
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化が進むにしたがって，一定勾配の前浜部分が前進し，その沖側水深（h）よりも深いと  

ころに土砂が堆積するため，鉛直上方に凸状の海浜断面形へと変化することを明らかにし  

た．   

つまり，沿岸漂砂下手側における堆積範囲では，静穏波と暴浪波の相互作用で，図4．1  

に示した岸沖漂砂にともなう可逆的変化と，図6．21（b）に示した沿岸漂砂にともなう経時  

的な堆積過程が重なり合う変化過程になる．しかし，この変化過程は単純な重ね合わせで  

はなく，暴浪波の作用でバーの沖側に沖浜が形成され，静穏波の作用による海浜断面形の  

変化限界水深（h）より深いところに堆積した土砂は，岸側に移動しないことが指摘され  

る．  

7．3 皆生海岸における岸沖漂砂と沿岸漂妙にともなう海浜地形の変化過程  

（1）近年における波浪の来襲特性   

まず，皆生海岸における近年の波浪の来襲特性を把握するために，鳥取港沖での波浪観  

測結果をもとに月平均有義波の波高（H）と周期（T）の時系列を調べた（国7．14）．なお，  

図7．14に捌ナるJ印は毎年の定期の深浅測量が行われた月であり，それにより1995年1  

月～2000年8月を期間Ⅰ～期間Ⅴに区分した．この期間毎にみると，秋期から冬期にか  

けては波高の大きい（周期の長い）波浪が，春季から秋期にかけては波高の小さい（周期の  

短い）波浪が，各期間で規則的に繰り返し来襲していることがわかる．つまり，秋期から  

冬期に来襲する波浪を暴浪波，春季から秋期にかけて来襲する波浪を静穏波とみなせば，  

7．2節で設定したように静穏波と暴浪波が相互に繰り返し作用する条件となっている．  

1995  1996 1997   1998 1999  2000  

時間（年月）  

図7．14 皆生海岸における波浪の来襲状況  

（2）近年における汀線の変化   

皆生海岸では，図7．15に示すように離岸壕やL型突堤などの海岸保全施設が整備され  

ているので，西側のL型突墳と竹内団地の間（Ⅹ＝0～5．5bn）の範囲における自然状態  

の海浜を対象として，海浜地形の変化を調べることにした．この場合，L型突填は実験に  
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図7．15 皆生海岸における海岸保全施設の整備状況  

おける中央に設置した突填G。，竹内  

団地は実験における右側の導波板と  

みなすことができる．したがって，  

皆生海岸での近年における波浪の来  

襲特性，および沿岸漂砂の上手側と  

下手側の境界条件，岸沖方向の境界  

10  

』Y（m）0  

－10  

－20  

10  
』Y（m）0  

－10  

－20  
10  

条件は，実験で設定した条件とほぼ』Y（m）0  
－10  

同じになる．  

1995年7月～1996年7月（期間  

Ⅰ）では，L型突堤による沿岸漂砂  

の遮断で，Ⅹ＝3．4～4．8bnに汀線  

の後退が見られるが，そのほかの範  

囲では変化は小さい（図7．16（a））．  

また，国7．16（b）に示す1996年7月  

～1997年7月（期間Ⅱ）では局所的  

な汀線の前進と後退のみで，全体的  

な汀線の変化は小さい．ところが，  

国7．16（c）と図7．16（d）に示すように，  

0．5 11．5 2 2．5 3 3．5 4 4．5 5 5．5  

Ⅹ（km）  

図7．16 皆生海岸における近年の汀線変化  

1997年7月～1998年7月（期間Ⅲ）  

にはⅩ＝0～5．5kmの範囲の全域で  

汀線が約5～20mも後退し，19卯年7月～1999年7月（期間Ⅳ）には逆にほぼ全域で汀  

線が前進した．これらの汀線の前進量と後退量はほぼ同じであることから，1999年7月  

には1997年7月の汀線位置まで復元したと判断される．   

一方，1999年7月～2000年7月（期間Ⅴ）には，L型突堤による沿岸漂砂の遮断で，Ⅹ  

＝2．8～5．5kmに汀線の後退が，Ⅹ＝0～0．5kmでは汀線の前進が見られる（図7．16（e））．  

また，1995年7月と2000年7月を比較した図7．16州によると，L型突壕により西向きの  

沿岸漂砂が遮断されているため，Ⅹ＝2．6～5．5加1で汀線が後退し，竹内団地東側のⅩ＝0  

～1．Obnで汀線が前進したことがわかる．なお，1995年7月～2000年7月では汀線の後  

退量に比較して，汀線の前進量は小さいことが明らかである．  
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（3）近年における海浜断面形の変化   

沿岸漂砂上手側の汀線が後退した範囲に  皆生海岸：No．56  

位置する，測線No，56における海浜断面形の Z（m）0  
1995年7月  

199鉾7月  
1997年7月  

変化を図7．17に示す．1995年7月～1996年  

7月（期間Ⅰ）にはY＝160～440mがほ  

ぼ平行に侵食された．また，け96年7月～  

1997年7月（期間Ⅱ）にはY＝120～240m  

が侵食されてトラフとなり，その沖側に土砂  

が堆積してバーが形成された．そして，1997  

年7月～1998年7月（期間Ⅲ）にはトラフ  

とバーがやや発達したが，1998年 7月～  

－5  

－10  

Z（m）0  

－5  

－10  

……1997年7月   

・－・－1998年7月  

ゝ －1999年7月  

1999年7月（期間Ⅳ）にはトラフを埋めも Z（m）0  
1999年7月  

200畔7月  
1995年7月  

、・、こト・、  どすようにバーが陸側に移動した．1999年  

7月～2000年7月（期間Ⅴ）になるとトラ  

フとバーが消滅して，前浜部分と一定勾配  

の緩斜面からなる鉛直上方に凹状の海浜断  

面形となった．結局，1995年7月と2000年  

7月の海浜断面形を比較すると，その変化  

限界水深はZ＝－9．Omと読みとれ，前浜部  

分からこの水深までが侵食されたことがわかる．  

Zご－9．Om†  

0  100  200  300  400  500  600  

Y（m）  

図7．17 測線No．56における近年の  

海浜断面形の変化   

汀線の変化が小さい測線No．74では，期間Ⅰと期間Ⅰまでの海浜断面形の変化は小さい  

が，期間ⅢではY＝180～280mが侵食されトラフとなり，その沖側に土砂が堆積してバ  

ーが形成された（図7．18）．その後の期間Ⅳにはトラフを埋めもどすようにバーが岸側に  

移動し，その岸側にはトラフが見られる．そして，期間Ⅴにはバーが岸側に移動し，トラ  

フを埋めもどしたために，前浜部分と一定勾配の緩斜面からなる鉛直上方に凹状の海浜断  

面形となった．1995年7月と2000年7月の海浜断面形を比較すると，Z＝3．0～5．Omの  

バーが侵食されて，その岸側と沖側に土砂が堆積した変化となり，海浜断面形の変化限界  

水深はZ＝－9．Omであることがわかる．   

沿岸漂砂下手側で汀線が前進した範囲に位置する，測線No．86における海浜断面形の変  

化を国7．19に示す．期間Ⅰでは海浜断面形はほとんど変化しておらず，期間ⅡにY＝240  

～300mに土砂の堆積（バーの形成）が見られる．しかし，期間ⅢになるとY＝200～300m  

が侵食されトラフとなり，その沖側に土砂が堆積してバーが形成された．そして，期間Ⅳ  

にはバーが岸側に移動したが，トラフを完全に埋めもどしておらず，その岸側が侵食され  

た．つまり，前浜部分が侵食されて，その沖側に土砂が堆積したために，バーが岸側に移  

動したような変化となった．   

その後の期間Ⅴではバーが岸側に移動し，トラフを埋めもどしたために，前浜部分と一  

定勾配の緩斜面，その沖側が鉛直上方に凹状の海浜断面形となった．1995年7月と2000年  
7月の海浜断面形を比較すると，Z＝1．5～3．5mのなだらかなバーが侵食されて，その岸  
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側と沖側に土砂が堆積した変化となり，海浜断面形の変化限界水深はZ＝－9．Omである  

ことがわかる．なお，Z＝1．5～3，5mの侵食量よりも，岸側と沖側（とくに，沖側）に  

堆積した土砂量が多いことが読みとれる．  

（4）考察   

以上の波浪の来襲特性と汀線および海浜断面形の変化から，皆生海岸における岸沖漂砂  

と沿岸漂砂が複合する条件での海浜過程について考察する．まず，L型突堤から竹内団地  

までの全域（Ⅹ＝0～5．5bn）で，1997年7月～1998年7月（期間Ⅲ）に汀線が後退し，1998  

年7月～1999年7月（期間Ⅳ）に汀線が前進（復元）したことに着目する．このような  

汀線の変化は，7．2節の実験における暴浪波の作用による汀線の後退（国7．6（b），国7．6（d），  

図7．6（f））と，静穏波の作用による汀線の前進（国7．6（c），図7．6（e））とよく対応する．  

しかし，皆生海岸においては，秋期から冬期の波浪と春季から秋期の波浪は，期間Ⅰ～期  

間Ⅴではほぼ規則的に来襲している．したがって，期間Ⅲと期間Ⅳにおける汀線の後退と  

前進（復元）の要因として，秋期から冬期の波浪と春季から秋期の波浪の相互作用をあげ  

ることは難しい．   

ところで，第4章の4．3節では気象擾乱時の時間的に変化する波浪の作用にともなう海  

浜地形の可逆的変化を実験で再現を試み，気象擾乱後には汀線が後退するとともに沖側に  

バーの一部が残されることを示した．そして，その要因として，気象擾乱時の減衰期に作  

用させた波浪が小さく，作用時間が短かったことを指摘した．そこで，皆生海岸の冬期に  
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おいて波高もしくは周期が最も大きくなったときから，波高もしくは周期が最も小さくな  

るまでの時間に着目した．   

この時間を図7．14から読みとるとtl～t5となり，期間Ⅲでもっとも短く，ついで期間  

Ⅱとなり，期間Ⅰと期間Ⅳおよび期間Ⅴではほぼ同じで長くなる．つまり，冬期の波浪の  

最盛期には汀線が一時的に後退するが，波浪の減衰期に汀線が復元すると仮定すれば，期  

間Ⅰと期間Ⅱ，期間Ⅳと期間Ⅴでは波浪の最盛期に汀線が一時的に後退しても，波浪の減  

衰期が長いので，その期間における波浪の作用で汀線が復元することになる．しかし，期  

間Ⅲでは波浪の減衰期が短いので，波浪の最盛期に暴浪波の作用で汀線が後退して，その  

ままの状態となったと考えられる．   

次に，沿岸漂砂の上手側と中間部および下手側で，期間‡と期間Ⅲにトラフとバーが形  

成され，期間Ⅳと期間Ⅴにバーが岸側に移動しトラフが埋めもどされたことに着目する．  

前述したように期間Ⅲと期間Ⅱでは波浪の減衰期の時間が短いため，波浪の最盛期に暴浪  

波の作用で形成されたバーが岸側に移動することなく，沖側に残されたと考えられる．ま  

た，期間Ⅳと期間Vでは波浪の最盛期に暴浪波の作用で形成されたバーは，波浪の減衰期  

の時間が長いため，その波浪の作用でバーが岸側に移動して，トラフが埋めもどされたと  

推定できる．   

しかし，バーの岸側への移動とトラフの埋めもどしは，別の要因にもあると考えられる．  

それは，期間Ⅰ～期間Ⅲと期間Ⅳ～期間Ⅴにおける波浪の特性が異なることである．とく  

に，波浪の発達期（秋期）から減衰期（春期）までの周期の分布形に着目すると，期間Ⅰ  

～期間Ⅲでは先が尖っている形状で，期間Ⅳ～期間Ⅴでは先がなだらかな形状となってい  

る．つまり，期間Ⅰ～期間Ⅲに比較して，期間Ⅳ～期間Ⅴでは周期の長い波浪が秋期と春  

期に多く来襲したことがわかる．第4章の4．4節では，暴浪波の作用で沖側に形成された  

バーが岸側にする可逆的変化が生じるためには，周期の長い波浪（うねり性波浪）が長時  

間作用することが条件となることを実験により示した．したがって，期間Ⅳにおける汀線  

の前進（復元）とバーの岸側への移動，および期間Ⅴでのトラフの埋めもどしは，秋期と  

春期に来襲した周期の長い波浪の作用で生じたと推定される．  

7．4 まとめ   

岬・岬型漂砂系に位置する海岸において，岸沖漂砂と沿岸漂砂が複合する場での海浜地  

形の変化過程を，平面水槽を用いた移動床模型実験で検討した，その結果，沿岸漂砂上手  

側における侵食範囲では，静穏波と暴浪波の作用で経時的に前浜部分が後退するとともに，  

バーが消滅・形成を繰り返す海浜断面形の変化過程となり，鉛直上方に凹状の海浜断面形  

へと変化することを明らかにした．つまり，沿岸漂砂上事例における侵食範囲では，静穏  

波と暴浪波の相互作用で，岸沖漂砂にともなう可逆的変化と，沿岸漂砂にともなう経時的  

な侵食過程が単純に重なり合う海浜断面形の変化過程になることがわかった．   

また，沿岸漂砂の中間部に位置する範囲では，静穏波の作用で前浜部分が前進し，沖側  

のバーが消滅する変化と，暴浪波の作用で前浜部分が後退し，沖側にバーが形成される変  

化を繰り返し，鉛直上方に凹状の海浜断面形を経時的に保つことがわかった．つまり，沿  
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岸漂砂が卓越する条件であっても，沿岸漂砂の不均衡が小さい場合には，岸沖漂砂にとも  

なう可逆的変化を繰り返す変化過程になることを示した．   

さらに，沿岸漂砂下手側における堆積範囲では，静穏波の作用で前浜部分の前進が進み，  

沖側のバーが消滅する変化と，暴浪波の作用で前浜部分は変化せずに，沖側にバーが形成  

される変化が見られるとともに，バー沖側に鉛直上方に凸状の沖浜が形成されることがわ  

かった・つまり，沿岸漂砂下手側における堆積範囲では，静穏波と暴浪波の相互作用で，  

岸沖漂砂にともなう可逆的変化と，沿岸漂砂にともなう経時的な堆積過程が重なり合う変  

化過程になる・しかし，この変化過程は単純な重ね合わせではなく，暴浪波の作用でバー  

の押倒に沖浜が形成され 静穏波の作用による海浜断面形の変化限界水深より深いところ  

に堆積した土砂は，岸側に移動しないことが指摘された．   

そして，実験では，静穏波と暴浪波の単独の作周後には土砂収支の不均衡が生じ，相互  

作用後には土砂収支はほぼゼロになることがわかった．これは，暴浪波の作用でその完全  

移動限界水深から表層移動限界水深（h。Sl）までの砂の粒子が振動運動し，それらの空隙  

が大きくなり，静穏波の作用ではその表層移動限界水深（b。S2）より深いところでは，砂  

の粒子は運動せずに水圧の変動を受けるので，水深b悶2と水深b田Ⅰの砂の粒子の空隙が小  

さくなる現象よると考えた．したがって，暴浪波の作用後には体積が見かけ上増加し，静  

穏波の作用後には体積が見かけ上減少することになるが，この砂の粒子の空隙変化と海浜  

過程の解明および現地の海岸での確認については，今後の研究課題として残された．   

次に，皆生海岸における岸沖漂砂と沿岸漂砂が複合する条件での海浜過程について検討  

した・それによると，対象としたL型突堤から竹内団地までの全域（Ⅹ＝0～5．5bn）で，  

1997年7月～1998年7月（期間Ⅲ）に汀線が後退し，1998年7月～1999年7月（期間Ⅳ）  

に汀線が前進（復元）したことがわかり，この汀線の変化は実験における暴浪波の作用に  

よる汀線の後退と，静穏波の作用による汀線の前進とよく対応することを示した．しかし，  

皆生海岸においては，秋期から冬期の波浪と春季から秋期の波浪はほぼ規則的に来襲して  

おり，期間Ⅲと期間Ⅳにおける汀線の後退と前進（復元）の要因として，秋期から冬期の  

波浪と春季から秋期の波浪の相互作用をあげることは難しいと指摘した．   

そこで，気象擾乱時の波浪の減衰期の継続時間（冬期において波高もしくは周期が最も  

大きくなったときから小さくなるまでの時間）に着目し，汀線の変化と海浜断面形の変化  

の関係を調べた．その結果，波浪の減衰期が長い場合には，その波浪の作用で汀線が復元  

し，暴浪波で形成されたバーも岸側に移動し，波浪の減衰期が短い場合には，その波浪の  

作用では汀線は後退したままで，暴浪波の作用で形成されたバーも沖側に残されることを  

明らかにした．   

さらに，波浪の発達期（秋期）から減衰期（春期）までの周期の分布形に着目すると，  

汀線の前進（復元）とバーの岸側への移動，および期間Ⅴでのトラフの埋めもどしは，秋  

期と春期に来襲した周期の長い波浪の作用で生じたと推定された．つまり，第4章の4．4  

節で行った実験で指摘した，暴浪波の作用で沖側に形成されたバーが岸側にする可逆的変  

化が生じるためには，周期の長い波浪（うねり性波浪）の長時間における作用が条件とな  

ることが，皆生海岸の近年における海浜地形の変化から確認できた．結局，7．2節で設定  
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した静穏波と暴浪波の相互の繰り返しを1年間の波浪の変化と仮定したが，皆生海岸では  

秋期から春期にかけての波浪の来襲特性と対応していることになる．そして，皆生海岸の  

春期から秋期においては，来襲する波浪が小さいため海浜地形はほとんど変化しないと推  

定される．   

なお，実験と皆生海岸における沿岸漂砂下手側の堆積範囲では，バーの沖側に土砂が堆  

積して鉛直上方に凸状の沖浜が形成されることがわかった．また，この沖浜は，静穏波の  

作用による海浜断面形の変化限界水深（bf）より深いところに形成され，そこに堆積した  

土砂は，静穏波の作用では岸側に移動しないことが指摘された．つまり，岬・岬型漂砂系  

に位置する下手側緩勾配海岸であっても，岸沖漂砂と沿岸漂砂が複合すると，沿岸漂砂下  

手側では沖浜の形成に土砂が寄与するために，侵食範囲の海浜断面形の変化限界水深より  

も深いところに徐々に土砂が堆積していくことがわかった．   

ところで，第5章と策6章では下手側急勾配海岸においては，沿岸漂砂下手側での海底  

への土砂の堆積は，上手側の海浜断面形の変化限界水深よりも深いところまで生じるので，  

海岸保全の観点からは土砂流出と仮定しなければならない場合もあると指摘した．同じよ  

うに，岸沖漂砂と沿岸漂砂の複合する岬・岬型漂砂系に位置する下手側緩勾配海岸でも，  

沿岸漂砂下手側における沖浜の形成は，海岸保全の観点からは土砂流出と仮定せざるをえ  

ない場合もあると指摘できる．   

したがって，改正「海岸法」の理念を実現する海岸保全を計画するあたっては，深浅測  

量データと波浪観測データを十分に解析し，汀線位置と海浜断面形の変化過程と，波浪の  

来襲特性（波候特性）と関連づけて解明する必要がある．例えば，沿岸漂砂上手側の侵食  

範囲でパームが消滅し，バーが岸側へと移動しつつある場合には，土砂投入による海岸保  

全対策でも前浜の後退は防止できる．しかし，完全にバーが消滅した状態になれば，それ  

を復元するには大量の土砂が必要とされるため，ヘッドランドなどの漂砂制御施設や人工  

リーフなどのバーに代わる消波施設と，土砂投入の組み合わせによる海岸保全を行わなけ  

ればならない．すなわち，流砂系における総合的な土砂管理を行うとともに，改正「海岸  

法」の理念を実現する海岸保全を推進するためには，海浜断面形のモニタリングのための  

深浅測量と，外力条件のモニタリングのための波浪観測を継続して行うことが必要とされ  

る．  
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第8章 結論  

8．1主要な結論   

本研究では，流砂系の総合的な土砂管理計画に必要とされる，海域において土砂収支を  

調査・把握すべき領域（漂砂系）の概念の確立および設定と，改正「海岸法」の理念を実  

現する海岸保全を推進するために重要とされる，漂砂系における海浜地形の変化過程の解  

明を目的とした．このために，漂砂系の概念を導入するとともに，その領域における海浜  

地形の短期的（数時間から数百日間），中期的（数年間から数十年間），長期的（数百年  

間から数千年間）な時間スケールの変化過程を，現地海岸の深浅測量データと実験のデー  

タを用いて検討した．以下では，本研究で得られた成果を要約する．  

（1）第2章   

まず，字多（2000）や栗山（2001）が示した漂砂系や土砂収支の模式図，および磯部（1999）  

が指摘した土砂収支を把握すべき領域を参考にするとともに，土砂供給源と海浜地形の形  

成過程も顧慮して漂砂系についての考察を行った．そして，1）沿岸方向には沿岸漂砂の連  

続する区間で，2）岸沖方向には砂丘の陸端から海底の漂砂の移動限界水深までの範囲の，  

3）分布する土砂の岩石種や鉱物組成が類似な空間的飯域，を漂砂系の概念として明確に示  

した．   

次に，我が国の代表的な侵食海岸のうちから12の海岸を選び，それらの海岸が位置す  

る沿岸域の地形・地質を判読して，漂砂系の沿岸方向境界は固結・半固結堆積物からなる  

岬や海食崖（海岸段丘）で設定できるとした．   

さらに，静岡・清水海岸（三保松原漂砂系）と皆生海岸（弓ヶ浜漂砂系）を事例として，  

流砂系における総合的な土砂管理という観点から，一海域における土砂収支を把握すべき領  

域を検討した．それによれば，三保松原と弓ヶ浜の形成過程における沿岸漂砂下手側には，  

前者では土砂が深海まで堆積する海底谷が，後者では沿岸漂砂を阻止する岬が存在するの  

で，それらの地形を考慮すれば漂砂系の沿岸方向境界の再設定ができることを示した．   

最後に，前述した12の海岸の位置する漂砂系において，沿岸漂砂の下手側にどのよう  

な地形が存在するか調べ，9つの海岸の位置する漂砂系では岬が，3つの海岸の位置する  

漂砂系では海底谷が存在することを明らかにした．つまり，漂砂系は沿岸漂砂下手側に岬  

が存在する場合と，海底谷が存在する場合の二つに大別でき，前者を岬・岬型漂砂系，後  

者を岬・海底谷漂砂系と呼ぶことにした．  

（2）第3章   

まず，大型水路を用いた海浜断面形の変化に関する実験を行い，その結果をもとに  

SunamuraandHorikawa（1974）のタイプ分類指標や海浜断面形の諸元の予測指標などを再評  

価した．その結果，SunamuraandHorikawa（1974）のC値でも，波高と底質粒径の比がH。祀5。  

＝35～2400の範囲にあれば，海浜断面形の変化の予測は実験室の開催で可能であること  

を示した．   

しかし，海浜断面形の変化をC値で分類する場合には，波高と底質粒径の比と初期の  

海底勾配の影響が問題となることも確認された．そこで，砕波現象（砕波波高と砕波形態）  
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および底質の沈降速度に着目して，海浜断面形の変化を分類する指標を検討した．その検  

討で用いたのは，砕波の波形勾配と海底勾配から砕波形態を判別するサーフ・シミラリテ  

イ・パラメータ（∈ b）と，砕波波高と底質の沈降速度の関係を示すフルードタイプ・ナ  

ンバー（抗）である．その結果，これらのパラメータからなる式（3．5）を海浜断面形の変  

化の新しい分類指標として提案した．   

また，波浪作用後の海浜断面形の諸元について検討し，波浪作用後の前浜勾配とパーム  

高さの算定式として，サーフ・シミラリテイ・パラメータとフルードタイプ・ナンバーか  

らなる式（3．8），式（3．10）を新しく提案した．さらに，トラフ水深とバー水深はSunamura  

（1989）により提案された式（3．11），式（3．12）で算定できることも明らかにした．   

最後に，3．3節の実験結果をもとに，漂砂系の沖側境界を設定するために重要と考えら  

れる海浜断面形の変化限界水深（br）と砕波地点の波高（Hr）との関係を調べた．それに  

よると，海浜断面形の変化のタイプによらず，変化限界水深（br）と式（3．4）から算定され  

る砕波地点の波高（Hr）に相関があるこがわかり，海浜断面形の変化限界水深（hr）を与  

える式（3．13）を提案した．  

（3）第4章   

海浜断面形の可逆的変化は，気象擾乱時に生じる現象と考えて，時間的に変化する波浪  

を作用させた実験を行った．その結果，波浪の発達期から最盛期における前浜の侵食と，  

波浪減衰期におけるインナーバーの岸側への移動とパームの形成をはぼ再現した（園4．8，  

図4．9）．しかし，暴浪波の作用で沖側に形成されたアウターバーの一部は，気象擾乱時  

の減衰期における波浪の作用では岸側にもどらないこともわかった．   

そこで，気象擾乱後には定常的なバーが形成されたと判断し，このような短期間の時間  

スケールでは海浜断面形の非可逆的な変化が生じる可能性が大きいと考えた．そして，そ  

の要因として気象擾乱時の減衰期に作用させた波浪が小さく，作用時間も短かったことを，  

式（3．4）と式（3．13）から求めた，波浪A～Ⅰの海浜断面形の変化限界水深（hr）の比較から  

指摘した．以上のことから，気象擾乱時の暴浪波により形成されたバーが完全に岸側へと  

移動するためには，バーの形成後に静穏波の長時間の作用が必要とされると推定した．   

このことを確認するために，暴浪波作用後に周期の長い静穏波と，暴浪波と静穏波の中  

間規模のうねり性波浪を継続的に作用させる実験を行い，それらによる海浜断面形の変化  

過程を検討した．その結果，暴浪波で形成された大規模なバーが，静穏波とうねり性波浪  

の作用によりほぼ完全に岸側に移動することがわかった．   

また，うねり性波浪の作用で海浜断面形の変化が生じる限界水深は，暴浪波で形成され  

たバーの沖側水深とほぼ同じであり，大規模なバーがほぼ完全に岸側に移動する間に，う  

ねり性波浪を2回作用させた．このことから，海浜断面形の可逆的な変化を再現するため  

には，暴浪波の約2倍の総エネルギーに達するまでのうねり性波浪の継続が必要なことが  

わかった．   

さらに，実験で作用させたうねり性波浪と波高が同じで，周期が短い波浪の作用による  

海浜断面形の変化限界水深（hf）を（3．4）と式（3．13）で算定した結果，この周期の短い波浪  

を作用させてもバーがほぼ完全に岸側に移動することはないと推定された．つまり，暴浪  
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波の作用で形成されたバーが岸側に移動する可逆的変化が生じるためには，うねり性波浪  

の長時間の作用が不可欠であることが明らかになった．  

（4＝崇5章   

第2章で岬・岬型漂砂系に分類した大曲海岸，富士海岸，皆生海岸，岬・海底谷型漂砂  

系に分類した下新川海岸，静岡・清水海岸，駿河海岸を例に沿岸漂砂の上手側と下手側に  

おける海浜断面形の特徴を調べた．その結果，沿岸漂砂上手側の汀線の後退が見られない  

ところでは一様勾配の海浜断面形で，汀線の後退が進んだところでは前浜部分は鉛直上方  

に凹状の海浜断面形であることを示した．また，沿岸漂砂下手側の汀線が前進傾向にある  

ところでは，前浜部分は鉛直上方に凸状の海浜断面形となることも明らかにした．   

そして，沿岸漂砂下手側での最終的な土砂の堆積域における海浜断面形の特徴から，大  

曲海岸と皆生海岸は下手側急勾配海岸に，下新川海岸，富士海岸，静岡・清水海岸，駿河  

海岸は下手側急勾配海岸に分類できることを示した．さらに，下手側急勾配海岸である富  

士海岸，下新川海岸，静岡・清水海岸，駿河海岸の沿岸漂砂下手側では，急勾配で急深な  

海底地形であるため，数年から数十年の中期的な時間スケールでみると，汀線と海浜断面  

形の変化が小さいことも明らかにした．  

（5）第6章   

岬・岬型漂砂系に位置する海岸においては，沿岸漂砂上手側では汀線の後退が進むと鉛  

直上方に凹状の海浜断面形に変化すること，前浜部分は汀線とほぼ平行に陸側に後退する  

ことを波浪のみを作用させた実験で確認した．また，沿岸漂砂の通過する範囲では岸沖漂  

砂にともなう海浜断面形の変化が卓越することがわかった．さらに，沿岸漂砂下手側では  

汀線の前進が進むと鉛直上方に凸状の断面形へと変化し，前浜部分は汀線とほぼ平行に沖  

側に前進することを再現できた．   

そして，下手側緩勾配海岸を対象とした実験では，沿岸漂砂の上手側と下手側における  

海浜断面形の変化限界水深はほぼ同じであることを示した．また，下手側急勾配海岸を対  

象とした実験では，沿岸漂砂上手側の海浜断面形の変化限界水深に比較して，下手側にお  

けるそれが深くなることを確認した．   

岬・海底谷型漂砂系に位置する海岸を対象とした実験では，沿岸漂砂上手側で汀線が後  

退した範囲の海浜断面形の変化は，もともとの海浜断面形が急勾配の斜面であっても，岬  

・岬型漂砂系に位置する海岸の上手側における海浜断面形の変化とはとんど同じであるこ  

とを明らかにした．また，沿岸漂砂下手側の海底地形が急深な場合には，土砂はかなり深  

いところまで堆積することがわかった．   

一方，沿岸漂砂下手側の海底地形が浅い平坦面の場合は，沿岸漂砂上手側から運ばれて  

きた土砂は浅い平坦面の奥には運ばれず，外線のやや岸側と沖側の深いところに堆積する  

ことがわかった．すなわち，沿岸漂砂下手側の海底地形が急深な場合と同じように，土砂  

の堆積がつづいて海浜地形が形成されると，海浜断面形は急勾配の斜面となり，沿岸漂砂  

で運ばれてきた土砂は深いところに堆積すると推定された．   

なお，実験結果をもとに，沿岸漂砂にともなう海浜断面形の変化過程を模式的に図6．21  

に示し，次のように要約した．沿岸漂砂上手側における侵食過程では，波浪の作用による  
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海浜断面形の変化限界水深（hr）から，波浪の遡上高さ（R）までの範囲の土砂が運び去  

られる．波浪の遡上高さより陸上部では，一定勾配（tanγ）の浜崖が形成され，波浪の  

遡上高さからある水深（h）までの前浜部分は，土砂の粒径と波浪を用いて算定できる勾  

配（tanα）の斜面となる．つまり，浜崖の頂部と波浪の遡上高さ，前浜の沖側水深およ  

び海浜断面形の変化限界水深の各点を結んだ，鉛直上方に凹状の海浜断面形となり，浜崖  

の勾配と前浜勾配および海浜断面形の変化限界水深を一定として，汀線と前浜部分の後退  

が経時的に進む．   

一方，沿岸漂砂下手側における堆積過程では，沿岸漂砂により土砂が運ばれてきて，波  

浪の遡上高さ（R）より深いところに堆積する．したがって，陸上部にはパームが形成さ  

れて，それが経時的に進めば浜墳列や堆積平坦面となる．波浪の遡上高さからある水深ま  

での前浜部分は，上手側と同じように土砂の粒径と波浪から算定できる勾配（tan α）の  

斜面となる．そして，前浜の沖側水深から深いところでは，土砂は水中における堆積勾配  

（tan∂）を保って堆積する．この場合，土砂が堆積する場所の海底勾配によって海浜断  

面形の変化が見られる限界水深は決まる．したがって，堆積平坦面と前浜勾配および土砂  

の水中における堆積勾配からなる鉛直上方に凸状の海浜断面形となり，これらの勾配を一  

定として，汀線と前浜部分の前進が経時的に進む．  

（6）第7章   

岬・岬型漂砂系に位置する海岸において，岸沖漂砂と沿岸漂砂が複合する条件での海浜  

地形の変化過程を，平面水槽を用いた移動床模型実験で検討した．その結果，沿岸漂砂上  

手側における侵食範囲では，静穏波と暴浪波の作用で経時的に前浜部分が後退するととも  

に，バーが消滅・形成を繰り返す海浜断面形の変化過程となり，鉛直上方に凹状の海浜断  

面形へと変化する．つまり，沿岸漂砂上手側における侵食範囲では，静穏波と暴浪波の相  

互作用で，岸沖漂砂にともなう可逆的変化と，沿岸漂砂にともなう経時的な侵食過程が単  

純に重なり合う海浜断面形の変化過程になることがわかった．   

また，沿岸漂砂の中間部に位置する範囲では，静穏波の作用で前浜部分が前進し，沖側  

のバーが消滅する変化と，暴浪波の作用で前浜部分が後退し，沖側にバーが形成される変  

化を繰り返し，鉛直上方に凹状の海浜断面形を経時的に保つことがわかった．つまり，沿  

岸漂砂が卓越する条件であっても，沿岸漂砂の不均衡が小さい場合には，岸沖漂砂にとも  

なう可逆的変化を繰り返す変化過程になることを示した．   

さらに，沿岸漂砂下手側における堆積範囲では，静穏波の作用で前浜部分の前進が進み，  

沖側のバーが消滅する変化と，暴浪波の作用で前浜部分は変化せずに，沖側にバーが形成  

される変化が見られるとともに，バーの沖側に鉛直上方に凸状の沖浜が形成されることが  

わかった．つまり，沿岸漂砂下手側における堆積範囲では，静穏波と暴浪波の相互作用で，  

岸沖漂砂にともなう可逆的変化と，沿岸漂砂にともなう経時的な堆積過程が重なり合う変  

化過程になる．しかし，この変化過程は単純な重ね合わせではなく，暴浪波の作用でバー  

の沖側に沖浜が形成され，静穏波の作用による海浜断面形の変化限界水深より深いところ  

に堆積した土砂は，岸側に移動しないことが指摘された．   

次に，皆生海岸における岸沖漂砂と沿岸漂砂が複合する条件での海浜過程について検討  

－119一   



した．それによると，対象としたL型突堰から竹内団地までの全域（Ⅹ＝0～5．5km）で，  

1997年7月～1998年7月（期間Ⅲ）に汀線が後退し，1998年7月～1999年7月（期間  

Ⅳ）に汀線が前進（復元）したことがわかり，このような汀線の変化は実験における暴浪  

波の作用による汀線の後退と，静穏波の作用による汀線の前進とよく対応することを示し  
た．しかし，皆生海岸においては，秋期から冬期の波浪と春季から秋期の波浪はほぼ規則  

的に来襲しており，期間Ⅲと期間Ⅳにおける汀線の後退と前進（復元）の要因として，秋  

期から冬期の波浪と春季から秋期の波浪の相互作用をあげることは難しいと指摘した．   

そこで，気象擾乱時の波浪の来襲特性（冬期において波高もしくは周期が最も大きくな  

ったときから小さくなるまでの時間）に着目し，汀線の変化と海浜断面形の変化の関係を  

調べた．その結果，波浪の減衰期が長い場合には，その波浪の作用で汀線が復元し，暴浪  

波で形成されたバーも岸側に移動し，波浪の減衰期が短い場合には，その波浪の作用では  

汀線は後退したままで，暴浪波の作用で形成されたバーも沖側に残されることを明らかに  

した．さらに，波浪の発達期（秋期）から減衰期（春期）までの周期の分布形に着目する  

と，汀線の前進（復元）とバーの岸側への移動，および期間Ⅴでのトラフの埋めもどしは，  

秋期と春期に来襲した周期の長い波浪の作用で生じたと推定された．   

つまり，第4章の4．4節で行った実験で指摘した，暴浪波の作用で沖側に形成されたバ  

ーが岸側にする可逆的変化が生じるためには，周期の長い波浪（うねり性波浪）の長時間  

における作用が条件となることが，皆生海岸の近年における海浜地形の変化から確認でき  

た．したがって，7．2節で設定した静穏波と暴浪波の相互の繰り返しは，皆生海岸では秋  

期から春期にかけての波浪の来襲特性と対応しており，皆生海岸では春期から秋期におい  

ては，来襲する波浪が小さいため海浜地形はほとんど変化しないと推定できた．   

なお，実験と皆生海岸における沿岸漂砂下手側の堆積範囲では，バーの沖側に土砂が堆  

積して鉛直上方に凸状の沖浜が形成されることがわかった．また，その沖浜は，静穏波の  

作用による海浜断面形の変化限界水深（br）より深いところに形成され，そこに堆積した  

土砂は，静穏波の作用では岸側に移動しないことが指摘された．つまり，岬・岬型漂砂系  

に位置する下手側急勾配海岸であっても，岸沖漂砂と沿岸漂砂が複合すると，沿岸漂砂の  

下手側では沖浜の形成に土砂が寄与するために，侵食範囲の海浜断面形の変化限界水深よ  

りも深いところに徐々に土砂が堆積していくことがわかった．  

8．2 漂砂系の設定手法の提案   

ここでは，第2章～第7章で得られた成果にもとづき，漂砂系の設定手法を以下のよう  

に提案する．  

①漂砂系は，沿岸方向には沿岸漂砂の連続する一連の区間の，岸沖方向には砂丘の陸側端  

から海底の漂砂移動限界水深までの範囲で，分布する土砂の岩石種や鉱物組成が類似な空  

間的領域とする．  

②漂砂系の沿岸方向境界は，土木地質図など活用して沿岸域の地形・地質の特徴を判読し  

て，便宜的に，固結・半固結堆積物からなる岬や海食崖（海岸段丘）としておく．  

③漂砂系の陸側境界は海岸線に沿って整備された堀防・護岸，防砂林，および道路などの  
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人工構造物で便宜的に与えればよい．また，漂砂系の沖側境界は，便宜的に，計画波浪と  

海浜に分布する土砂の代表粒径から算定できる佐藤・田中の完全移動限界水深（b叩）とし  

ておく．  

④設定した漂砂系における，土砂の供給源と海浜地形の形成過程に関する地形学の研究成  

果などをもとに，大局的な土砂の移動・堆積過程を推定する．そして，沿岸漂砂下手側に  

岬がある場合を岬・岬型漂砂系，海底谷がある場合を岬・海底谷型漂砂系と大別する．す  

なわち，漂砂系の沿岸方向境界を，大局的な土砂の移動・堆積過程から，岬または海底谷  

で再設定する．  

⑤岬・岬型漂砂系では岬から岬までのほぼ全域で，岬・海底谷型漂砂系では岬から海底谷  

までの範囲で，海浜地形の変化過程（土砂収支）を調査・把握する．  

⑥土砂の移動・堆積過程にもとづく漂砂系の沖側境界は，海浜断面形の変化限界水深（br）  

を指標として設定する．現時点では，波浪については計画波浪の波高（H。）と周期（T），  

海底勾配（tanβ）については沿岸凍砂上手側における波高と同じ水深付近の平均勾配を  

用いて，海浜断面形の変化限界水深（br）を算定することを提案する．   

なお，以上の手法で設定した漂砂系を単位として海浜地形の変化過程の調査・分析・予  

測を行うとともに，岸沖方向と沿岸方向の海浜断面形の特徴，および海浜断面形の変化過  

程（可逆・非可逆的変化）を把握しておくのが望ましい．なぜならば，漂砂系における沿  

岸漂砂下手側で，土砂が海浜断面形の変化限界水深（血r）より深いところまで堆積してい  

る場合は，海岸保全計画ではそれを漂砂系外への土砂流出と仮定して土砂収支を検討しな  

ければならないからである．  

8．3 今後の課題  

川海浜地形の変化過程に関わる研究課題   

まず，第4章で検討した海浜断面形の可逆的変化と非可逆的変化が，どのような諸元の  

波浪の来襲で生じるかを把握しておく必要性が指摘できる．なぜならば，漂砂系の沖側境  

界の指標となる，海浜断面形の変化限界水深（b）は式（3，4）と式（3．13）で算定できるが，  

算定に用いる波浪などの選択手法が明確にされていないからである．つまり，深浅測量デ  

ータと波浪観測データを十分に解析し，パームやバーの形成・消滅機構などの海浜地形の  

変化過程と，波浪の来襲特性（波候特性）と関連づけて定量的に解明するのが今後の課題  

と言える．とくに，各沿岸における来襲波浪の周期に着目した波候特性の把握は，暴浪波  

で形成されたバーの定常化（海浜断面形の非可逆的変化）を判断するためには重要な課題  

である．   

次に，沿岸漂砂にともなう海浜断面形の経時変化（国6．21）を定量的に把握するために  

は，波浪の遡上高さ（R），前浜勾配（t弧α），前浜の沖側水深（b），波浪の作用による  

海浜断面形の変化限界水深（br），浜崖の勾配（tむ1γ），水中における土砂の堆積勾配（tan  

β）を予測する指標についてのさらなる検討が必要とされる．なぜならば，それらからな  

る海浜断面形の特徴は，土砂の粒径や均一性および形状などによって異なると考えられる  

からである．したがって，現地海岸における土砂の粒径や均一性および形状（摩耗作用に  
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ともなう砂礫の円形度・円磨度）と，海浜断面形の特徴との関係を明らかにし，それらを  

定数として海浜変形予測モデル（等深線変化モデルなど）に組み込むことが次の課題とし  

てあげられる．   

なお，第7章で行った実験では，静穏波と暴浪波の単独の作用後には土砂収支の不均衡  

が生じ，相互作用後には土砂収支はほぼゼロになることがわかった．これは，次の要因に  

よると考えた．まず，暴浪波の作用でその完全移動限界水深（b甲l）から表層移動限界水  

深（h。51）までの砂の粒子が振動運動し，それらの空隙が大きくなり，体積が見かけ上増  

加する．その後の静穏波の作用では，その表層移動限界水深（b。Sヱ）より深いところでは，  

砂の粒子は運動せずに水圧の変動を受けるので，水深k2と水深b。Slの砂の粒子の空隙が  

小さくなり，体積が見かけ上減少する．しかし，この静穏波と暴浪波の相互作用による，  

砂の粒子の空隙変化にともなう海浜地形の変化過程はまだ解明されておらず，今後の研究  

課題として残された．  

（2）海岸計画に関わる研究課題   

今後は，本研究で示した漂砂系の概念にもとづき，漂砂系の沿岸方向境界を適切に設定  

し，漂砂系を岬・岬型漂砂系と岬・海底谷漂砂系，海岸を下手側緩勾配海岸と下手側急勾  

配海岸に分類するとともに，それらの漂砂系と海岸の特性に応じた海岸保全を計画しなけ  

ればならないと考える．   

例えば，岬・岬型漂砂系に位置する下手側緩勾配海岸では，河川からの供給土砂量の変  

化に応じて流域で確保した土砂を投入する養浜や，堆積域から侵食域に人工的に土砂を移  

動させる海岸保全を行うのが望ましい．また，岬・海底谷型漂砂系に位置する下手側急勾  

配海岸では，海底谷から深海への土砂堆積が漂砂系からの土砂流出を意味することから，  

その土砂流出の対策と流入河川からの人工的な土砂供給の組み合わせによる海岸保全が必  

要とされる．   

しかし，実際には，海浜地形の中長期的な時間スケール（数年間～数千年間）の変化過  

程で生じる，海底への土砂の堆積という自然現象を制御するのは，経済的にも工法的にも  

困難である．とくに，岬・海底谷型漂砂系では，その全域を海岸保全区域とするのは現実  

的ではない．したがって，このような漂砂系では，土砂収支の調査・把握を目的とした深  

浅測量や波浪観測などのモニタリングを行い，海岸における適切な土砂管理ができる区域  

（広義の海岸保全区域）を指定することが必要とされる，  

この広義の海岸保全区域を指定するためには，土砂収支の推定と土砂の特性の把握が必  

要とされる．そして，河川からの流出土砂量と，海岸における計画流砂量と考えられる沿  

岸漂砂量にもとづいた土砂管理計画を立案することが望まれる．したがって，海浜地形の  

中期的・長期的な時間スケールの変化過程の営力（暴浪波やうねり性波浪など）を把握し，  

それと代表粒径の関係から得られる沿岸漂砂量を定量的に求めておかなければならない．   

この課題については，沿岸漂砂量分布図（例えば，鳥居ほか，2001）や深浅測量データ  

の解析結果（例えば，佐藤ほか，1998）の比較により，沿岸漂砂量と土砂収支の推定の精  

度を高めることが必要とされる．なお，漂砂系における土砂収支を把握するためには，飛  

砂に伴う砂丘の発達過程や浜填列の変化特性に関する研究をもとに，その額域より陸側へ  
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の飛砂による流出土砂量を推定することも重要な課題としてあげられる．   

また，漂砂系における土砂の特性を把握するためには，鉱物組成や粒径集団を考慮した  

土砂調査（例えば，佐藤ほか，1999；山本ほか，2000，2001；李ほか，1998）を数多く行  

う必要がある．そして，土砂の移動に関する理論的なモデルや粒径別黄砂量公式（例えば，  

佐藤ほか，2000；田中ほか，2000a，2000b，2001；渡辺ほか，2001）との比較検討による，  

漂砂系における土砂の移動・堆積過程の解明が望まれる．なお，漂砂系に分布する土砂の  

特性からは，その供給源と移動・堆積過程が推定されるので，岩石種や鉱物組成，分級や  

摩耗の程度とそれらの機構についての研究も進める必要がある．   

そして，土砂を人工的に投入する海岸保全を行う場合には，漂砂系における土砂の特性  

（粒径と鉱物組成）を変えることなく，海浜地形の安定化を図らなければならない．なぜ  

ならば，生態系に対しては土砂の粒径が支配的な要因であるので，対象とする漂砂系に分  

布する土砂と異質な材料を海岸保全に用いると，海岸環境を変化（悪化）させることにな  

るからである．  
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